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別 紙高齢・障害者雇用支援機構評価シート（１）

中期目標 中期計画 平成１５年度計画 平成１５年度の業務の実績

第２ 業務運営の効率化に関する事項 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成す 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成す 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置
るためとるべき措置 るためとるべき措置

１ 機構の組織体制については、業務の効果的 １ 効果的な業務運営体制の確立 １ 効果的な業務運営体制の確立 １ 効果的な業務運営体制の確立
実施等の観点から 適宜弾力的に見直すこと 機構の組織体制については、業務の効果的 独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構 以 平成１６年度から本部組織の機能を強化し、業務の効果的実施を図るため、平成１、 。 （

実施等の観点から、適宜見直しを行う。 下「機構」という ）の組織体制については、 ６年３月２２日付で組織規程を一部改正した。その概要は以下のとおりである。。
業務の効果的実施等の観点から、平成１６年 ( ) 不動産関係事務の整理1
度から本部組織の機能強化を図るため、所要 従来、地域センターの土地・建物等の不動産に関する管理事務は、設置・廃止等
の準備を行う。 については経理部契約管財課が行い、それ以外の修繕等の事務は職業リハビリテー

ション部管理課が行ってきたが、業務の効率的効果的実施の観点から、経理部契約
管財課が一元的に行うこととした。
( ) 障害者職業総合センター職業センターの課名及び所掌事務の整理2

課の名称を職業リハビリテーションに関する技法開発を行うという業務にふさわ
しいものにするとともに、所掌事務について実態に即したものとなるよう見直すな
どの整理を行った。
( ) 業務部の所掌事務の整理3

大手町事務所にある高齢者事業本部の業務を円滑に実施するため、同事業本部の
総括的な機能を業務部指導課に持たせるとともに、所掌事務について、事務のまと
まりを考慮し、また、実態に即したものとなるよう見直すなどの整理を行った。

２ 一般管理費などの経費（人件費のうち退職 ２ 業務運営の効率化に伴う経費節減等 ２ 業務運営の効率化に伴う経費節減等 ２ 業務運営の効率化に伴う経費節減等
手当に係る経費を除く ）については効率的 一般管理費などの経費（人件費のうち退職 一般管理費などの経費（人件費のうち退職 ( ) 役職員に対し経費節減に関する意識の徹底を図り、省資源・省エネルギーに努め。 1
な利用に努め、中期目標の期間の最後の事業 手当に係る経費を除く ）については効率的な 手当に係る経費を除く ）については、節電・ た結果、平成１４年度と比較して、本部における電気料金について約３％、ガス料。 。
年度において、平成１４年度と比べて、１３ 利用に努め、人件費の抑制や施設管理費等の 節水による省資源、省エネルギーに努めるな 金及び水道料金については１０％以上の節減を図ることが出来た。
％程度の額を節減すること。 縮減により、中期目標の期間の最後の事業年 どの経費節減に向けた日常的取組の推進、競 ( ) 一般競争入札への移行を目的とした内規等を整備し、平成１６年度以降の本格実2
また、業務経費（事業主等に支給する障害 度において、平成１４年度と比べて１３％程 争入札の積極的な実施に努めるほか、更なる 施に向け体制整備を進めた。
者雇用調整金等を除く ）については、毎年 度の額を節減する。 経費節減に向けた対応のあり方について、検 ( ) 経費節減に向けた対応の検討のため、平成１５年１１月に経費削減プロジェクト。 3
度１％以上の額を節減すること。 また、業務経費（事業主等に支給する障害 討を進める。 チームを発足させ、中期計画期間中の効率的な予算執行の観点から細部にわたる検

者雇用調整金等を除く ）については、毎年度 また、業務経費（事業主等に支給する障害 討、見直しを行い平成１５年度内に実行可能な経費削減案については、可能な限り。
１％以上の額を節減する。 者雇用調整金等を除く ）については、平成１ 着手した。。

５年度において節減を図るとともに、毎年度
１％以上の節減に向け、検討を進める。

３ 機構が行う障害者の雇用に関する技術的事 ３ 障害者雇用納付金を財源に行う調査研究、 ３ 障害者雇用納付金を財源に行う調査研究、 ３ 障害者雇用納付金を財源に行う調査研究、講習及び啓発の事業規模の配慮
項に関する研究、調査、講習の事業、障害者 講習及び啓発の事業規模の配慮 講習及び啓発の事業規模の配慮 障害者雇用納付金を財源に行う調査研究、講習及び啓発事業の執行については、障
の雇用について事業主その他国民一般の理解 障害者雇用納付金を財源に行う調査研究、 障害者雇用納付金を財源に行う調査研究、 害者雇用調整金、報奨金及び障害者雇用納付金制度に基づく助成金の支給状況を把握
を高めるための啓発の事業については、障害 講習及び啓発の事業については、障害者雇用 講習及び啓発の事業については、障害者雇用 しつつ、これらの支給に支障が生じないよう、事業規模について適宜配慮しながら行
者雇用調整金、報奨金及び障害者雇用納付金 調整金、報奨金及び障害者雇用納付金制度に 調整金、報奨金及び障害者雇用納付金制度に った。
制度に基づく各種助成金の支給に支障をきた 基づく各種助成金の支給に支障が生じないよ 基づく各種助成金の支給に支障が生じないよ
さないように、その事業規模について配慮す う、その事業規模に配慮する。 う、その事業規模に配慮する。
ること。

４ 高年齢者等の雇用の機会の増大に資する事 ４ 給付金及び助成金業務の効率化 ４ 給付金及び助成金業務の効率化 ４ 給付金及び助成金業務の効率化
業主又はその事業主の団体に対しての給付 高年齢者等の雇用の機会の増大に資する事 高年齢者等の雇用の機会の増大に資する事 給付金・助成金の支給業務の平均処理期間の短縮を図るため、次の措置を講じた。
金、障害者雇用納付金制度及び障害者雇用継 業主又はその事業主の団体に対しての給付金 業主又はその事業主の団体に対しての給付金 ( ) パンフレット（リーフレット）の作成、 、 1
続援助事業に基づく助成金の支給業務につい 障害者雇用納付金制度及び障害者雇用継続援 障害者雇用納付金制度及び障害者雇用継続援 イ 作成に際しては、重要な部分は色づけするなど支給要件の表記を見やすくしたほ
ては、厳正な審査を引き続き実施しつつ、事 助事業に基づく助成金の支給業務については 助事業に基づく助成金の支給業務については か、申請から給付までの流れ図、具体的な申請時期や期間を明記するなど、事業主、 、
務手続きの効率化 審査能力の向上等により 支給申請の際のトラブル防止のため、事業主 １件当たりの平均処理期間（支給申請の受付 等が理解しやすいように工夫した。、 、
中期目標の最終年度には、１件当たりの平均 等に対して、支給申請書等の記入方法等の教 から支給決定までの期間）の短縮に向け、次 ロ パンフレット等は、給付金・助成金ごとに作成し、事業主等に周知した。また、
処理期間（支給申請の受付から支給決定まで 示など事前相談を行うとともに、申請から支 の措置を講ずる。 制度の概要、必要な手続き等はホームページに掲載した。
の期間）を１０％短縮すること。 給決定までの期間等について十分な説明を行 ( ) 申請様式等の簡素化等支給申請手続きの効率化2

う。また、適正支給の観点に留意しつつ、事 ① 給付金及び助成金の種類ごとに支給要件 イ 給付金の添付書類の「確認書」及び助成金の添付書類「公共職業安定所長の意見、
務手続きの効率化を図るとともに、給付金及 助成率、手続等を解説した申請事業主等に 書」を廃止した。
び助成金の支給業務の一部を委託する公益法 分かりやすいパンフレットを作成する。 ロ 高齢者の「継続雇用定着促進助成金」の申請の手引き作成、申請書記載内容の記
人（以下給付金受付業務を委託する公益法人 ② 申請様式及び添付書類の整理・簡素化を 入例の統一化、支給要領に関する確認業務の見直し、及び「高年齢者等共同就業機
を「地方高齢法人 、助成金受付業務を委託す 行う等により支給申請手続の効率化を図る 会創出助成金」の事業計画書等の提出、受付、審査等の期限、期間の見直しを行っ」
る公益法人を「地方障害法人」という ）にお とともに、給付金及び助成金の種類ごとに た。。
ける申請内容の確認の強化、審査能力の向上 定めた支給要領を作成し、業務担当者に利 ハ 助成金は、平成１５年１０月１日の支給要領の改定に際して、支給要件の合理化
等を図るため、① 申請様式の簡略化、添付書 用しやすいものとする。 及び支給対象措置の要件を緩和した。
類の簡素化等による合理化の推進、② 事業主 ③ 支給申請の際のトラブル防止のため、事 ニ 助成金の支給申請様式を改正して、プレプリント化を２８種類に拡大（確認・審
に分かりやすい資料の作成配布、③ 手続等の 業主等に対して、支給申請書等の記入方法 査事項等の簡素化 。）
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周知徹底に関する会議を定期的に設け、委託 等の教示など事前相談を行うとともに、申 ( ) 支給要領の作成3
先の公益法人の助成金担当者の質の向上を図 請から支給決定までの期間等について十分 イ 給付金・助成金の種類ごとに冊子にまとめ、業務担当者及び公共職業安定所に配
る等の取組を行い 中期目標の最終年度には な説明を行う。 布した。また、助成金の支給要領については、運用通達の内容を支給要領に取りま、 、
１件当たりの平均処理期間（支給申請の受付 ④ 業務担当者会議の開催により、給付金及 とめ、業務担当者の利便性に努めた。
から支給決定までの期間 を１０％短縮する び助成金の支給業務の一部を委託する公益 ロ 業務担当者会議では、新旧対照表を用いて解説を行い改正点の徹底を図った。） 。

法人（以下給付金受付業務を委託する公益 ( ) 事業主等に対する事前相談4
法人を「地方高齢法人 、助成金受付業務を イ 給付金に関しては、事業主等の制度の理解不足等による誤申請の防止及び審査の」
委託する公益法人を「地方障害法人」とい 効率化を図るため 「支給申請の手引」及び「申請に当たっての注意事項」の作成、
。 、 、 、う ）における申請内容の確認の強化、審査 に際し 従来の審査実績等を踏まえ 申請事項のうち誤りの多い事項に解説を付し
能力の向上等を図る。 よくある質問等の項目を追加して、事業主等に配布するとともに、適切な事前相談

等に努めた。
ロ 助成金に関しては、助成金ごとの支給要領の策定と質疑応答集の見直し及びパン
フレットの改善による適切な事前相談に努めた。

( ) 業務担当者会議の開催5
給付金業務担当者会議（全国）を平成１５年１１月、助成金業務担当者会議（ブ

） 、 。ロック別 を平成１６年１～２月に開催し 地方法人の審査能力等の向上を図った
（別紙 資料 ( ) ）1-4- 5 -1

評価の視点 自己評定 Ａ 評定 Ａ

（理由及び特記事項） （理由及び特記事項）
・機構の組織体制について、業務の効果的実施等の観 ・独立行政法人化に伴い、業務の効率的実施等の観点から本部組織機 ・経費削減とともに、平均処理期間の短縮を評価できる。
点から、適宜見直しが行われているか。 能の見直しを行い、法人の設立趣旨に則した業務運営を行なう体制 ・努力とその成果は確かに認めるところであるが、これは他の法人も同様であり 「初年度の頑張り」と捉え、、
・本部組織の機能強化を図るための準備が行われたか 整備を図った。 以後の継続的な努力に期待する。。

・１件当たりの平均処理期間を早急に短縮することが望まれる。
・一般管理費について、省資源、省エネルギーを適切 ・昼休中の消灯、定時退庁日の一斉消灯、エレベーターの稼働台数の ・経費節減効果あり。
に推進し、これらに関する経費を節減しているか。 見直し、空調温度の設定見直し等を行い、一般管理費の経費節減に ・節減率１．９％（人件費含む 。ただし、ラスパイレス指数１２１．４を今後どのように改善するのか？（職）

努めた。 員削減、給与削減のダブルパンチでは職員のモラルの低下を来すことにならないか。１３％の削減が動かせ
ないとしても ）。

・競争入札を積極的に実施したか。 ・一般競争入札への移行を目的とした内規等の整備を行うとともに、 ・主要目標のコスト削減は、目標達成とまでは至っていないのでは。
指名競争入札における指名業者数を増やす等により競争効果の向上
を図った。

・経費節減に向けた対応のあり方について検討を行っ ・経費削減プロジェクトチームにおいて、契約方法の見直し（印刷物
たか。 一括発注等 、ＩＰ電話の導入、システム監査の実施等経費節減方）

法について検討を行い、また、その他検討の結果１５年度中に着手
・業務経費（事業主等に支給する障害者雇用調整金等 可能と判断された案件については積極的に着手した。
を除く ）について、節減額１％以上を達成するため （具体例：事務所清掃の仕様の見直し、喫煙室の廃止による空気清。
の検討を行ったか。 浄機維持費の削減等）

・調査研究、講習及び啓発の事業について、障害者雇 ・執行管理等を行い、適切な事業規模で障害者雇用納付金を財源に行
用調整金、報奨金及び障害者雇用納付金制度に基づ う調査研究、講習及び啓発事業を実施した。
く各種助成金の支給に支障が生じない事業規模か。 ・こうしたことから、調査研究事業の実施を複数年度化すること等に

より、障害者雇用調整金等の事業に対して過大とならないよう事業
規模に配慮した。

、 、 、 、・給付金及び助成金の種類ごとに支給要件等がわかり ・給付金 助成金について 種類ごとにパンフレットを作成し また
やすいパンフレットが作成されたか。 業務の効率化の観点から見直しを行い、申請事務手続きの簡素化等

を積極的に推進した。

、 、 、・申請様式及び添付書類の整理・簡素化を行う等によ ・助成金は 支給業務の効率化の観点から プレプリント化を推進し
り支給申請手続の効率化を図ったか。 併せて事業主の利便性を向上させ申請手続きの効率化を図った。

・給付金及び助成金の種類ごとに支給要領を作成し業 ・給付金・助成金の種類ごとに支給要領を定め、業務担当者および公
務担当者に利用しやすいものとしたか。 共職業安定所に配布した。

・事業主に対して支給申請書等の記入方法等について ・事業主に対して、事業主の制度の理解不足等による誤申請の防止を
、「 」 「 」、「 」十分な事前相談を行ったか。 図るため 支給申請の手引き または 支給要領 質疑応答集

を見直す等の改善に努め適切な事前相談に努めた。
・地方の公益法人における審査能力の向上等を図るた
めの措置が講じられたか。 ・地方の公益法人の業務担当者会議を開催し、審査能力の向上、不正

受給の防止を図った。
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート（２）

中期目標 中期計画 平成１５年度計画 平成１５年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する
業務の質の向上に関する事項 業務の質の向上に関する目標を達成するた 業務の質の向上に関する目標を達成するた ためとるべき措置

めとるべき措置 めとるべき措置

１ 関係者のニーズ等の把握 １ 関係者のニーズ等の把握 １ 関係者のニーズ等の把握 １ 関係者のニーズ等の把握
事業主団体、障害者団体等と情報交換を行 事業主団体、障害者団体等と情報交換を行 事業主団体、障害者団体等と情報交換を行 ( ) 関係者のニーズを把握するため使用者代表、労働者代表、障害者代表及び学識経1
うとともに、機構の業務に関する要望、意見 うとともに、機構の業務に対する意見等を障 うとともに、機構の業務に対する意見等を障 験者（各分野５名ずつ、計２０名）からなる評議員会を設置し、以下の内容で第１
等を聞くことを目的とする場を設けること。 害者、事業主、学識経験者等から聞く場を設 害者、事業主、学識経験者等から聞くため、 回評議員会を開催した （別紙 資料 ( ) ）。 2-1- 1 -1

定する。 速やかにこのような機能を有する評議員会を ① 開催日 平成１６年１月１９日（月）
ここでの意見も踏まえてニーズに即した業 設置する。 ② 議 題

務運営を行うため、必要な措置を柔軟に実施 ここでの意見も踏まえてニーズに即した業 ・独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構の設立について
する。 務運営を行うため、必要な措置を柔軟に実施 ・機構の中期目標、中期計画及び平成１５年度計画について

する。 ③ 参加者 評議員：１６名、 機構：役員、部長等

( ) 評議員会においては、関係者から広く意見を聴取の上、評議員会において出され2
た意見については、平成１６年度計画の策定に当たっての参考とした。
（例）助成金の申請手続きが煩わしいとの意見を踏まえ、様式及び申請手続等をホ
ームページに分かりやすく掲載することとし、その旨を平成１６年度計画に記載
した。

２ 業績評価の実施及び公表による業務内容の ２ 業績評価の実施及び公表に関する業務内容 ２ 業績評価の実施及び公表に関する業務内容 ２ 業績評価の実施及び公表に関する業務内容の充実等
充実等 の充実等 の充実等 ( ) 業績評価実施規程の制定1
適正な業務の推進に資するため業績評価を 適正な業務の推進に資するため業績評価を 適正な業務の推進に資するため、内部の検 イ 平成１５年１０月、業績評価実施規程を定めた （別紙 資料 ( ) ）。 2-2- 1 -1
行い、業務運営に反映する。 行い、業務運営に反映する。 討に加え、外部の学識経験者により構成され ロ 平成１５年度においては、同規程に基づき、機構の部長を委員とする内部評価委
さらに、業務内容の透明性を高め、業務内 さらに、業務内容の透明性を高め、業務内 る外部評価委員会を開催し、機構が実施する 員会、及び、厳格な評価を実施するための第三者の学識経験者で構成する外部評価
容の充実を図る観点から、業績評価の結果や 容の充実を図る観点から業績評価の結果や機 業務に対する評価方法等の検討を行う。 委員会（本委員会、職業リハビリテーション専門部会及び研究評価委員）を設置し
機構の業務の内容について、ホームページ等 構の業務の内容について、ホームページ等に また、機構の業務の内容について、ホーム た。
において、積極的、かつ分かりやすく公表す おいて 積極的 かつ分かりやすく公表する ページ等において、積極的、かつ分かりやす ハ 平成１６年１月に外部評価委員会、及び２月に同職業リハビリテーション専門部、 、 。
ること。 く公表する。 会を開催し、業績評価の方法等について審議を行った。

（なお、平成１５年度事務事業の業務実績については、同規程に基づき、平成１６年
２月～５月に内部評価、及び平成１６年６月に外部評価を行った ）。

( ) 業務内容のホームページでの公表2
イ 機構においては、高齢者、障害者の雇用支援への活用に資するため、機構の業務
の内容を分かりやすく掲載し、かつ、リンクフリーのホームページを設定し、情報
の提供を行った。
ロ 問い合わせの内容やアクセス記録等の個人情報は細心の注意を払い、厳重な管理
の下に運用している。
ハ 業績評価の外部評価結果は、評価結果がまとまり次第ホームページで公表予定で
ある。

３ 高年齢者等や障害者の雇用情報等の提供 ３高年齢者等や障害者の雇用情報等の提供 ３ 高年齢者等や障害者の雇用情報等の提供 ３ 高年齢者等や障害者の雇用情報等の提供
高年齢者等や障害者の雇用問題等に関する 機構において収集した高年齢者等や障害者 機構において収集した高年齢者等や障害者 ( ) ホームページの運営1
情報をホームページにおいて公表し、高年齢 の雇用問題等に関する情報については、事業 の雇用問題等に関する情報については、事業 イ 独立行政法人化に向けて、日本障害者雇用促進協会と(財)高年齢者雇用開発協会
者等や障害者の雇用問題等に関する情報の効 主等に対し、広く利用されるようインターネ 主等に対し、広く利用されるようインターネ のホームページ管理要領を見直し 「独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構ホー、
率的な活用と国民の理解の促進を図ること。 ット上のホームページに公表し、利用者ニー ット上のホームページに公表し、当該ホーム ムページ運営管理要領 （別紙 資料 ( ) ）を定め、これに基づき運営管理を」 2-3- 1 -1

ズの把握や定期的な内容の更新等に努めつつ ページへの平成１５年度のアクセス件数が５ 行った。、
当該ホームページへの年間アクセス件数が１ ００，０００件以上となるようにする。 ロ 機構のホームページは、障害者等の使いやすさに配慮するとともに、アクセス状，
０００，０００件以上となるようにする。 況を把握できるよう、平成１５年１月に大幅に改訂した。具体的には視覚障害者が

利用しやすいように、報告書等はテキストデータによる情報提供を行い、また、海
外からの閲覧者に対しては英語版による情報提供を行っている。

( ) アクセス件数 ９７１，９４９件 （別紙 資料 ( ) ）2 2-3- 2 -1。
・月２回の定期更新と随時更新を行なった。
・お問い合わせに対する対応等（平成１５年度にホームページに寄せられたお
問合せメール（６９件）の、質問、要望等に対しては、関係部の担当者と相
談の上、迅速、的確に回答するよう努めた ）。
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評価の視点 自己評定 Ａ 評定 Ａ

（理由及び特記事項） （理由及び特記事項）
・ＨＰのアクセス件数の計画達成はあるが、そのことがこの分野の主要業務ではない。

○ 関係団体と情報交換を行うとともに、機構の業務 ・関係団体と情報交換を行うとともに、機構の業務に関する要望等を ・ホームページのアクセス件数大幅に増加した点など視覚障害者への配慮は 努力と成果は高いと評価する ホ、 。（
に関する要望等を聞くことを目的とする場を設ける 聞くことを目的に、評議員会設置規程を定め評議員会を設置した。 ームページを拝見したが見やすかった）
ことにより、関係者のニーズ等を的確に把握し、把 １月に評議員会を開催し、関係者のニーズを把握し、その結果を平 ・アクセス件数が目標値を大幅に上回ったことを評価する。
握したニーズを柔軟に反映させているか。 成１６年度年度計画に反映した。 ・外部評価委員会がよく活用されている。特にＨＰのアクセスについて評価。

・業績評価実施規程等、ようやく実行体制への基礎が整備された段階であり、あるべき姿の第一歩がスタート
○ 機構が実施する業務に対して、外部の学識経験者 ・特殊法人等整理合理化計画等の指摘を踏まえ、業績評価実施規程を したこととどまる。
等が行う業績評価を行い、その結果等を業務に反映 定め 外部学識経験者による厳格な外部評価の実施体制を整備した ・アクセス件数のみでは 「Ｓ」と評価してもよいが、内容情報（コンテンツ）が不明。、 。 、
させるとともに、結果等の公表を行っているか。 ・平成１５年度業務実績については、平成１６年６月に厳格に外部評 ・数値目標の根拠、数値達成の内容が十分理解できない。

価を行なった。この評価結果については、業務に反映させるととも ・情報効果員活動、ホームページアクセスの点では目標を上回る。
に、ホームページ等で公表することによりアカウンタビリティの向
上に努めることとしている。

○ 高年齢者等や障害者の雇用に資する情報等の提供 ・機構のホームページは視覚障害者の利便性に資するため、ＰＤＦ版
を行っているか。 以外に視覚障害者用の音声読み上げソフト対応のためにテキストフ
・ホームページへのアクセス件数が５００，０００ ァイル版をおくなど、誰もが利用しやすいものとした。また、他の
件以上を達成しているか。 ホームページとのリンクを図り、高齢者・障害者等の雇用に関する
・ホームページの内容は適宜更新されているか。 情報を積極的に発信した。

・独立行政法人としての機構の組織、名称が速やかに周知されるよう
。 、平成１５年度上期からホームページ等を通して周知を行った また

、 、月２回の定期更新と随時更新により 最新の情報発信に努めた結果
アクセス件数は９７１，９４９件となった。
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート（３）

中期目標 中期計画 平成１５年度計画 平成１５年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する
業務の質の向上に関する事項 業務の質の向上に関する目標を達成するた 業務の質の向上に関する目標を達成するた ためとるべき措置

めとるべき措置 めとるべき措置

４ 高年齢者等の雇用の機会の増大に資する事 ４ 高年齢者等の雇用の機会の増大に資する事 ４ 高年齢者等の雇用の機会の増大に資する事 ４ 高年齢者等の雇用の機会の増大に資する事業主又はその事業主の団体に対して給付
業主又はその事業主の団体に対して給付金を 業主又はその事業主の団体に対して給付金を 業主又はその事業主の団体に対して給付金を 金を支給することに関する事項
支給することに関する事項 支給することに関する事項 支給することに関する事項

、高年齢者等の雇用の安定を図る観点から、 高年齢者等の雇用の安定を図る観点から
定年の引上げ、継続雇用制度の導入等によ定年の引上げ、継続雇用制度の導入等による
る高年齢者等の雇用の確保や再就職援助等高年齢者等の雇用の確保や再就職援助等を図
を図るため、機構が実施する各種給付金支るため、機構が実施する各種給付金支給業務
給業務については、その政策目的に則り、については、その政策目的に則り、適正かつ
適正かつ効率的な運営を図る。効率的な運営を図る。

( ) 給付金の支給申請事業主等の利便性を図 ( ) 事業主等に対する制度の周知・広報 ( ) 事業主等に対する制度の周知・広報 (1) 事業主等に対する制度の周知・広報1 1 1
るため、支給要件、助成額、申請窓口等を ① 事業主等の利便性を図るため、機構にお ① 事業主等の利便性を図るため、機構にお ① 事業主に対する情報提供
ホームページ等で公開すること。 いて支給する各種給付金の支給要件、助成 いて支給する各種給付金の支給要件、助成 イ 事業主等の利便性に資するため、各種給付金の支給要件、助成額、申請窓口の

額、申請窓口の所在地等をホームページ等 額、申請窓口の所在地等をホームページ等 所在等をホームページで公開した。
で公開するとともに、支給要件等に変更が で公開するとともに、支給要件等に変更が ロ 平成１５年度は 平成１６年４月１日付で支給要領の改正が予定されていた 継、 「
あった場合は当該変更が確定した日から、 あった場合は当該変更が確定した日から、 続雇用定着促進助成金」等４種類の助成金について、事業主等に対し事前に改正
７日以内にホームページ等で公開する。ま ７日以内にホームページ等で公開する。ま 内容等について情報の提供を行い、また、支給要領の改正後、ホームページ等で
た、機構において支給事務を行う助成金以 た、機構において支給事務を行う助成金以 速やかに公開できるよう準備を進め、平成１６年４月６日にホームページで公開
外のものであっても、高年齢者等の雇用の 外のものであっても、高年齢者等の雇用の した。
確保や再就職援助等と関連性を有する助成 確保や再就職援助等と関連性を有する助成
金については、併せてその内容について情 金については、併せてその内容について情
報提供を行う。 報提供を行う。

② 重点的に周知・広報を行うべきと認めら ② 「高年齢者等共同就業機会創出助成金」 ② 「高年齢者等共同就業機会創出助成金」の周知
れる給付金については予算の範囲内で、新 については、予算の範囲内で、新聞広告、 「高年齢者等共同就業機会創出助成金」に関しては、主要新聞５大紙全国版（１
聞広告、一般誌の広告等を活用して周知を 一般誌の広告等を活用して周知を図る。 ０月３０日及び３１日 、その他労働新聞等（１１月１０日）の刊行紙において申請）
図る。 受付期間等の周知広報を図った （別紙 資料 ( ) ）。 2-4- 1 -1

③ 各種給付金のパンフレットや支給申請の ③ 各種給付金のパンフレットや支給申請の ③ 各種給付金のパンフレットや支給申請の手引等の作成、及び職業安定機関等との
手引等を作成し、地方高齢法人の事務所に 手引等を作成し、機構の業務委託を受けて 連携
おいて配布するとともに、職業安定機関そ 支給事務を行う地方高齢法人の事務所にお 平成１５年１０月の独立行政法人への移行に伴い、給付金の種類ごとに「支給申

」、 （「 」） 、 、「 」の他の関係機関における配布など連携を図 いて配布するとともに、職業安定機関その 請の手引 リーフレット ご案内 を作成し また 継続雇用定着促進助成金
る。 他の関係機関における配布など連携を図る に関しては、平成１６年４月１日の制度改正の事前情報を、地方高齢法人にメール。

で配信するとともに、事業主向けの「 お知らせ」を作成し、地方高齢法人を通じ「
て事業主、公共職業安定所に配布、周知した。
・事業主等が制度について正しい理解を得られるよう、リーフレット、支給申
請の手引きは、従来の審査実績を踏まえ誤りの多い申請事項に解説を加える
など、理解しやすい記述に配意して作成し、周知・広報に努めた。

( ) 高年齢者等の雇用に関する事業主等への (2) 適正な支給業務の実施 ( ) 適正な支給業務の実施 (2) 適正な支給業務の実施2 2
給付金支給については、職業安定機関と密 ① 適切な支給事務を行うため、機構と地方 ① 適切な支給事務を行うため、機構と地方 ① 給付金業務担当者会議の開催
接な連携を図る体制を確保し、適切な情報 高齢法人は、給付金業務担当者会議を少な 高齢法人は、給付金業務担当者会議を１２ 給付金業務担当者全国会議を開催（平成１５年１１月２７日）し、地方高齢法人に
提供等を図ることにより、適正な支給業務 くとも年１回開催し、支給業務に関する問 月に開催し、支給業務に関する問題点等に 対して、不正受給防止に係る審査方法等について情報交換を行い、共通の認識のも
の実施を図ること。 題点等について情報交換を行い、密接な連 ついて情報交換を行い 密接な連携を図る とに連携を図った （別紙 資料 ( ) ）、 。 。 2-4- 2 -1

携を図る。

② 不正受給防止を図るため、受給事業主等 ② 不正受給防止を図るため、受給事業主等 ② 不正受給防止を図るための情報収集や実態調査等の実施等
に対する必要な情報収集や実態調査等を実 に対する必要な情報収集や実態調査等を実 イ 不正受給防止を図るため、給付調査員等が情報収集や事業所訪問による実地調
施する また 不正受給が発生した場合は 施する また 不正受給が発生した場合は 査活動を申請事業主に対して実施した。。 、 、 。 、 、
再発防止の観点から、その原因を究明し、 再発防止の観点から、その原因を究明し、 ロ 不正受給については、架空雇用など不正事実の実態把握や原因を究明の上、地
地方高齢法人及び都道府県労働局その他関 地方高齢法人及び都道府県労働局その他関 方高齢法人、地方労働局、その他関係機関等への情報提供を行い、再発防止の措
係機関に対して適切な情報提供を行う。 係機関に対して適切な情報提供を行う。 置を図った。

ハ 過年度に支給した架空雇用等の不正容疑が認められた２件（ 継続雇用定着促進「
」） 、 、 、助成金 について 地方高齢法人を通じ 職業安定機関への関係資料閲覧・照会

及び事業所立入調査時の地方労働局の随行等の協力を得て、２件２，４００，０
００円の支給決定取消し、返還通知を発出した （１件は暴力団による組織ぐるみ。
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の悪質な不正で警察に告発し、逮捕後に全額返還、１件は分割返還中 （別紙。）
資料 ( ) ）2-4- 2 -2
ニ 継続雇用定着促進助成金 については 支給申請の手引に 不支給要件の 労「 」 、 、 「
働保険料の２年を超える滞納 「３年前から申請日までの間における不正受給」」、

、 、 。について明記するなどし 不適正支給防止の項目を掲載の上 事業主に周知した
ホ 「高年齢者等共同就業機会創出助成金」については、審査・点検上の各種取扱
いについて精査、見直しを行い、地方高齢法人における事前相談、申請の受理・
点検、事業所確認から機構における審査・決定までの一貫した審査による適正な
支給業務に努めた。
ヘ 高齢者助成部内の連携を強化し、書類審査及び支給決定の審査の段階において
の不適正支給の早期発見、早期処理に努めた。

③ 機構及び地方高齢法人は、厚生労働省又 ③ 機構及び地方高齢法人と厚生労働省又は都道府県労働局等その他関係機関との定③ 機構及び地方高齢法人は、厚生労働省又
は都道府県労働局等その他関係機関との間 期的な情報交換会の実施は都道府県労働局等その他関係機関との間
において、支給業務の問題点等に対する情 イ 機構においては、給付金制度改正の都度、厚生労働省と定期的に打ち合わせをにおいて、支給業務の問題点等に対する情
報交換等を定期的に行う体制を確立し、適 行った。また、地方高齢法人とは、給付金業務担当者全国会議（１１月）におい報交換等を定期的に行い、適切な支給業務
切な支給業務の実施を図る。 て審査方法等の情報交換を実施した。の実施を図る。

ロ 地方高齢法人は、概ね四半期ごとに地方労働局並びに関係機関との定期的な連
絡会議において情報交換を実施した。
ハ 平成１６年１月末から２月に、地方高齢法人の１４協会に対して、支給事業所
の確認並びに支給業務担当者に対して事務指導を実施した。

評価の視点 自己評定 Ｂ 評定 Ｂ

〇各種給付金支給業務に関して その政策目的に則り （理由及び特記事項） （理由及び特記事項）、 、
適正かつ効率的な運営が図られているか。 ・計画通り進んでいる。

・自己評定「Ｂ」のどこがＢであるかの説明が十分でない。
・利用者の利便性に立ったホームページ等での情報提 ・平成１６年４月１日付けで予定されていた制度改正、支給要領改正
供がなされているか。提供する情報に変更があった について、施行日後７日以内にホームページで公開し、事業主等に
場合、７日以内に修正しているか。 情報提供できるよう準備を進めた。また、従来の審査実績を踏まえ

誤りの多い申請事項に解説を加えるなど理解しやすい記述とした。

・ 高年齢者等共同就業機会創出助成金」について、新 ・ 高年齢者等共同就業機会創出助成金」について、主要新聞広告等「 「
聞広告等を活用した周知広報がなされているか。 を活用して事業主等に周知広報を行った。

・利用者の利便性に立ったわかりやすいパンフレット ・制度改正等について、事業主等にチラシ等により事前に周知を図っ
や手引等が作成されているか。 た。また、リーフレット及び支給申請の手引きの改訂について、事

業主等に制度の正しい理解が得られるよう、誤りの多い申請事項に
解説を加えるなど、理解しやすい記述に配意して作成した。

・地方高齢法人や職業安定機関において配布を行った ・各種給付金パンフレット等については地方高齢法人や職業安定機関
か を介して事業主等に配布し、周知・広報に積極的に取り組んだ。

・地方高齢法人と密接な連携が図られているか。 ・地方高齢法人等と支給要件に関する照会、事業主との対応等密接な
連携を図った。

・不正受給防止を図るため情報収集及び実態調査等の ・不正受給防止のため、支給申請の手引きに、不支給要件について明
措置を講じているか。不正受給が発生した場合は、 記するなど不適正支給防止の項目を掲載し、事業主に周知した。ま
原因を究明した上で、再発防止策に取り組んでいる た、事業所訪問による実地調査や情報収集活動などの取り組みを講
か。 じた。

・不正受給事案２件について実態把握や原因究明をした上で、関係機
関への情報提供を行い再発防止策を講じた。

・各種給付金について、都道府県労働局等その他関係 ・制度改正の都度、厚生労働省と定期的な打ち合わせを行い、また、
機関との間において、支給業務の問題点等に対する 地方高齢法人と全国会議において審査方法等の情報交換を行い、密
情報交換等を定期的に行い、適切な支給業務の実施 接な連携を図るとともに、申請の受理、審査等について一貫した審
が図られているか。 査による適正な支給業務を実施した。
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート( )4

中期目標 中期計画 平成１５年度計画 平成１５年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する
業務の質の向上に関する事項 業務の質の向上に関する目標を達成するた 業務の質の向上に関する目標を達成するた ためとるべき措置

めとるべき措置 めとるべき措置

５ 高年齢者等の雇用に関する技術的事項につ ５ 高年齢者等の雇用に関する技術的事項につ ５ 高年齢者等の雇用に関する技術的事項につ ５ 高年齢者等の雇用に関する技術的事項について、事業主その他の関係者に対して相
いて、事業主その他の関係者に対して相談そ いて、事業主その他の関係者に対して相談そ いて、事業主その他の関係者に対して相談そ 談その他の援助を行うことに関する事項
の他の援助を行うことに関する事項 の他の援助を行うことに関する事項 の他の援助を行うことに関する事項
高年齢者等の安定した雇用の確保、雇用 高年齢者雇用確保措置に関する事業主の 高年齢者雇用確保措置に関する事業主の
管理改善、再就職援助措置等の実施、高年 自主的な取組、高年齢者等の雇用管理の改 自主的な取組、高年齢者等の雇用管理の改
齢者等の多様な就業ニーズに応じた就業機 善、再就職援助措置等の実施、高年齢者等 善、再就職援助措置等の実施、高年齢者等
会の確保を図るために、職業安定機関と連 の職業の安定を図るための多様な就業機会 の職業の安定を図るための多様な就業機会
携しつつ、事業主等に対して必要な支援を の確保に関して、事業主等に対する支援を の確保に関して、職業安定機関と十分に連
実施すること。 職業安定機関と十分に連携しつつ、効果的 携しつつ、事業主等に対する相談・援助、

に実施する。 各種講習、調査研究、啓発広報活動等を効
果的に実施する。

( ) 高年齢者雇用アドバイザー等による相談・ (1) 高年齢者雇用アドバイザー等による相談・ (1) 高年齢者雇用アドバイザー等による相談・ (1) 高年齢者雇用アドバイザー等による相談・援助等の実施1
援助等の実施 援助等の実施 援助等の実施
６５歳までの安定した雇用の確保、高年齢 高年齢者雇用確保措置、高年齢者等の雇用 定年の引上げ、継続雇用制度の導入又は雇

者等の雇用管理改善及び再就職援助措置等の 管理改善、再就職援助措置等の実施について 用管理改善、再就職援助計画の作成等に取り
効果的な実施に資するため、高年齢者雇用ア は、定年の引上げ、継続雇用制度の導入又は 組もうとする又は取り組む必要がある事業主
ドバイザー等を活用して、執行の効率化を図 雇用管理改善、再就職援助計画の作成等に取 に対し、高年齢者雇用アドバイザー等による
りつつ、毎年度延べ３０，０００件（※）の り組もうとする又は取り組む必要がある事業 相談・援助を実施する。
事業主等に対する高年齢者等の雇用の技術的 主に対し、高年齢者雇用アドバイザー等によ
問題全般に関する相談・援助を行い、実施後 る相談・援助を実施する。
はアンケート調査を実施し、雇用管理の改善
を進める上で効果があった旨の評価を概ね７ ① 事業主の取組を促進する際に課題となる ① 高年齢者雇用確保措置及び高年齢者等の ① 高年齢者雇用アドバイザーによる相談・援助の実施

。０％以上得られるようにすること。 賃金・退職金制度、人事管理制度等の見直 雇用管理改善については、事業主の取組を イ 高年齢者雇用確保措置の実施に向けた条件整備のための相談・援助を実施した
また、高年齢者雇用アドバイザー等の業務 し等について、高年齢者雇用アドバイザー 促進する際に課題となる賃金・退職金制 平成１５年度下期の相談・援助件数は、１５，５６０件（企画立案１１１件を含

については、質の向上を図ること。 が、事業主等に対して、ニーズの把握に努 度、人事管理制度等の見直し等について、 む ）であった。。
（※参考：１４年度実績延べ２８，５９０件） めつつ、適切な訪問計画を作成し、毎年度 高年齢者雇用アドバイザーが、事業主等に

延べ３０，０００件（※）の訪問による相 対して、１５，０００件の訪問による相談 ロ 利用事業主に対するアンケート調査（別紙 資料2-5-(1)-1）
談・援助を計画的かつきめ細かく実施する ・援助を計画的かつきめ細かく実施する。 北海道から愛知県までの２３地方高齢法人において、平成１６年１月１９日～
とともに、高年齢者の継続雇用に当たって また、高年齢者の継続雇用に当たっての ２月１８日までの１ヵ月間に高年齢者雇用アドバイザーが個別訪問した１，５９
の条件整備に関する具体的な解決案を提案 条件整備に関する具体的な解決案を提案す １社のうち、アンケート調査に協力を得られた１，５２５社を対象に実施した。
するなど企画立案の援助を積極的に実施す るなど企画立案の援助を積極的に実施す ・有効回答は９２２社 回収率６０ ５％ であり うち 効果があった ど（ ． ） 、 、「 」「
る。実施後は、利用事業主等に対してアン る。 ちらかといえば効果があった」との評価は、８５．５％であった。
ケート調査を実施し、有効回答のうち概ね 相談・援助実施後は、利用事業主等に対 ・効果がなかった旨回答した事業主の自由記述では 「経営状況が悪く余裕がな、
７０％以上の利用事業主等から雇用管理の してアンケート調査を実施し、有効回答の い 「既に継続雇用を（運用で）実施している 「親会社の決定待ち」といっ」 」
改善を進める上で効果があった旨の評価が うち概ね７０％以上の利用事業主等から雇 た意見があった。
得られるよう質の向上を図る。 用管理の改善を進める上で効果があった旨
※参考：１４年度実績延べ２８ ５９０件 の評価が得られるよう質の向上を図る。こ（ ， ）

のため、効果がなかった旨の評価に対して
は、自由回答欄の記載によりその原因等を
把握する等により、より利用者の満足が得
られる内容となるよう随時見直しを図る。

② 高年齢者雇用アドバイザーが持っている ② 高年齢者雇用アドバイザーが持っている ② 企業診断システムを活用した相談・援助活動の実施
企業診断ノウハウを補完するために開発さ 企業診断ノウハウを補完するために開発さ イ 平成１５年度下期の活用実績は、５９８件であった （別紙 資料2-5-(1)-2）。
れた企業診断システムを利用して、訪問先 れた企業診断システムを利用して、訪問先 企業診断システムはCD-ROM版化により運用改善を図り、また、平成１５年度下期
企業内の高齢化の現状と経営者の考え方、 企業内の高齢化の現状と経営者の考え方、 には雇用管理診断システムの運用を開始した。
継続雇用制度の制度化へ向けた企業での実 継続雇用制度の制度化へ向けた企業での実
態や課題等を把握することにより、相談・ 態や課題等を把握することにより、相談・ ロ 企業診断システムの効果的な展開を図るため、システム研修の実施、及びシス
援助活動を効果的に実施する。このため、 援助活動を効果的に実施する。このため、 テムを活用した好事例の収集を行った。
本システムの活用実績について毎年度１， 本システムの活用実績について７５０回を
５００回（※）を目指し、積極的な運用を 目指し、積極的な運用を図る。
図る。
（※参考：１４年度実績１，３３５回）

③ 高年齢者雇用アドバイザーのより一層の ③ 高年齢者雇用アドバイザーのより一層の ③ 高年齢者雇用アドバイザー業務の活性化のための取り組み
質の向上を図るため、活動実態の把握及び 質の向上を図るため、活動実態の把握と事 高年齢者雇用アドバイザーの質の向上を図るため、定例報告による活動実態の把
整理を行い、事業主の取組を促進する際に 例検討会を行うとともに、継続雇用制度導 握を行い、また、ブロック別経験交流会による事例検討を行った （別紙 資料2-5-。
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課題となる賃金・退職金制度、人事管理制 入企業等における人事管理制度等を中心と (1)-3）
度等の見直し等を実施している企業の好事 する事例を収集･整理し、事例集等を作成す また、高年齢者雇用アドバイザー活動の利便性の視点から、業種・規模等に配慮
例の提供や事例検討会等を実施するなど業 るなどにより、業務の活性化を図る。 した事例を収集し整理を行った。
務の活性化を図るための具体的方策を講ず
る。

④ 再就職援助措置については、周知・啓発 ④ 再就職援助措置については、周知・啓発 ④ 再就職支援コンサルタントによる相談・援助
を図るほか、その実施に係る相談・援助を を図るほか、再就職支援コンサルタントに イ 再就職援助計画の作成方法や再就職援助措置の実施方法についての相談・援助
計画的に実施し事業所訪問等による相談・ よる相談・援助を計画的に実施し、事業所 を平成１５年度下期は２，３８６件実施した。
援助を毎年度４ ３００件 ※ 行う また 訪問等による相談・援助を２，１５０件行（ ） 。 、
相談・援助実施後は、利用事業主等に対し う。実施後は、利用事業主等に対してアン ロ 利用事業主に対するアンケート調査（別紙 資料2-5-(1)-4）
てアンケート調査を実施し、有効回答のう ケート調査を実施し、有効回答のうち概ね 北海道から愛知県までの２３地方高齢法人において、平成１６年１月１９日～
ち概ね７０％以上の利用事業主等から再就 ７０％以上の利用事業主等から再就職援助 ２月１８日までの１ヵ月間に再就職支援コンサルタントが個別訪問した３３８社
職援助措置を進める上で効果があった旨の 措置を進める上で効果があった旨の評価が のうち、協力を得られた２７６社を対象にアンケート調査を実施した。
評価が得られるよう質の向上を図る。 得られるよう質の向上を図る。このため、 ・有効回答は、１８８社（回収率６８．１％）であり、うち 「効果があった」、
（※参考：１４年度実績３，９０４件） 効果がなかった旨の評価に対しては、自由 又は「どちらかといえば効果があった」との評価は８７．８％であった。

回答欄の記載によりその原因等を把握する ・自由記述欄では「再就職援助方法に関する支援 「退職予定者に対するセミナ」
等により、より利用者の満足が得られる内 ー等による支援 「他社事例の提供」を希望する意見があった。」
容となるよう随時見直しを図る。

ハ 事業主が取り組むべき再就職援助措置の内容を例示的に取りまとめたマニュア
ルを作成し、具体的な相談・援助の実施を指導した。

⑤ 相談・援助活動から得られた事例等情報 ⑤ 再就職措置の実施に係る相談･援助の質的 ⑤ 再就職援助措置に係る相談・援助の質の向上に向けた取組み
や再就職の支援などを実施している企業等 向上等を図るため、事業主による再就職援 業種・規模等に配慮しつつ、収集した事例の整理を行い、併せて「再就職支援コ
の事例を積極的に収集・整理し、再就職支 助措置に取り組む事例を収集・整理し、事 ンサルタント活動マニュアル」を作成した （別紙 資料2-5-(1)-5）。
援の業務に資する。 例集等を作成する。

⑥ 社会の変化や事業主の経営環境の状態等 ⑥ 社会の変化や事業主の経営環境の状態等 ⑥ 高年齢者雇用アドバイザー等に対する実務研修等
に対応した相談・援助の技術の向上を図る に対応した相談・援助の技術の向上を図る 高年齢者雇用アドバイザーの質の向上を図るため 「効果的アドバイザー活動の、
ため、高年齢者雇用アドバイザー等に対す ため、高年齢者雇用アドバイザー等に対す ための手引き に基づく提案型活動の実施に資する内容の実務研修を実施した 別」 。（
る実務研修等を実施する。 る実務研修等を実施する。 紙 資料2-5-(1)-6）

( ) 高年齢者等の雇用に関する各種講習等の実 (2) 高年齢者等の雇用に関する各種講習等の実 (2) 高年齢者等の雇用に関する各種講習等の実 (2) 高年齢者等の雇用に関する各種講習等の実施2
施 施 施 高年齢者等の雇用に関する各種講習等は、合計３２７回（高年齢者雇用管理研修
高年齢者等の雇用問題についての認識と理 事業主、企業における高年齢者等の雇用の 事業主等の高年齢者等の雇用に関する理解 ７５回、高年齢者雇用推進者講習１７９回、職場活性化研修７３回）実施した。
解を深めるため、事業主等に対して、高年齢 実務担当者等に対し、そのニーズの把握に努 と認識を高めるため、そのニーズの把握に努
者雇用確保措置 高年齢者等の雇用管理改善 めつつ、高年齢者等の雇用に関して以下の講 めつつ、以下の講習等を合計３２０回以上実、 、
再就職援助措置の実施等高年齢者等の雇用に 習等を毎年度合計６４０回以上（※）実施す 施する。
関する講習等を実施すること。 る。 あわせて、中高年従業員研修に必要な助言

（※参考：１４年度実績３３４回） ・指導その他の援助を行う。
あわせて、中高年従業員研修に必要な助言

・指導その他の援助を行う。

① 企業経営者・事業主団体役員等を対象と ① 企業経営者・事業主団体役員等を対象と ① 企業経営者・事業主団体役員等を対象とした研修（高年齢者雇用管理研修）
した研修 した研修 イ テーマは、高齢者雇用の動向・課題、高齢者雇用施策、助成制度、賃金・退職
企業の経営者層等に高齢化の進展とその 企業の経営者層等を対象に、高齢化の進 金・人事管理制度の整備、能力開発、健康管理、職場改善等の中から設定、実施

対策高年齢者等の雇用創出の重要性企業と 展とその対策、高年齢者等の雇用創出の重 した。
しての責務等について理解と認識を深めて 要性、企業としての責務等について理解と
もらうとともに、職場環境及び雇用管理の 認識を深めるとともに、職場環境及び雇用 ロ 受講者数 ６，０４９人
改善に関する専門的な知識を深めてもらう 管理の改善に関する専門的な知識を深める
ため 高年齢者雇用管理研修 を実施する 「高年齢者雇用管理研修」を実施する。 ハ アンケート調査（別紙 資料2-5-(2)-1）「 」 。

・平成１６年１月から２月までの期間に研修を受講した１，３９０名を対象に
実施した。有効回答１，０５８名（回収率７６．１％）のうち９５．８％の
利用者から「理解が深まり有用だった 「どちらかといえば有用だった」旨の」
回答を得た。

、「 、・アンケートの自由記述においては 法改正の趣旨等もっと他の話が聞きたい
具体的な話が聞きたい」等の意見が出された。

② 高年齢者雇用推進者を対象とした講習 ② 高年齢者雇用推進者を対象とした講習 ② 高年齢者雇用推進者を対象とした講習
各事業所において選任された「高年齢者 各事業所において選任された「高年齢者 イ 高年齢者雇用推進者講習は、高年齢者雇用管理研修に準じたテーマの中から、

雇用推進者」を対象に、高年齢者等の雇用 雇用推進者」を対象に、高年齢者等の雇用 高齢者雇用等に実際に取り組んでいる企業の好事例や実務的な知識の習得に資す
の好事例、地域別・産業別等の取組の実態 の好事例、地域別・産業別等の取組の実態 るようテーマ設定を行い実施した。
などの情報提供及び意見交換等を行うこと などの情報提供及び意見交換等を行う「高
を目的に「高年齢者雇用推進者講習」を実 年齢者雇用推進者講習」を実施する。 ロ 受講者８，２２７名



9

施する。
ハ アンケート調査（別紙 資料2-5-(2)-2）
・平成１６年１月から２月までの期間に講習を受講した２，３２３名を対象に
実施した。有効回答１，６２７名（回収率７０．０％）のうち９４．８％の
利用者から「理解が深まり有用だった 「どちらかといえば有用だった」旨の」
回答を得た。
・アンケートの自由記述において「６５歳継続雇用の答申内容等もっと他の話
が聞きたい、具体的事例を取り上げてほしい」等の意見が出された。

③ 継続雇用制度の導入・検討が進んでいな ③ 継続雇用制度の導入・検討が進んでいな ③ 職場活性化研修
い企業及び既に導入しているが、運用等に い企業及び既に導入しているが、運用等に イ 職場管理者及び中高年従業員を対象として、継続雇用に向けた意識改革・能力
おいて種々の問題を抱えている企業に対し おいて種々の問題を抱えている企業に対し 向上のための研修を実施した （平成１５年度の新規業務）。
て、高年齢者雇用アドバイザーが講師とな て、高年齢者雇用アドバイザーが講師とな
り、当該企業の職場管理者の能力向上及び り、当該企業の職場管理者の能力向上及び ロ 受講者数１，４３２名
意識改革、中高年従業員の自己啓発促進等 意識改革、中高年従業員の自己啓発促進等
による職務遂行能力の向上を図る研修（継 による職務遂行能力の向上を図る職場活性 ハ アンケート調査（別紙 資料2-5-(2)-3）
続雇用制度導入のための職場活性化研修） 化研修を実施する。 ・平成１６年１月から２月までの期間に研修を受講した４９８名を対象に実施
を実施する。 上記の講習等については、終了後、参加 した。有効回答４８６名（回収率９７．６％）うち ９７．３％の対象者か
上記の講習等については、終了後、参加 者にアンケート調査を実施し、有効回答の ら「理解が深まり有用だった 「どちらかといえば有用だった」旨の評価を得」

者にアンケート調査を実施し、有効回答の うち概ね８０％以上の参加者から高年齢者 た。
うち概ね８０％以上の参加者から高年齢者 等の雇用を進める上で有用であった旨の評 ・アンケートの自由記述において「内容が難しすぎた 「講義内容と職場のギャ」
等の雇用を進める上で有用であった旨の評 価が得られるよう質の向上を図る。このた ップがある」等の意見があった。
価が得られるよう質の向上を図る。 め、有用でなかった旨の評価に対しては、 ・また、この研修を実施した企業から「目的を十分達成した 「グループ討議。」

自由回答欄の記載によりその原因等を把握 や改善計画の発表などから職場の活性化が目に見えた 「管理職としての自。」
する等により、より参加者の満足が得られ 覚が進んだ様子がうかがえる 」等の高い評価を得た。。
る内容となるよう随時見直しを図る。

ニ 平成１５年度の新規業務であることから、高年齢者雇用アドバイザーが事業主
に対する相談助言活動の中で周知することをはじめ、地方高齢法人においては、
ホームページや広報誌への掲載等、周知広報に重点的に取り組んだ。

評価の視点 自己評定 Ｂ 評定 Ｂ

○高年齢者等の安定した雇用の確保、雇用管理改善、 （理由及び特記事項） （理由及び特記事項）
再就職援助措置等の実施、高年齢者等の多様な就業 ・この分野の主要業務であるアドバイザー業務の達成状況を評価する。
ニーズに応じた就業機会の確保に関して、事業主に ・目標には到達していると評価するが、大幅なものではない。計画を下回る「企業診断システム」については
対する支援を職業安定機関と十分に連携しつつ実施 工夫を要する。
しているか。 ・企業診断システムの運用については、目標値を下回っているが、その他はおおむね目標値を達成しているこ
・事業主のニーズに即して、計画的な訪問相談を実施 ・65歳までの安定した雇用の確保のため、高年齢者雇用アドバイザー とを評価する （数値目標がたくさんある中で、１つを除いて目標値は達成されている）。
しているか。 及び再就職支援コンサルタントによる相談・援助を計画に基づき実

施した。

・１５，０００件の訪問による相談・援助が達成され ・高年齢者雇用アドバイザーによる相談・援助を１５，５６０件実施
ているか。また、有効回答のうち概ね７０％以上の した。アンケート調査結果については有効回答のうち 「効果があ、
訪問先企業から雇用管理の改善を進める上で効果が った 「どちらかといえば効果があった」との評価は、８５．５％」
あった旨の評価を得られたか。 であった。

・また、アンケート調査において提出された意見を適 ・高年齢者雇用アドバイザー活動に関するアンケート調査の自由記述
宜取り入れ、又は意見を参考として、適宜改善策に 欄について、地方高齢法人にフィードバックして今後のアドバイザ
ついて検討しているか。 ー活動に活かすよう指導した。

・７５０回の活用実績が達成されているか。企業のニ ・企業診断システムの活用実績は５９８件であった。また、システム
ーズに応じて、企業診断システムを効果的に活用し の効果的な活用を図るため、研修及び好事例の収集を行った。
ているか。

・企業事例について、高年齢者雇用アドバイザーの業 ・高年齢者雇用アドバイザー活動の利便性の視点から業種・規模等に
務に資するため、適切に整理されているか。 配慮した事例を収集・整理を行い、その活用を図った。

・２，１５０件の事業所訪問等による相談・援助が達 ・再就職支援コンサルタントによる相談・援助を２，３８６件実施し
成されているか。また、有効回答のうち概ね７０％ た。アンケート調査結果については有効回答のうち 「効果があっ、
以上の訪問先企業から再就職援助措置を進める上で た」又は「どちらかといえば効果があった」との評価は８７．８％
効果があった旨の評価を得られたか。 であった。

・また、アンケート調査において提出された意見を適 ・再就職支援コンサルタント活動に関するアンケート調査の自由記述
宜取り入れ、又は意見を参考として、適宜改善策に 欄について、地方高齢法人にフィードバックして今後のコンサルタ
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ついて検討しているか。 ント活動に活かすよう指導した。

・企業事例について、再就職支援コンサルタントの業 ・コンサルタント活動の利便性の視点から業種・規模等に配慮した事
務に資するため、適切に整理されているか。 例を収集・整理し、その活用を図った。

・外部評価では 「特に高年齢者雇用アドバイザーの専門性を活かし、
た地道な支援が、政策目標である高年齢者雇用確保措置に資するも
のであり、今後とも活動に期待する」との意見、また、各種講習等
では、新しい事業である職場活性化研修が 「職場活性」の観点を、
取り入れて実施していることに期待が寄せられた。

・高年齢者雇用アドバイザー等に対する実務研修等が ・職業安定機関との役割分担を明確化し、高年齢者雇用確保措置の実
適切に実施されているか。 施を阻害する個別課題の解決に向けた企業実態に即した具体的な改

善案を提案する活動を重点的に実施した。また、提案型業務を推進
するため 「効果的アドバイザー活動のための手引き」を作成し実、
務研修を実施した。

・各種講習等について、合計３２０回以上開催してい ・高年齢者等の雇用に関する各種講習等は、合計３２７回（高年齢者
るか。 雇用管理研修７５回、高年齢者雇用推進者講習１７９回、職場活性

化研修７３回）実施した。

・企業の経営者等に対し、高齢者の雇用の創出の重要 ・企業の経営者等に対する研修の実施に際しては、各地方の実情、受
性等について認識が深まるような研修が行われてい 講者の傾向等を勘案し、効果的なテーマ設定に留意して実施に努め
るか。 た。

・企業の高年齢者雇用推進者に対し、情報提供及び意 ・高年齢者雇用推進者講習は、高年齢者雇用推進者の役割、ニーズを
見交換等を行う講習が行われているか。 踏まえ、実務的な知識の習得に留意して実施した。

・継続雇用制度の導入・検討が進んでいない企業及び ・継続雇用制度の導入・検討が進んでいない企業等に対して、企業ニ
既に導入しているが、運用等において種々の問題を ーズに沿った職場活性化研修を実施した。
抱えている企業に対して、職場活性化研修が実施さ
れているか。

・各種講習等について有効回答のうち概ね８０％以上 ・アンケート調査については、有効回答のうち「理解が深まり有用だ
の参加者から有用であった旨の評価を得られたか。 った 「どちらかといえば有用だった」との評価は高年齢者雇用管」

理研修が９５．８％、高年齢者雇用推進者講習が９４．８％、職場
活性化研修が９７．３％であった。

・また、アンケート調査において提出された意見を適 ・アンケート調査において提出された意見を踏まえて、法改正の趣旨
宜取り入れ、又は意見を参考として、適宜改善策に を徹底するための講習等を実施するとともに、地方高齢法人にフィ
ついて検討しているか。 ードバックして今後の研修企画に活かすよう指導した。
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート(５)

中期目標 中期計画 平成１５年度計画 平成１５年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する
業務の質の向上に関する事項 業務の質の向上に関する目標を達成するた 業務の質の向上に関する目標を達成するた ためとるべき措置

めとるべき措置 めとるべき措置

５ 高年齢者等の雇用に関する技術的事項につ ５ 高年齢者等の雇用に関する技術的事項につ ５ 高年齢者等の雇用に関する技術的事項につ ５ 高年齢者等の雇用に関する技術的事項について、事業主その他の関係者に対して相
いて、事業主その他の関係者に対して相談そ いて、事業主その他の関係者に対して相談そ いて、事業主その他の関係者に対して相談そ 談その他の援助を行うことに関する事項
の他の援助を行うことに関する事項 の他の援助を行うことに関する事項 の他の援助を行うことに関する事項
高年齢者等の安定した雇用の確保、雇用 高年齢者雇用確保措置に関する事業主の 高年齢者雇用確保措置に関する事業主の
管理改善、再就職援助措置等の実施、高年 自主的な取組、高年齢者等の雇用管理の改 自主的な取組、高年齢者等の雇用管理の改
齢者等の多様な就業ニーズに応じた就業機 善、再就職援助措置等の実施、高年齢者等 善、再就職援助措置等の実施、高年齢者等
会の確保を図るために、職業安定機関と連 の職業の安定を図るための多様な就業機会 の職業の安定を図るための多様な就業機会
携しつつ、事業主等に対して必要な支援を の確保に関して、事業主等に対する支援を の確保に関して、職業安定機関と十分に連
実施すること。 職業安定機関と十分に連携しつつ、効果的 携しつつ、事業主等に対する相談・援助、

に実施する。 各種講習、調査研究、啓発広報活動等を効
果的に実施する。

( ) 調査研究の実施 ( ) 調査研究の実施 ( ) 調査研究の実施 ( ) 調査研究の実施3 3 3 3
高年齢者等の雇用管理改善、相談・援助の 高年齢者等の雇用問題に関する施策の効率 高年齢者等の雇用に関する相談その他の援
ための手法の開発等に関する調査研究を行う 的かつ効果的な実施に資するため、高年齢者 助業務を効果的かつ効率的に実施するために

。ほか、先進的な事例に取り組む事業主等と共 雇用確保措置及び高年齢者等の雇用に関する 必要となる調査研究を実施する
同研究を実施する。また、高年齢者等の雇用 必要な調査研究を実施する。
の促進のために解決すべき課題について事例
の収集・提供、支援を行う。また、調査研究 ① 実践的調査研究の実施 ① 実践的調査研究の実施 ① 実践的調査研究の実施
等の成果については、事業主等に対し広く情 高年齢者等の雇用に関する調査研究、事 「高齢者雇用促進のための対事業主支援 イ 平成１５年度は 「高齢者雇用促進のための対事業主支援策のあり方に関する検、
報提供して有効活用を図るとともに、成果を 業主支援手法の開発等を実施し、機構の事 策のあり方に関する検討 「アドバイザー活 討 及び アドバイザー活動ツールに関する検討 の２テーマに取り組んだ 別」 」、 「 」 。（
できる限り波及させること 業の効果的、効率的な運営に資する。 動ツールの見直しのための検討」をテーマ 紙 資料 ( ) ）2-5- 3 -1

とした調査研究を実施し、その研究成果を ・｢高齢者雇用促進のための対事業主支援策のあり方に関する検討委員会」にお
相談･援助業務等に活用する。 ける検討と高年齢者雇用アドバイザー活動の実態把握に基づき、体系的に整

理を行い､「効果的アドバイザー活動の手引き」を作成した。
・ 職場活性化研修ニーズ把握システム開発委員会」においては 「職場管理行「 、
動特性把握システム 「継続雇用要件把握システム 、及び「生涯現役要件把」、 」
握システム」の３システムから構成する「職場活性化研修ニーズ把握システ
ム」を開発した。これについては、 上で活用できるシステムとした。Web

ロ 平成１６年２月２４日、２５日に 「効果的アドバイザー活動の手引き」を教材、
として、高年齢者雇用アドバイザーを対象に「特別研修」を実施した。

ハ 高年齢者雇用アドバイザー活動を「継続雇用阻害要因を解決するための各企業
の実情に即した具体的な提案を中心とする相談援助活動」とし、効果的なアドバ
イザー活動マニュアルの作成に資するよう努めた。

ニ 「職場活性化研修ニーズ把握システム」は、 上での活用を想定し、操作性Web
の重視と理解しやすいイメージを中心とした結果の提供を念頭においた。

② 共同研究等の実施 ② 共同研究等の実施 ② 共同研究等の実施
高年齢者雇用確保措置及び高年齢者等の 高年齢者等の雇用確保のための条件整備 イ 共同研究は１６件について実施し、高年齢者ワークシェアリングは高年齢者ワ

雇用に関する情報及び資料の収集等業務の に必要な調査研究を行おうとしている事業 ークシェアリング推進委員会を設置し、ワークシェアリング等導入支援企業の選
一環として、高年齢者等の雇用確保のため 主等と共同して 職務再設計 人事･賃金 定及び支援を行い、併せてワークシェアリング事例を収集・整理した。(別紙 資、「 」「 」
の条件整備に必要な調査研究を行おうとし 「能力開発 「健康管理」をテーマとした共 料 ( ) ）」 2-5- 3 -2
ている事業主等との共同研究を毎年度１０ 同研究を１０件以上実施する。
件以上（※）実施する。また、ワークシェ また、ワークシェアリングの導入等多様 ロ 研究成果の普及・広報のため、平成１４年度共同研究年報を作成し、地方高齢
アリングの導入等多様な就業形態の開発等 な就業形態の開発等により、高年齢者等の 法人、経営者団体、研究機関等に配布した （別紙 資料 ( ) ）。 2-5- 3 -3
により、高年齢者等の雇用を推進していく 雇用に取り組む先進企業について事例の収
先進企業の事例の収集・提供及び支援を行 集・提供を行うとともに、先進企業の取組 ハ 共同研究の普及を図るため「職場改善ノウハウデータベース（蓄積データ５０
う。さらに、これら研究成果の活用、実用 を支援する。 ８事例（平成１５年度末現在 「職場改善チェックシステム 「作業負担評価シ））」 」

」 、 （ ，化を促進するため、その成果を取りまとめ これら研究成果の活用、実用化を促進す ステム を構築し 上での一般の利用に供した 平成１５年度アクセス数９Web
た後は、冊子等を作成し、関係機関に配布 るため、その成果を取りまとめた後は、冊 ９０４件 。なお、平成１５年度は、平成１４年度に実施した１１事業所の共同研）
するほか、常に情報の抽出・整理ができる 子等を作成し、関係機関に配布するほか、 究成果（改善事例３７事例）をデータベースとしてホームページで公開した。
ようデータベースを構築し、当該情報を蓄 データベースを構築し、当該情報を蓄積・
積・管理した上で、事業主等が有効に活用 管理した上で、ホームページで速やかに公 二 高齢者雇用フェスタ（平成１５年１０月）で開催した高齢者雇用開発フォーラ
できるようホームページで速やかに公開す 開する。 ムにおいて共同研究２事例の発表を含めた企業レーポート及びトークセッション
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る。 を実施した。また、各都道府県における高齢者雇用フェスタにおいて当該地域に
（※参考：１４年度実績１１件） おける共同研究事例の発表等により普及、啓発を図った。

ホ 共同研究の拡充を図るため、地域、研究テーマ等を勘案し新たな外部研究者を
発掘し、外部研究者データベースに登録した。
・これまで実績の少ない地域での共同研究の実施に向け、重点的に広報活動実
施した。

③ 産業別高齢者雇用推進事業の実施 ③ 産業別高齢者雇用推進事業の実施 ③ 産業別高齢者雇用推進事業の実施
」 」 「 」「 」「 」「 」 「 」学識経験者、産業団体代表者等を委員と 「電気機械器具製造業 「紡績業 「旅行 イ 電気機械器具製造業 紡績業 旅行業 農業 及び ビルメンテナンス業

する産業別の懇談会を毎年度新規に５産業 業 「農業」及び「ビルメンテナンス業」の の５産業団体について、産業別の懇談会を開催し、高年齢者等の雇用促進のため」
団体程度（※）について開催し、高年齢者 ５産業団体について、学識経験者、産業団 に解決すべき課題等について検討を行った （別紙 資料 ( ) ）。 2-5- 3 -4
等の雇用促進のために解決すべき課題等に 体代表者等を委員とする産業別の懇談会を
ついて検討を行う。 開催し、高年齢者等の雇用促進のために解 ロ 「鉄鋼業 「旅館業 「情報サービス業 「老人福祉介護業 「砂利採取業」及び」 」 」 」
また、産業団体がその結果に基づき高年 決すべき課題等について検討を行う。 「包装資材卸売業」の６産業団体について委員会を開催し、産業団体が高年齢者

、 」 」 。齢者等の雇用をより一層促進するために必 また 「鉄鋼業 「旅館業 「情報サービス 等の雇用を促進するためのガイドラインを自主的に策定するよう支援を行った
要なガイドラインを自主的に策定すること 業 「老人福祉介護業 「砂利採取業」及び」 」
を支援する。 包装資材卸売業 の６産業団体について ハ ガイドラインのデータベースへの登録については、平成１４年度までの取り組「 」 、
さらに、その成果を取りまとめた後は、 懇談会において検討された結果に基づき、 み終了産業団体９産業団体について登録を行った。

冊子等を作成し 関係機関に配布するほか 高年齢者等の雇用を促進するためのガイド、 、
。常に情報の抽出・整理ができるようデータ ラインを自主的に策定することを支援する

ベースを構築し、当該情報を蓄積・管理し これら成果を取りまとめた後は、冊子等 ニ 産業別高齢者雇用推進事業については、高齢化の進展の現状に鑑み、本事業の
た上で、事業主等が有効に活用できるよう を作成し、関係機関に配布するほか、デー 取組産業団体数を３団体から平成１５年度は５団体に増やし取組を強化すること
ホームページで速やかに公開する。 タベースを構築し、当該情報を蓄積・管理 とした。
（※参考：１４年度実績３産業団体） した上で、ホームページで速やかに公開す ・ガイドラインの普及啓発のための「鉄鋼業 「情報サービス産業」は会員企業」

る。 への説明会を行い 「旅館業」はガイドラインパンフレットの会員企業等への、
配布を行った。

評価の視点 自己評定 Ｂ 評定 Ｂ

（理由及び特記事項） （理由及び特記事項）
・調査研究の成果を蓄積していくデータベースのグランドデザインを明確にすることが望まれる。

・各種事業の効率的推進の観点から、調査研究のテー ・実践的調査研究の実施において、より一層効果的なアドバイザー活 ・ 計画通り」と評価する。共同研究の成果に関しては、より一層の活用を期待する。「
マを設定しているか。研究成果は相談・援助業務等 動に資することを念頭に置き「効果的アドバイザー活動の手引き」 ・共同研究の件数が目標値を上回ることを期待する。
に活用されているか。 等を作成し、高年齢者雇用アドバイザーの積極的な活動につながる ・実践的調査研究のコンテンツと、これの具体的展開がどのようになされ、成果につながっていったのか。

よう努めた。 ・ 効果的アドバイザー活動の手引き」が、アドバイザーの活動にどのように使用され、企業の実践に結びつい「
ているのか。

・高年齢者等の雇用確保のための条件整備に必要な共 ・共同研究は１６件について実施した。 ・研究は行ったことに意味があるのではなく、成果の内容を評価すべきではないか。研究成果データベースへ
同研究を１０件（※）以上実施しているか。 のアクセス数など次回からどの程度「ｃｉｔｅ」されたかの評価をすべきであろう。
（※数値は平成１５年度を通じたもの ）。

・ワークシェアリング導入等の企業の事例の収集・提 ・ワークシェアリング導入等の企業事例を収集・整理した。
供を行っているか。

・研究成果のデータベースの構築、ホームページでの ・研究成果についてはデータベースを構築し 上で公開した。Web
情報提供がなされているか。

・共同研究は、企業と機構とが共同して高齢者の継続雇用のための条
件整備に係る実践的なテーマについて調査研究を行い、目標数より
実施本数を増やし、当事業の推進に取り組んだ。外部評価では、こ
の取組本数が目標を大幅に上回ったことに対し高い評価を得た。

・５産業団体（※）について、産業別の懇談会を開催 ・５産業団体について懇談会を開催し検討を行った。
し、高年齢者等の雇用促進のために解決すべき課題
等について検討を行っているか。

・６産業団体（※）がガイドラインを策定することに ・６産業団体についてガイドラインを自主的に策定するよう支援を行
ついて支援しているか。 った。

、 。・成果のデータベースの構築、ホームページでの情報 ・ガイドラインのデータベースへの登録を行い 上で公開したWeb
提供がなされているか。
（※数値は平成１５年度を通じたもの ）。
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート( )6

中期目標 中期計画 平成１５年度計画 平成１５年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する
業務の質の向上に関する事項 業務の質の向上に関する目標を達成するた 業務の質の向上に関する目標を達成するた ためとるべき措置

めとるべき措置 めとるべき措置

５ 高年齢者等の雇用に関する技術的事項につ ５ 高年齢者等の雇用に関する技術的事項につ ５ 高年齢者等の雇用に関する技術的事項につ ５ 高年齢者等の雇用に関する技術的事項について、事業主その他の関係者に対して相
いて、事業主その他の関係者に対して相談そ いて、事業主その他の関係者に対して相談そ いて、事業主その他の関係者に対して相談そ 談その他の援助を行うことに関する事項
の他の援助を行うことに関する事項 の他の援助を行うことに関する事項 の他の援助を行うことに関する事項
高年齢者等の安定した雇用の確保、雇用 高年齢者雇用確保措置に関する事業主の 高年齢者雇用確保措置に関する事業主の
管理改善、再就職援助措置等の実施、高年 自主的な取組、高年齢者等の雇用管理の改 自主的な取組、高年齢者等の雇用管理の改
齢者等の多様な就業ニーズに応じた就業機 善、再就職援助措置等の実施、高年齢者等 善、再就職援助措置等の実施、高年齢者等
会の確保を図るために、職業安定機関と連 の職業の安定を図るための多様な就業機会 の職業の安定を図るための多様な就業機会
携しつつ、事業主等に対して必要な支援を の確保に関して、事業主等に対する支援を の確保に関して、職業安定機関と十分に連
実施すること。 職業安定機関と十分に連携しつつ、効果的 携しつつ、事業主等に対する相談・援助、

に実施する。 各種講習、調査研究、啓発広報活動等を効
果的に実施する。

( ) 啓発広報活動等の実施 ( ) 啓発広報活動等の実施 (4) 啓発広報活動等の実施 (4) 啓発広報活動等の実施4 4
高年齢者等の雇用問題に関する情報の効率 高年齢者等の雇用について、事業主をはじ 高年齢者等の雇用について、事業主をはじ

的な活用と国民の理解の促進を図るため、高 め社会全体の意識を醸成するため、資料・情 め社会全体の意識を醸成するため、啓発広報
年齢者雇用確保措置及び高年齢者等の雇用に 報の収集やインターネットを活用した情報提 活動を効果的かつ積極的に展開する。
関する情報及び資料の収集を計画的かつ効果 供の実施、高年齢者雇用促進月間を中心とし
的に実施するとともに、事業主等に対する情 た各種行事の開催、定期刊行誌等の発行、新
報の提供については、利便性の観点からイン 聞・テレビ等マスメディアの活用等により、

。ターネット等の積極的活用を図り、各種行事 啓発広報活動を効果的かつ積極的に展開する
の開催、刊行誌の発行、マスメディア等の活
用により啓発広報活動を効果的かつ積極的に ① インターネット等を活用した情報提供の ① インターネット等を活用した情報提供の ① インターネット等を活用した情報提供の実施
展開すること。 実施 実施 イ 高齢事業ホームページへのアクセス件数は、４４６，７６４件であった （別紙。

事業主等に対する情報の提供については インターネット等の積極的な活用によ 資料 ( ) ）、 2-5- 4 -1
インターネット等の積極的活用を図り、情 り、事業主等の利便性に立った情報提供を
報の内容を充実させ、事業主等の利便性に 図るとともに、提供する情報の内容の充実 ロ 「職場改善システムデータベース 「職場改善チェックシステム 「作業負担」、 」、
立った情報提供を図るとともに、積極的な を図る。 評価システム」をホームページに公開し、高齢者雇用を行う事業主の利便を図っ
普及啓発を図る。 た。

ハ 研究成果等をホームページにおいて公開した。

② 高齢者雇用フェスタの実施 ② 高齢者雇用フェスタの実施 ② 高齢者雇用フェスタの実施
高年齢者雇用確保措置及び高年齢者等の 高年齢者等の雇用の重要性を広く社会に イ 平成１５年１０月６日（月）に東京ドームシティ・プリズムホールにおいて、

雇用の重要性を広く社会に浸透させ、高年 浸透させ、高年齢者等にとって働きやすい （財）高年齢者雇用開発協会 （社）東京都高年齢者雇用開発協会との共催、厚、
齢者等にとって働きやすい雇用環境にする 雇用環境にするために、１０月の高年齢者 生労働省、ＮＨＫの後援及び高齢社会ＮＧＯ連携協議会の協賛を得て実施した。
ために、企業等が創意工夫を行った改善の 雇用促進月間を中心として、企業等が創意 参加者は１，２１５名であった （別紙 資料 ( ) ）。 2-5- 4 -2
事例を発表する高年齢者雇用開発フォーラ 工夫を行った改善事例を発表する高年齢者
ム（シンポジウム・研究発表会 、高年齢者 雇用開発フォーラム、高年齢者雇用開発コ ロ 実施に際しては、高齢者の雇用と就業問題について 「高齢者雇用のノウハウ、） 、
雇用開発コンテスト入賞企業の表彰及び企 ンテスト入賞企業の表彰及び企業事例の紹 キャリア開発や再就職の情報や相談、あるいは地域社会の中での生きがい就労な

、 」 。 、業事例の紹介・展示等を行う「高齢者雇用 介・展示等を行う「高齢者雇用フェスタ」 ど 企業と高齢者個人にとって役に立つ情報を得られる広場 を設定した また
フェスタ」等を開催することにより、幅広 を開催する。その結果、アンケート調査に 当フェスタにおける「公開シンポジウム」はＮＨＫ「土曜フォーラム （１１月１」
く啓発広報活動を実施する。その結果、ア おける理解度が増加した参加者の割合を概 ５日）で「６５歳現役社会は実現できるか」として放映され、約１３０万世帯が
ンケート調査における理解度が増加した参 ね８０％以上とするよう質の向上を図る。 視聴した。
加者の割合を概ね８０％以上とするよう質 このため、理解の助けにならなかった旨の
の向上を図る。また、その普及啓発活動の 評価に対しては、自由回答欄の記載により ハ アンケート調査（別紙 資料 ( ) ）2-5- 4 -3

。在り方についても、アンケート等により広 その原因等を把握する等により、次年度に 当フェスタの公開シンポジウム出席者４００名に対してアンケートを実施した
く意見を求め、その内容及び方法について おいて、より参加者の理解度が増加する内 有効回答２４６名（回収率６１．５％）のうち９０．７％から高齢者の雇用を考
より効果的なものとする。 容となるよう見直しを図る。 える上で「参考になった」との評価を得た。

また、その普及啓発活動の在り方につい
ても アンケート等により広く意見を求め ニ 国主催の「高年齢者雇用促進月間」が廃止されたことに伴い、機構として独自、 、
その内容及び方法についてより効果的なも に啓発広報事業への取り組みを行うこととなったことから 「高齢社会ＮＧＯ連携、
のとする。 協議会との共催による社会参加セミナー 「各種展示 「助成金説明会 「イベン」、 」、 」

ト」などを新規に設定するなどの工夫を行った。

③ 定期刊行誌等の発行その他啓発広報活動 ③ 定期刊行誌等の発行その他啓発広報活動 ③ 定期刊行誌等の発行その他啓発広報活動の実施
の 実施 の 実施 イ 平成１５年度は、毎月５４，９００部発刊した。
高齢化対策、高年齢者等の雇用問題につ 高齢化対策、高年齢者等の雇用問題につ

いて、その具体的対応事例等を掲載した定 いて、その具体的対応事例等を掲載した定 ロ 「エルダー」をもとに 「高年齢者雇用問題シリーズ （小冊子 「高齢者雇用、 」 ）、
期刊行誌を作成し 月６０ ０００部 ※ 期刊行誌「エルダー」を作成し、月６０， の企業事例ベスト２５ （単行本）を作成、配布した。、 ， （ ） 」
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の発行部数を目指すとともに、高年齢者等 ０００部の発行部数を目指すとともに、高
の雇用に関する諸問題を解説した冊子等を 齢化に対応した人事制度の見直し策を解説 ハ 高齢化・高齢者雇用に関する統計データを取りまとめた冊子（ 高齢社会統計要「
作成し、事業主等に配布する。その他予算 した小冊子及び高齢化・高齢者雇用に関連 覧２００４年版 ）を発行した。」
の範囲内で、テレビ・新聞広告等を媒体と する統計データを取りまとめた冊子を作成
した啓発広報活動を行う。 し、事業主等に配布する。その他予算の範 ニ テレビ、新聞広告等を媒体とした啓発広報を、計画的に行った。

（※参考：１４年度実績 ５４，４００部） 囲内で、テレビ・新聞広告等を媒体とした ・高年齢者雇用促進月間に関しては、日本経済新聞（１０月３日）朝刊に全７
啓発広報活動を行う。 段で広告を掲載した。

JR・高年齢者雇用促進月間及び「高齢者雇用フェスタ２００３」に関しては、
等の車内においてポスターを掲載した。
・地方高齢法人でテレビ広告（ 第二幕はじまる（仲代達也 ）を放映した。「 ）」
・ 高齢者雇用フェスタ２００３｣ポスターを 及びＡＥＲＡ（９「 Yomiuri Weekly
月１５日発売号）に掲載した。
・ワークシェアリングの企業事例の記事広告を日経ビジネス及びＡＥＲＡ（３
月２６日発売号）に掲載した。

ホ エルダーは 「６５歳までの雇用の原点に戻る」という平成１５年度の年間重点、
テーマを設定し、未達成事業所に高齢者雇用のノウハウを提供することに主眼を
置いて編集に取り組み、企業事例をタイプ別に分析して掲載した。多くの企業事
例をわかりやすく分析して掲載したことから、新聞、テレビ等マスメディアなど
の取材を受けた。

評価の視点 自己評定 Ａ 評定 Ａ

（理由及び特記事項） （理由及び特記事項）
・高年齢者等の雇用に関して、インターネットを活用 ・インターネットでの情報提供については、事業主を対象とし内容の ・ほぼ計画通り。中身がよいと評価。
して積極的に情報が提供されているか。 充実を図った。 ・広報活動への意欲と成果は大いに評価する 「エルダー」はなかなかよくできている。また、フェスタの成果。

・啓発、広報活動は、事業主・国民に対し時宜を得たＰＲを行い、多 もよい。今後 「女性エルダー」への取り組みも明確にしてほしい。、
くのマスメディアに受け入れられるよう取組に配意した。 ・啓発広報は、単なる広報の段階から、より実践的な活動へつなげる大きな手段となる役割と、かつアドバイ

ザーの活用・応用のデータになることを要請される。
・高齢者雇用フェスタについて、高年齢者等の雇用の ・高齢者雇用フェスタは、来場者に対する啓発にとどまらず、高齢者 ・ エルダー」の中身の見直しはどうなっているのか （評価の中身をきめ細かくすることによって未来の評価「 。
確保の重要性を参加者に理解させるような内容とな の雇用問題を国民に広く周知するため、 とタイアップした企 ポイントが見えてくる）NHK
っているか。 画を行ない、テレビ放送により効果的な啓発広報活動を行った。ま ・フェスタのアンケートの９０．７％の回答者が参考になったと回答していることを評価。
・概ね８０％以上の回答者から理解度が増加した旨の た、当日実施したアンケートでは回答者の９０，７％から高齢者の
評価を得られたか。 雇用を考える上で「参考になった」と高い評価を受けた。

・また、アンケート調査において提出された意見を適 ・アンケートの自由記述欄から、希望する内容として①「仕事・就業
宜取り入れ、又は意見を参考として、適宜改善策に ・雇用」②「年金 、③「生きがい」に分類できたため、次年度に」
ついて検討しているか。 ついては①を中心としつつ②や③の内容についても盛り込むことを

検討した。

・ エルダー」について月６０，０００部の発行部数を ・外部評価では 「エルダー」の月６０，０００部発行に向けた購読「 、
目指した取組が行われているか。テレビ・新聞広告 者拡大の取組、及び見やすい紙面と充実した内容づくりへの取組が
等を媒体とした啓発広報活動を行っているか。 評価された。また、テレビ、新聞広告等を媒体とした啓発広報は、

計画的に行った。
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート( )7

中期目標 中期計画 平成１５年度計画 平成１５年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する
業務の質の向上に関する事項 業務の質の向上に関する目標を達成するた 業務の質の向上に関する目標を達成するた ためとるべき措置

めとるべき措置 めとるべき措置

６ 労働者に対して、その高齢期における職業 ６ 労働者に対して、その高齢期における職業 ６ 労働者に対して、その高齢期における職業 ６ 労働者に対して、その高齢期における職業生活の設計を行うことを容易にするた
生活の設計を行うことを容易にするために必 生活の設計を行うことを容易にするために必 生活の設計を行うことを容易にするために必 めに必要な助言又は指導を行うことに関する事項
要な助言又は指導を行うことに関する事項 要な助言又は指導を行うことに関する事項 要な助言又は指導を行うことに関する事項

本業務は、平成１５年１０月１日に国から当機構に移管された業務である。この
労働者が、早い段階から自らの職業生活の 労働者が早い段階から自らの職業生活の設 労働者が早い段階から自らの職業生活の ことから、職業安定機関と緊密な連携を図り、利用者の混乱を招かないよう十分な

設計を行い、高齢期において、自らの希望と 計を行い、高齢期において、自らの希望と能 設計を行い、高齢期において、自らの希望 準備を行ない国から業務を円滑に移行した。
能力に応じた多様な働き方を選択し、実現で 力に応じた多様な働き方を選択し、実現でき と能力に応じた多様な働き方を選択し、実 なお、利用者に対し継続的できめ細かいサービスを行なうため、会員登録を原則

。 、 ， （ ， 、きるようにするため、専門的な相談窓口を設 るようにするため、専門窓口を設置し、職業 現できるようにするため、地方高齢法人に とした 平成１５年度末の会員数は １８ ４１９名 内訳：在職者４ ３８８名
置し、職業安定機関と密接な連携を図りなが 安定機関等と密接な連携を図りながら、在職 高齢期雇用就業支援コーナーを設置し、職 離職者６，７５９名、事業主７，２７２名）であった （別紙 資料 ( ) ）。 2-6- 1 -1
ら、高齢期における職業生活の設計のための 者を中心とした中高年齢者に対し、高齢期に 業安定機関等と密接な連携を図りながら、
助言、援助を行うこと。 おける職業生活の設計のための助言、援助を 在職者を中心とした中高年齢者に対し、高

、また、事業主がその雇用する労働者に対し 行う。 齢期における職業生活の設計のための助言
て、高齢期における職業生活の設計について 援助を行う。
効果的な援助を行うよう啓発・指導を行うこ
と。

( ) 在職者を中心とした中高年齢者に対する業 (1) 在職者を中心とした中高年齢者に対する業 (1) 在職者を中心とした中高年齢者に対する業 (1) 在職者を中心とした中高年齢者に対する業務1
務 務 務
在職者を中心とした中高年齢者に対し、高 ① 在職者を中心とした中高年齢者に対する ① 在職者を中心とした中高年齢者に対する ① 在職者を中心とした中高年齢者に対する個別相談等の実施

齢期の職業生活設計等を支援するため、毎年 個別相談等の実施 個別相談等の実施 イ 労働者に対して高齢期における職業生活の設計を容易にするための個別の相談
度３６，０００件以上の相談援助等を実施す 在職者を中心とした中高年齢者に対し、 在職者を中心とした中高年齢者に対し、 援助業務は、３２，３５９件であった。
る。また、高齢期における職業生活設計等に 高齢期の職業生活設計等を支援するため、 高齢期の職業生活設計等を支援するため、
資する各種情報提供、各種セミナー・講習会 そのニーズの把握とノウハウの確立に努め そのニーズに応じた再就職 職業生活設計 ロ 利用者アンケート調査（別紙 資料 ( ) ）、 、 2-6- 1 -2
を開催すること。 つつ、再就職、職業生活設計、退職準備等 退職準備等に係る相談援助等を１８，００ ・平成１６年１月１９日から２月１８日までの来所相談者２，０７２名を対象

に係るきめ細かな相談援助等を毎年度３ ０件以上実施する。実施後は、利用者に対 に実施した。有効回答１，４７４名（回収率７１．１％）のうち、９７．６
６，０００件以上実施する。実施後は、利 してアンケート調査を実施し、有効回答の ％の利用者から「効果があった 「どちらかといえば効果があった」旨の評価」
用者に対してアンケート調査を実施し、有 うち概ね７０％以上の利用者から高齢期に を得た。
効回答のうち概ね７０％以上の利用者から おける職業生活設計を行う上で効果があっ ・アンケート自由記述において「もっと支援コーナーの をしてほしい 「再PR 」
高齢期における職業生活設計を行う上で効 た旨の評価が得られるよう質の向上を図 就職支援の強化をしてほしい 「使い易いツールの開発をしてほしい」等の意」
果があった旨の評価が得られるよう質の向 る。このため、効果がなかった旨の評価に 見・要望が出された。
上を図る。 対しては、自由回答欄の記載によりその原

因等を把握する等により、より利用者の満 ハ 業務運営に当たっては、労働者を対象とした新規の事業であることから在職者
足が得られる内容となるよう随時見直しを を中心とした業務展開をするため、事業主に対してリーフレットの作成、地方高
図る。 齢法人広報誌への掲載、事業主訪問等により支援コーナー業務の周知広報に重点

的に取り組んだ。
・利用者に会員加入の勧奨を行い会員確保に重点的に取り組んだ。
・会員に対しては 「支援コーナー通信」により、セミナー案内等の情報を継続、
的に提供するとともに、相談に当たっては、相談記録票を整備し、これまで
の相談経過を踏まえた効果的な対応を行った。

② セミナー・講習会の開催 ② セミナー・講習会の開催 ② セミナー・講習会の開催
高齢期における職業生活設計等に資する 高齢期における職業生活設計等に資する イ 中高年齢者に対するセミナー・講習会開催回数は１，４９９回、受講者数は３

各種情報を提供するため、利用者のニーズ 各種情報を提供するため、利用者のニーズ １，２９１名であった。
の把握とテーマの多様化に努めつつ、セミ の把握とテーマの多様化に努めつつ、職業 ロ 利用者に対するアンケート調査（別紙 資料 ( ) ）2-6- 1 -3
ナー・講習会を毎年度２，４５０回以上開 生活設計セミナーを１，２００回以上開催 ・平成１６年１月から２月までの期間にセミナー、講習会を受講した９，７３

。 ， （ ． ） 、催する。 する。 ２名に対し実施した 有効回答は７ ９９９名 回収率８２ ２％ であり
また、セミナー・講習会等終了後に参加 職業生活設計セミナー終了後に参加者に 有効回答のうち９８．３％の利用者から「理解が深まり有用だった 「どちら」

者にアンケート調査を実施し、有効回答の アンケート調査を実施し、有効回答のうち かといえば有用だった」旨の評価を得た。
うち概ね８０％以上の参加者から高齢期に 概ね８０％以上の参加者から高齢期におけ ・アンケート自由記述において 「経験豊富な講師の体験談を交えた講義で、大、
おける職業生活設計を行う上で有用であっ る職業生活設計を行う上で有用であった旨 変わかりやすかった、再就職に関する面接の書き方は参考になった、定年後
た旨の評価が得られるよう質の向上を図 の評価が得られるよう質の向上を図る。こ の生活設計について有用だった」等の積極的評価がある反面 「もっと具体的、
る。 のため、有用でなかった旨の評価に対して な説明がほしい、時間が足りない、ポイントを絞って説明してほしい、土日

は、自由回答欄の記載によりその原因等を セミナーを希望する、より多くの人にセミナーの をしてほしい」等の意PR
把握する等により、より参加者の満足が得 見・要望があった。
られる内容となるよう随時見直しを図る。

ハ 平成１５年１０月１日に、国から移管された新規業務であることから、業務運
営に当たっては、事業主に対してリーフレットの作成、地方高齢法人広報誌への
掲載、事業主訪問等により支援コーナー業務の周知広報に重点的に取り組んだ。
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( ) ホームページ等を活用した情報提供 (2) ホームページ等を活用した情報提供 (2) ホームページ等を活用した情報提供 (2) ホームページ等を活用した情報提供2
専門的な相談窓口の業務紹介、各種セミナ 専門的な相談窓口の業務紹介、各種セミナ 高齢期雇用就業支援コーナーにおける業務 高齢期雇用就業支援コーナーに関する業務紹介、各種セミナーの開催案内等を、
ーの開催案内、情報提供、情報収集活動を行 ーの開催案内、情報提供、情報収集等活動を 紹介、各種セミナーの開催案内、関連情報の ホームページ等を活用して情報提供を行った。
うに当たって、在職者の利便等を勘案して、 行うに当たっては、特に在職者の利便等を勘 提供については、特に在職者の利便等を勘案 イ ホームページのアクセス件数は１００，９６６件であった。
ホームページの活用を図ること。 案して、ホームページ等インターネットを積 して、ホームページ等インターネットを積極

極的に活用し、各種情報の提供等を行うこと 的に活用し、そのニーズの把握と定期的な内 ロ 地域の実情、利用者のニーズに応じて独自にホームページを作成し、情報提供
等により、そのニーズの把握と定期的な内容 容の更新等に努めつつ、ホームページの平成 を行っている。
の更新等に努めつつ、ホームページの年間ア １５年度のアクセス件数が９０，０００件以
クセス件数が１８０，０００件以上となるよ 上となるように積極的な普及啓発を図る。 ハ 平成１５年度においては、国が運営していたホームページについて、これまで
うに積極的な普及啓発を図る。 の実施状況を確認し、できるだけ速やかに地方高齢法人においてホームページを

独自に開設し、円滑な運用が行えるよう取り組んだ。

評価の視点 自己評定 Ａ 評定 Ａ

○高年齢者等が、高齢期において自らの希望と能力に （理由及び特記事項） （理由及び特記事項）
応じた多様な働き方を選択し、実現できるようにす ・計画以上の成果を得ている。
るため、高齢期雇用就業支援コーナーを設置し、職 ・平成１５年度の独立行政法人化において、国から円滑に移行し、職 ・主要業務である相談員援助業務の成果を評価する。
業安定機関等と密接な連携を図りながら、助言・援 業安定機関と密接な連携と図りつつ、積極的に取り組んだ。 ・予定通り。特にアンケートの「土・日の開講」への取り組みは早期に行ってほしい。
助が行われているか。 ・次年度からのアンケートの取り方と内容の評価に検討を要する。

・１８，０００件以上の相談援助を達成しているか。 ・個別相談の件数は３２，３５９件であった。アンケート調査結果に
・相談等について有効回答のうち概ね７０％以上の利 ついては有効回答のうち９７．６％の利用者から「効果があった」
用者から高齢期の職業生活設計を行う上で効果があ 「どちらかといえば効果があった」旨の評価を得た。
った旨の評価を得られたか。

・個別相談については、きめ細かく、かつ、会員登録により継続的に
実施し、利用者満足度の高いサービスを行った。

・また、アンケート調査において提出された意見を適 ・アンケート調査において提出された意見を踏まえて、広報の積極的
宜取り入れ、又は意見を参考として、適宜改善策に 実施、職務経歴書を作成するための支援システムの構築・運用等を
ついて検討しているか。 図った。

・利用者のニーズに応じたセミナー・講習等を１，２ ・中高年齢者に対するセミナー・講習会開催回数は１，４９９回実施
００回以上開催しているか。セミナー・講習等につ した。アンケート調査結果については、有効回答のうち９８．３％
いて有効回答のうち概ね８０％以上の参加者から高 の利用者から「理解が深まり有用だった 「どちらかといえば有用」
齢期における職業生活設計を行う上で有用であった だった」旨の評価を得た。
旨の評価を得られたか。

・また、アンケート調査において提出された意見を適 ・アンケート調査において提出された意見を踏まえて、より満足度の
宜取り入れ、又は意見を参考として、適宜改善策に 高いセミナー・講習会を開催するよう地方高齢法人を指導するとと
ついて検討しているか。 もに、土日・夜間セミナーを７支援コーナーで実施する。
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート( )8

中期目標 中期計画 平成１５年度計画 平成１５年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する
業務の質の向上に関する事項 業務の質の向上に関する目標を達成するた 業務の質の向上に関する目標を達成するた ためとるべき措置

めとるべき措置 めとるべき措置

７ 障害者職業センターの設置運営業務の実施 ７ 障害者職業センターの設置運営業務の実施 ７ 障害者職業センターの設置運営業務の実施 ７ 障害者職業センターの設置運営業務の実施に関する事項
に関する事項 に関する事項 に関する事項
障害者職業センターにおける職業リハビリ 障害者職業センターにおける職業リハビリ 障害者職業センターにおける職業リハビリ 職業リハビリテーションの措置の総合的かつ効果的な実施のため、公共職業安定所
テーションについては、障害者各人の障害の テーション関係業務については、障害者雇用 テーション関係業務については、障害者雇用 等関係機関等との連携を図るとともに、業績評価実施規程に基づき外部評価委員会の
種類及び程度並びに希望、適性、職業経験等 納付金関係業務等と有機的な連携を図るとと 納付金関係業務等と有機的な連携を図るとと 下部組織として職業リハビリテーション専門部会及び同部会に研究業務に関する個別
の条件に応じ、総合的かつ効果的に実施する もに、職業安定機関を始め、福祉、医療、教 もに 職業安定機関を始めとする福祉 医療 評価委員を設置し、それぞれ厳格に外部評価を実施した。、 、 、
こと。そのために、各関係機関との連携を図 育機関等の関係機関との密接な連携の下、適 教育機関等の関係機関との密接な連携の下、
るとともに、職業リハビリテーションの実施 正かつ効果的に業務を実施する。 適正かつ効果的に業務を実施する。
に係る目標を設定し、厳格な外部評価を実施 また、効率的かつ効果的な業務の実施に資 また、効率的かつ効果的な業務の実施に資
すること。 するため、外部の委員による厳格な評価を実 するため、外部の有識者により構成する外部
また 障害者職業総合センターにおいては 施する。 評価委員会に設置される職業リハビリテーシ、 、
職業リハビリテーションに係る調査・研究及 ョン専門部会を開催する。
び新たな技法の開発を行い、その成果の普及
・活用を図ること。

( ) 職業リハビリテーションの総合的・効果的 (1) 職業リハビリテーションの総合的・効果的 (1) 職業リハビリテーションの総合的・効果的 (1) 職業リハビリテーションの総合的・効果的な実施1
な実施 な実施 な実施
① 地域障害者職業センター（以下「地域セ ① 障害者の個々の特性に応じた職業リハビ ① 障害者の個々の特性に応じた職業リハビ ① 障害者の個々の特性に応じた職業リハビリテーション計画の策定
ンター」という ）において、効果的なリ リテーション計画の策定 リテーション計画の策定 イ 障害者の就業ニーズの高まりの中、公共職業安定所との連携と職業リハビリテ。
ハビリテーションが実施されるようにする 地域障害者職業センター（以下「地域セ 地域障害者職業センター（以下「地域セ ーションネットワークの活用により、平成１５年度下期に地域障害者職業センタ
こと。 ンター という において 専門的知識 ンター という において 専門的知識 ーで（以下「地域センター」という ）で職業リハビリテーションサービスを提供」 。） 、 、 」 。） 、 、 。
また、職業安定機関等と連携し、この中 技術に基づいて職業リハビリテーションを 技術に基づいて職業リハビリテーションを した対象者は１５，４６４人であった。 （別紙 資料 ( ) ）2-7- 1 -1

期目標の期間中に延べ１００，０００人以 行うことが必要な障害者に対して、効果的 行うことが必要な障害者に対して、効果的 ロ 的確な職業評価の実施とインフォームドコンセント（説明と同意）による障害
上（※）の障害者に対し、より就職に結び な職業リハビリテーションを実施するた な職業リハビリテーションを実施するた 者個々の特性等に応じた職業リハビリテーション計画の策定に努めた。また、そ
つく職業リハビリテーションサービスを実 め、的確な職業評価とインフォームドコン め、的確な職業評価とインフォームドコン の結果をアンケート調査で確認したところ、調査対象の障害者のうちインフォー

（ ） ． 、 ．施すること。 セント（説明と同意）により、障害者個々 セント（説明と同意）により、障害者個々 ムドコンセント 説明と同意 については９７ ５％ 計画内容については９６
（※参考：過去５年間の対象者数（年平均） の特性に応じた職業リハビリテーション計 の特性に応じた職業リハビリテーション計 ８％が満足しているとの回答を得た （別紙 資料 ( ) ）。 2-7- 1 -2
２０ ２１７人 １割増の目標としつつ 画を策定する。 画を策定する。 ハ 地域センターの障害者、事業主に対する支援件数は開設以来増加の一途にある， 。 、
４．５を乗じると約１０万人となる ） そして、中期目標の期間中に公共職業安 そして、公共職業安定機関と連携し、よ が、職業リハビリテーションの専門職である障害者職業カウンセラーの増員がな。

定機関と連携し、延べ１００，０００人以 り就職に結びつく職業リハビリテーション いことから、計画的、効率的な業務運営を図ることで、きめ細かな支援の実施に
上（※）の障害者に対し、より就職に結び サービスを実施する。 努めた （別紙 資料 ( ) ）。 2-7- 1 -3
つく職業リハビリテーションサービスを実 （平成１５年度対象者数の目標：１１，１ 特に、就職、職場適応へ向けた具体的な支援との関連性を重視した職業リハビ
施する。 １５人以上） リテーション計画の策定を目的に、職業評価の実施に当たっては、実際の作業場

（※参考：過去５年間の対象者数（年平均） 面を活用した評価の実施に努めた。
２０，２１７人。１割増の目標としつつ、 また、早期からの職業への意識付け、職業情報の提供及び就職後の具体的な支
４．５を乗じると約１０万人となる ） 援へと結びつく職業リハビリテーション計画の策定を目的に、学校在学者に対し。

ては必要に応じ２年生時に職業ガイダンス、主に３年生時に職業評価を実施でき
るよう見直しに取り組んだ （別紙 資料 ( ) ）。 2-7- 1 -4

② 地域センターにおける職業準備訓練、職 ② 障害者の就労の可能性を高めるための支 ② 障害者の就労の可能性を高めるための支 ② 障害者の就労の可能性を高めるための支援の実施
業講習の実施により、障害者の就労の可能 援の実施 援の実施 イ 基本的な労働習慣の獲得等障害者の就労の可能性を高めるために、平成１５年
性を高め、中期目標の期間中７０％以上 地域センターにおいて、個々の対象者の 地域センターにおいて、個々の対象者の 度においては職業準備支援事業を全国の地域センターに導入し、個々の対象者の
（※）の対象者が就職等に向かう次の段階 特性を踏まえ作成した指導カリキュラムに 特性を踏まえ作成した指導カリキュラムに 障害特性、状況等にあわせた個別支援の充実強化に努めた。
（職業紹介、ジョブコーチ支援事業、職業 基づき、基本的労働習慣の獲得、職業に関 基づき、基本的労働習慣の獲得、職業に関 (ｲ) 従来の職業準備訓練においては年間４～５期（受け入れ回数４～５回）で集
訓練、職場実習等）に移行できるようにす する知識の習得等を図る職業準備訓練、職 する知識の習得等を図る職業準備支援事業 団指導を中心に実施してきたが、ワークトレーニングコースにおいては対象者
ること。 業講習を的確かつ効果的に実施し、また、 （※ 、ＯＡ講習を的確かつ効果的に実施 の支援開始までの待機期間を短縮するため年間の受け入れ回数を１０回程度に）
（※参考：１４年度移行率 ６９．５％。 障害者のニーズ等を踏まえて講習内容を見 し 障害者の就労の可能性を高め、中期目 増やした。、
今後、移行が 困難な重度障害者や精神障 直す等 その内容の充実を図ることにより 標の期間中に７０％以上の対象者を就職等 (ﾛ) 精神障害者を対象に障害特性に応じたカリキュラムに基づき対人技能訓練、、 、
害者に対する支援が増加することが見込ま 障害者の就労の可能性を高め、中期目標の に向かう次の段階（職業紹介、ジョブコー 作業支援等を行う「自立支援コース」については、１６センターにおいて実施
れている ） 期間中に７０％以上（※）の対象者が就職 チ支援事業、職業訓練、職場実習等）への した。。
なお、職業準備訓練、職業講習について 等に向かう次の段階（職業紹介、ジョブコ 移行を図る。 (ﾊ) 当事業の導入に際して「職業準備支援事業導入打合せ会議（出席者：全国の
は、経済・雇用失業情勢を踏まえつつ、職 ーチ支援事業、職業訓練、職場実習等）へ また 経済・雇用失業情勢を踏まえつつ 地域センター所長及び主任カウンセラー 」を実施し、当事業の円滑な業務運営、 、 ）
業紹介等の業務を担当する公共職業安定機 移行できるようにする。 職業紹介等の業務を担当する公共職業安定 と事業全般に係る理解を促した。また実務レベルでは、当事業の内容の充実・
関との緊密な連携を図り、中期目標の期間 （※参考：１４年度移行率 ６９．５％。今 機関との緊密な連携を図り、中期目標の期 向上及び情報共有を目的とした全地域センターの事業担当者による「職業準備

」 、 、中においてその修了者の就職率が４０％以 後、移行が困難な重度障害者や精神障害者 間中においてその修了者の就職率が４０％ 支援事業・業務担当者会議 を開催し 当事業の周知方法やカリキュラム設定
上（※）となることに資するため、その内 に対する支援が増加することが見込まれて 以上となることに資するため、その内容の 指導体制等について検討・意見交換等を行った。
容の充実を図ること。 いる ） 充実を図る。。
（※参考：１４年度就職率 ３８．５％） なお、職業準備訓練、職業講習について （※）職業準備訓練、職業講習及び精神障 ロ 講習の実施にあたっては、外部機関の協力による 講習の実施センターOA OA
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は、経済・雇用失業情勢を踏まえつつ、職 害者職業自立支援事業を統合し、総合的に を１６センターから全センターに拡大した。また、地域センターの専門的支援が
OA業紹介等の業務を担当する公共職業安定機 支援を行う事業として平成１５年度から開 必要のない受講希望者については各地域の雇用・能力開発機構等の実施する

関との緊密な連携を図り、中期目標の期間 始している事業。 関連講習を紹介する等の対応を図り、地域センターの専門的援助の必要性が不可
中においてその修了者の就職率が４０％以 なお、精神障害者については、１６セン 欠な受講希望者を対象に実施した。
上（※）となることに資するため、その内 ターにおいて、対人技能訓練等の障害特性
容の充実を図る。 に応じたカリキュラムを提供するコースを ハ 平成１５年度下半期職業準備支援事業及び 講習の利用者は１，６８４人でOA
（※参考：１４年度就職率 ３８．５％） 導入して実施する。 あった。(別紙 資料 ( ) )2-7- 1 5

ニ 事業修了者の状況
・対象者の状況に応じた的確な個別支援の実施に努めた結果、就職等に向かう
次の段階への移行率は７１．２％、また、修了者の就職率の向上を図った結
果、就職率は４４．０％となった （別紙 資料 ( ) ）。 2-7- 1 -6

ホ 利用者に対するアンケート調査（別紙 資料 ( ) ）2-7- 1 -7
・平成１６年１月１３日から３月１２日までに、事業を修了者３５４人を対象
に実施した。有効回答者３１９人（回答率９０．１％）のうち、９６．９％
から「地域センターの支援は職場で働くために役立った（効果があった）又
はどちらかと言えば役立った（効果があった 」との回答が得られた。）
・自由記述において 「指導カリキュラムの内容の充実 「指導期間の延長 「事、 」 」
業所体験実習の追加」等が求められた。

③ ジョブコーチ支援事業については、外部 ③ 障害者の職場適応に関する支援の実施 ③ 障害者の職場適応に関する支援の実施 ③ 障害者の職場適応に関する支援の実施
機関の協力を得て行うものも含め、この中 職業安定機関等と密接に連携して知的障 職業安定機関等と密接に連携して知的障 イ 職場適応のために支援が必要な障害者に対する職場適応援助者（以下 「ジョブ、
期目標の期間中において１３，０００人以 害者や精神障害者等の状況把握に努め、職 害者や精神障害者等の職場適応に関する支 コーチ」という ）による支援は、地域における支援ニーズの把握、及び事業の周。
上（※１）の障害者を対象に実施し、中期 場適応のために事業所における支援が必要 援ニーズの把握に努め、職場適応のために 知に積極的に努めた。この結果、平成１５年度下期支援開始者は１，３７４人に

。 、 ， （ ， ） 。目標期間中において７５％以上（※２）の な障害者に対して、職場適応援助者（ジョ 事業所における支援が必要な障害者に対し 実施した なお 年度全体では２ ７５９人 前年度２ １２０人 に実施した
定着率を達成すること。 ブコーチ）による障害者、事業主等への支 て、職場適応援助者（ジョブコーチ）によ （別紙 資料 ( ) 。2-7- 1 -8）
（※参考１：平成１５年度の予算における対 援を地域センターが自ら行うとともに、外 る障害者、事業主等への支援を、地域セン
象者は２，９５１人。４．５を乗じると約 部機関の協力を得て行うことにより、中期 ターが、自ら行うとともに、外部機関の協 ロ 対象者の支援困難度が高まる中で、ジョブコーチ支援事業の終了者（平成１４
１３，０００人となる ） 目標の期間中において１３，０００人以上 力を得て円滑に行う （平成１５年度対象 年１０月～平成１５年９月の支援修了者）の支援終了後６ヶ月時点の定着率は、。 。

（※参考２：平成１４年９月末日までに支援 （※１）の障害者を対象に事業を円滑に実 者数の目標：１，４７５人以上） ７８．７％であった。
を終了した者の定着率 ７４．７ ） 施する。また、個々の障害者の特性及び職 また、個々の障害者の特性及び職場環境%
そして、ジョブコーチ支援事業を受けた 場環境に十分に配慮した個別の支援計画に に十分に配慮した個別の支援計画に基づき ハ 協力機関、関係機関により構成されるジョブコーチ推進協議会を通じ、ケース

者にアンケート調査を実施し、職場適応を 基づき、７５％以上（※２）の定着率を目 支援を行うことにより、７５％以上の定着 スタディ、支援に必要な知識の付与、連携の在り方等事業実施に係る協力機関等
進める上で効果があった旨の評価を概ね７ 指して、障害者の職場への適応・定着を促 率を目指す。 との連携強化、支援内容の質的向上に努めた。
０％以上得られるようにすること。 進する。 そして、ジョブコーチ支援事業を受けた

そして、ジョブコーチ支援事業を受けた 者にアンケートを実施し、有効回答のうち ニ 支援終了者のアンケート調査（別紙 資料 ( ) ）2-7- 1 -9
者にアンケートを実施し、有効回答のうち 概ね７０％以上から職場適応を進める上で ・平成１６年１月１３日から３月１２日までに、ジョブコーチ支援事業を終了
概ね７０％以上から職場適応を進める上で 効果があった旨の評価が得られるようにす した３２４人を対象に実施した。有効回答者２８７人（回答率８８．６％）
効果があった旨の評価が得られるようにす る。このため、効果がなかった旨の評価に のうち、９８．２％から「地域センターの支援は職場で働くために役立った
る。 対しては、自由回答欄の記載によりその原 （効果があった）又はどちらかと言えば役立った（効果があった 」との評価）
（※参考１：平成１５年度の予算における対 因等を把握する等により、より利用者の満 が得られた。
象者は２，９５１人。４．５を乗じると約 足が得られる内容となるよう随時見直しを ・ジョブコーチ支援に対し肯定的な評価が大多数であるが、一部「職業リハビ
１３，０００人となる ） 図る。 リテーション計画の説明が不十分であった 「職業リハビリテーション計画。 。」、
（※参考２：平成１４年９月末日までに支援 に記載されている文章の意味が理解できなかった 」等の意見があった。。
を終了した者の定着率 ７４．７％）

ホ 平成１５年度は、特に次の事項に留意した。
・職場適応に係る潜在的な支援ニーズの把握を目的に、職業安定機関との同行
による事業所訪問等関係機関との密接な連携に努めた。
・事業のＰＲ及び支援ニーズの把握を目的に、各地域センターにおいては各種
会議、セミナー、職場適応指導等を通じ積極的な事業の周知に努めた。
・職場適応及び定着率の維持向上のために効果的な支援内容、支援方法を検討
・蓄積するため、ケース会議、ケーススタディ等を通じた支援内容・方法の
検討に努めた。

、・支援体制強化を目的に協力機関型ジョブコーチの追加配置に努めるとともに
支援の質的向上へ向け地域センターのジョブコーチと協力機関型ジョブコー
チがペアで支援を実施する等協力機関に対する技術的援助に努めた。
・本部において、ジョブコーチ支援のニーズ調査等を全国の地域センターを対
象に実施し、ジョブコーチ支援のニーズに対する効果的な働きかけによる新
たなニーズの発生への繋がり等の分析を行い、地域センターにフィードバッ
クを行った。

④ 地域センターにおいて、職業リハビリテ ④ 障害者の雇用管理に関する専門的な支援 ④ 障害者の雇用管理に関する専門的な支援 ④ 障害者の雇用管理に関する専門的な支援の実施
ーション専門機関の立場から、事業主に対 の実施 の実施 イ 職業安定行政における企業に対する雇用率達成指導の強化等の動向を踏まえ、
する雇用管理に関する助言その他の援助を 地域センターにおいて、障害者の雇用管 地域センターにおいて、職業安定機関が 公共職業安定所等との連携により積極的に事業主の支援ニーズを把握し、事業主
事業主のニーズに応じて幅広く実施するこ 理に関する事項について、職業リハビリテ 実施する雇用率達成指導等と連携しつつ、 に対してきめ細やかな事業主支援計画の策定に努めるとともに、６，０６０事業
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と。 ーション専門機関の立場から、事業主に対 職業リハビリテーション専門機関の立場か 所に対して機動的な支援を行った。
する的確な相談、援助をこの中期目標期間 ら、障害者の雇用管理に関する事項につい
中に延べ３２，０００事業所（※）に対し て、事業主に対する的確な相談、援助を積 ロ 支援ニーズの内容としては、障害者の作業適応、人間関係の形成等に関するこ
て実施し、障害者の就職又は職場適応を促 極的に実施し、障害者の就職又は職場適応 とが多く、積極的にジョブコーチ支援事業等を活用し効果的な支援の実施に努め
進する。 を促進する。 た （別紙 資料 ( ) ）。 2-7- 1 -10
そして、助言その他の援助を受けた事業 （平成１５年度対象事業所数の目標：３，

所にアンケートを実施し、有効回答のうち ５５５事業所以上） ハ 全国で広域的に障害者雇用を進める計画をもつ企業に対しては、本社を有する
概ね７０％以上から障害者の雇用管理の改 そして、助言その他の援助を受けた事業 地域のセンターが事業主支援計画を策定し、それに基づき全国の関係地域センタ
善を進める上で効果があった旨の評価が得 所にアンケートを実施し、有効回答のうち ーが地域の公共職業安定所と連携しながら機動的な支援を提供した （別紙 資料。
られるようにする。 概ね７０％以上から障害者の雇用管理の改 ( ) ）2-7- 1 -11
（※参考：平成１０年度から１２年度（平 善を進める上で効果があった旨の評価が得
成１３年度及び平成１４年度については平 られるようにする。このため、効果がなか ニ 対象事業主へのアンケート調査（別紙 資料 ( ) ）2-7- 1 -12
成１５年度以降行わない障害者雇用機会創 った旨の評価に対しては、自由回答欄の記 ・平成１５年１月１３日から３月１２日までに、事業主支援計画等に基づく支
出事業の影響があるため除く ）の３年間の 載によりその原因等を把握する等により、 援を終了した事業主４１０人を対象に実施した。有効回答数２５９人（回数。
対象事業所数 年平均 ６ ４８４事業所 より利用者の満足が得られる内容となるよ 率６３．３％）のうち、９５．４％の事業所から満足している（ 雇用を進め（ ） ， 。 「
１割増の目標としつつ、４．５を乗じると う随時見直しを図る。 ること又は障害者の雇用管理を改善することに効果があった ）旨の回答が得」
約３２，０００事業所となる ） また、障害者雇用率達成指導の強化、平 られた。。

成１６年度からの除外率の段階的縮小等に ・アンケート調査の自由記述において、作業手順書の作成等障害の特性に応じ
より、事業主の障害者雇用の取組に対する たきめ細やかな作業指導のノウハウの提供が効果的であったという意見が多
さらなる支援が必要とされることから、東 く得られた。一方では、生活面の支援を含め家族との連携に対する支援の実
京及び大阪センターにおいて企業に対する 施等に関する要望も得られた。
体系的な支援の試行実施を行うなど、今後
の事業主支援の方策の検討等を行う。 ホ 東京センター及び大阪センターにおいて、雇用率未達成企業に対して事業主支

援計画に基づく体系的、継続的な支援（パイロット事業）に取り組んだ。また、
本部に設置した検討委員会（実施地域センター、障害者雇用情報センター、研究
職等による）を２回開催するとともに、支援対象事業所の職務分析等を行い試行
的実施に伴う支援方法の検討等を行い、効果的な支援方法等の蓄積に努めた （別。
紙 資料 ( ) ）2-7- 1 -13

へ ジョブコーチ支援事業を積極的に活用し、事業所内での障害特性に応じた作業
指導、雇用管理等に関する助言・援助の実施に努めた。

評価の視点 自己評定 Ａ 評定 Ａ

（理由及び特記事項）
（理由及び特記事項） ・支援対象者数目標未達成。

○障害者職業センターにおける職業リハビリテーショ ・各項目とも、努力と成果、大いに評価できる。
ンの措置の総合的かつ効果的な実施のため、関係機 ・職業リハビリテーションの措置の推進のために、公共職業安定所、 ・ ジョブコーチ」は 「質の問題」がより大事なので、数値を下回ったことはあまり重要ではない。特に、相「 、
関等との連携が図られるとともに、外部の有識者に 就労支援機関、福祉機関・施設、医療機関・施設、教育機関等と積 談・援助件数の大幅増はよい。
よる業績評価が実施されているか。 極的に連携を図った。 ・職リハ及び移行率についての成果は十分に達成しているとみる。

・アンケートの取り方、内容の絞り込みの検討必要 「効果あり」の具体的内容による評価が必要とみる。。
・業績評価実施規程に基づき、第三者の学識経験者からなる外部評価 ・ ６箇月後定着率の高まり 「事業主の満足度」が諸活動の中でも、最も結果として当該機構の価値を高めて「 」
委員会職業リハビリテーション専門部会及び研究業務の個別評価委 いるので、この目標を越えた点を評価。
員を設置し それぞれ厳格な外部評価の実施に向けて準備を行った ・初期の目標設定が甘いか。、 。
職業リハビリテーション専門部会は、平成１６年６月４日に外部評
価を行ったが、全国的なネットワークを活用した支援、重度障害者
に対するきめ細かな支援、事業主ニーズに対応した支援等、就労に
関する多様なニーズに対応した職業リハビリテーションサービスを
効果的に実施している。障害者職業カウンセラーの増員がないなか
で、高い達成度を上げている。職業評価のあり方について見直しを
行ない、卒業生を含む養護学校在学者に対して効果的・効率的な職
業リハビリテーションサービスの提供を行なっている」等のコメン
トを得た。
研究の個別評価は、研究を終了した７テーマについて個別評価を

行った。

・職業リハビリテーションサービスの実施について、 ・平成１５年度下期における職業リハビリテーションサービス対象者
サービス対象者数１１ １１５人を達成しているか は１５，４６４人であった。， 。

・的確なインフォームドコンセント（説明と同意）を ・インフォームドコンセントによる障害者個々の特性に応じた職業リ
実施しているか。 ハビリテーション計画の策定に努めた。

・次段階への移行率について、中期目標期間中に７０ ・職業準備支援事業等の修了者の次の段階への移行率は、７１．２％
％以上を達成することが可能な程度に推移している であった。
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か。

、 、・職業リハビリテーションサービスの内容について、 ・職業準備支援事業等においては 対象者の状況に応じた的確な支援
中期目標期間中においてその修了者の就職率が４０ 及び修了者の就職率向上に向けた取組により、就職率は４４．０％
％となることに資するための充実が図られているか であった。。

・ジョブコーチ支援対象者数１，４７５人、定着率７ ・ジョブコーチ支援事業対象者は、平成１５年度下半期では１，３７
５％を達成しているか。 ４人、年度全体では２，７５９人であった。

・ジョブコーチ支援事業終了後６ヶ月時点の定着率は、７８．７％で
あった。

・アンケート調査について、有効回答のうち概ね７０ ・ジョブコーチ支援事業修了者に対するアンケート調査では、９８．
％以上から職場適応を進める上で効果があった旨の ２％の修了者から支援は職場で働くために役立ったとの回答を得
評価がされているか。 た。また、自由記述では「職リハ計画の説明が不十分であった 、。」
・アンケート調査において提出された意見を適宜取り 「職リハ計画に記載されている文章の意味が理解できなかった 」。
入れ、又は意見を参考として、適宜改善策について 等の意見があったことから、職リハ計画の内容等については策定時
検討しているか。 のみならず支援期間中の様々な契機において説明し、支援内容等に

ついて利用者の理解状況を把握しながら支援を進めていくことを徹
底した。

・相談・援助等を行った事業所数について、３，５５ ・事業主に対する支援は、６，０６０事業所に対し、きめ細かな事業
５事業所を達成しているか。 主支援計画の策定に努めるとともに、機動的に実施した。

・アンケート調査について、有効回答のうち概ね７０ ・対象事業主に対するアンケート調査では、９５．４％の事業主から
％以上から障害者の雇用管理の改善を進める上で効 障害者の雇用管理の改善を進める上で効果があったとの回答を得
果があった旨の評価が得られているか。 た。また、自由記述では生活面の支援を含め家族との連携に対する
・アンケート調査において提出された意見を適宜取り 支援の実施等の要望があったが、状況を踏まえた上で今後の検討課
入れ、又は意見を参考として、適宜改善策について 題とした。
検討しているか。

・今後の事業主支援の方策について検討を行っている ・雇用率未達成企業に対するパイロット事業に取り組み、今後の事業
か。 主支援方法の検討等を行った。
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート( )9

中期目標 中期計画 平成１５年度計画 平成１５年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する
業務の質の向上に関する事項 業務の質の向上に関する目標を達成するた 業務の質の向上に関する目標を達成するた ためとるべき措置

めとるべき措置 めとるべき措置

７ 障害者職業センターの設置運営業務の実施 ７ 障害者職業センターの設置運営業務の実施 ７ 障害者職業センターの設置運営業務の実施 ７ 障害者職業センターの設置運営業務の実施に関する事項
に関する事項 に関する事項 に関する事項
障害者職業センターにおける職業リハビリ 障害者職業センターにおける職業リハビリ 障害者職業センターにおける職業リハビリ 職業リハビリテーションの措置の総合的かつ効果的な実施のため、公共職業安定所
テーションについては、障害者各人の障害の テーション関係業務については、障害者雇用 テーション関係業務については、障害者雇用 等関係機関等との連携を図るとともに、業績評価実施規程に基づき外部評価委員会の
種類及び程度並びに希望、適性、職業経験等 納付金関係業務等と有機的な連携を図るとと 納付金関係業務等と有機的な連携を図るとと 下部組織として職業リハビリテーション専門部会及び同部会に研究業務に関する個別
の条件に応じ、総合的かつ効果的に実施する もに、職業安定機関を始め、福祉、医療、教 もに 職業安定機関を始めとする福祉 医療 評価委員を設置し、それぞれ厳格に外部評価を実施した。、 、 、
こと。そのために、各関係機関との連携を図 育機関等の関係機関との密接な連携の下、適 教育機関等の関係機関との密接な連携の下、
るとともに、職業リハビリテーションの実施 正かつ効果的に業務を実施する。 適正かつ効果的に業務を実施する。
に係る目標を設定し、厳格な外部評価を実施 また、効率的かつ効果的な業務の実施に資 また、効率的かつ効果的な業務の実施に資
すること。 するため、外部の委員による厳格な評価を実 するため、外部の有識者により構成する外部
また 障害者職業総合センターにおいては 施する。 評価委員会に設置される職業リハビリテーシ、 、
職業リハビリテーションに係る調査・研究及 ョン専門部会を開催する。
び新たな技法の開発を行い、その成果の普及
・活用を図ること。

( ) 職業リハビリテーションの総合的・効果的 (1) 職業リハビリテーションの総合的・効果的 (1) 職業リハビリテーションの総合的・効果的 (1) 職業リハビリテーションの総合的・効果的な実施1
な実施 な実施 な実施

⑤ 職業リハビリテーションの発展及び円滑 ⑤ 職業リハビリテーションの専門的知識を ⑤ 職業リハビリテーションの専門的知識を ⑤ 職業リハビリテーションの専門的知識を有する人材育成等
な推進に寄与するため、医療・福祉等の分 有する人材育成等 有する人材育成等 イ 職業リハビリテーションの専門職である障害者職業カウンセラー研修を始めと
野における職業リハビリテーション実務者 職業リハビリテーション専門職である障 職業リハビリテーション専門職である障 して、次の研修を実施した （別紙 資料 ( ) ）。 2-7- 1 -14
も含め、職業リハビリテーションの専門的 害者職業カウンセラーの養成及び研修を実 害者職業カウンセラーの養成及び研修を実 ・厚生労働大臣指定講習等受講者 ３２名
知識を有する人材の育成を図ること。 施するとともに、医療 ・福祉等の分野の 施するとともに、医療 ・福祉等の分野の ・カウンセラー等研修受講者 ３５名

職員等を対象に、職業リハビリテーション 職員等を対象に、職業リハビリテー ショ ・支援センター等職員研修受講者 ２６名
に関する次の専門的、技術的研修を職種別 ンに関する実践的支援技法等を付与する職 ・職場適応援助者（ジョブコーチ）研修 ５１名
・課題別に実施する等により、職業リハビ 業リハビリテーション実践セミナーを実施
リテーション人材の育成を図る。 する。 ロ 広く職業リハビリテーションの専門的知識を有する人材育成等を図るため平成
イ 障害者雇用支援センター及び障害者就 また、地域センターにおいて、障害者の就 １５年度下期には次の研修等を実施した （別紙 資料 ( ) ）。 2-7- 1 -14
業・生活支援センターの指導員等を養成 業支援に 関する関係機関等の共通認識を (ｲ) 医療・福祉等の分野の職員を対象に職業リハビリテーション実践セミナー
するための研修 形成するための職業リハビリテーション推 （以下、実践セミナーという）を前期、後期合わせて 回（計画４回）開講し4

ロ 職場適応援助者（ジョブコーチ）を養 進フォーラムを開催するとともに、医療・ た。受講者は５５３名（予定：５００名）であった。
成するための研修 福祉等の分野の職員等を対象に、障害者の ・カリキュラム充実のため 「障害者の雇用の実際」をテーマとした実践セミナ、

ハ 医療・福祉等の分野における職業リハ 就業支援に関する基礎知識を付与するため ーでは、企業規模及び業種が異なる企業から幅広く講師を招いた。また、事
ビリテーション実務者を養成するための の地域就業支援基礎講座を開催し、地域の 業所内での支援技法を伝授する講座「仕事の開発」については、障害種類別
研修 職業リハビリテーションのネットワークの （知的障害、精神障害、高次脳機能障害）に設定した。
また、地域の関係機関に対して、職業リ 育成を図る。 ・実践セミナーの「障害者の雇用の実際」におけるパネルディスカッションの

ハビリテーションに関する専門的な情報を 内容を、機構ホームページにおいて公開し、広く情報提供に努めた。平成１
提供する等により、地域の職業リハビリテ ６年２月に掲載し、２ヶ月間で１，１２９件のアクセスがあった。
ーションのネットワークの育成を図る。 (ﾛ) 地域の医療・福祉等の関係機関及び企業等の実務者レベルの職業リハビリテ

ーションネットワークの維持・発展並びに職業リハビリテーションネットワー
クの基盤整備を目的に、各都道府県の地域センターにおいて地域職業リハビリ
テーション推進フォーラム（以下 「フォーラム」という 、地域就業支援基礎、 ）
講座（以下 「基礎講座」という）を実施した。、
なお、フォーラム、基礎講座については、地域センターが把握している地域

のニーズを踏まえたテーマ設定とした。特に、フォーラムは、具体的な支援事
例の紹介など、また基礎講座は、就労支援の経験の浅い参加者にも分かりやす
い講座となるように努めた。
フォーラム受講者は３，３５７名（予定：２，３５０名 、基礎講座受講者は）
１，３５４名（予定：９４０名）であった。

ハ 受講者に対するアンケート調査の結果（別紙 資料 ( ) ）2-7- 1 -14
・研修等が 「大変参考になった 「参考になった」と回答した者の割合は、実、 」
践セミナーが８８．９％、フォーラムが９１．２％、基礎講座９４．９％で
あった。
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評価の視点 自己評定 Ａ 評定 Ａ

（理由及び特記事項） （理由及び特記事項）
・職業リハビリテーションの専門的知識を有する人材 ・職リハの専門職である障害者職業カウンセラー研修を始めとして、 ・全国の人材育成のセンターとしての役割をもっていることからすると、人材育成の基本目標（能力、分野、
育成のための措置が行われているか。 厚生労働大臣指定講習受講者 カウンセラー等研修受講者研修 人数等）を設定し、それを基準にして成果をみるようにすべき。「 」「 」

「支援センター等職員研修受講者 「職場適応援助者（ジョブコー ・育成のためのプロセスであるセミナー等の実施回数等では「Ｂ」にとどまる。」
チ）研修」を実施した。 ・全国レベルのセミナーは評価できるが、今後は「地域レベルでのネットワークと連携づくり」がより大切に
・医療・福祉等の分野の職員を対象として、職リハ実践セミナーを、 なるので、一層力を入れてほしい。
前期・後期合わせて４回（計画４回）開講した。 ・職リハ人材育成に関し、多様な取り組みがなされている。
・地域の医療・福祉等の関係機関及び企業等の実務者レベルの職リハ ・受講者の計画（予定）に対する実績は、上回っているが、特に顕著な内容と成果があったとは思えない。
ネットワークの維持・発展並びに職リハネットワークの基盤整備を ・アンケート調査による効果あり、満足あり等のの具体的内容を明示する必要あり。
目的に 各都道府県の地域センターにおいてフォーラムを４９回 計 ・目標を上回る活動（回数・満足度）である。、 （
画４７回 、基礎講座を５４回（計画４７回）実施した。）
・外部評価（職リハ専門部会）において、次のような評価を得た。

・対象者数、満足度、研修等が全体的に充実している。
・地域におけるネットワーク作りなどの取り組みも評価できる。
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート( )10

中期目標 中期計画 平成１５年度計画 平成１５年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する
業務の質の向上に関する事項 業務の質の向上に関する目標を達成するた 業務の質の向上に関する目標を達成するた ためとるべき措置

めとるべき措置 めとるべき措置

７ 障害者職業センターの設置運営業務の実施 ７ 障害者職業センターの設置運営業務の実施 ７ 障害者職業センターの設置運営業務の実施 ７ 障害者職業センターの設置運営業務の実施に関する事項
に関する事項 に関する事項 に関する事項
障害者職業センターにおける職業リハビリ 障害者職業センターにおける職業リハビリ 障害者職業センターにおける職業リハビリ 職業リハビリテーションの措置の総合的かつ効果的な実施のため、公共職業安定所
テーションについては、障害者各人の障害の テーション関係業務については、障害者雇用 テーション関係業務については、障害者雇用 等関係機関等との連携を図るとともに、業績評価実施規程に基づき外部評価委員会の
種類及び程度並びに希望、適性、職業経験等 納付金関係業務等と有機的な連携を図るとと 納付金関係業務等と有機的な連携を図るとと 下部組織として職業リハビリテーション専門部会及び同部会に研究業務に関する個別
の条件に応じ、総合的かつ効果的に実施する もに、職業安定機関を始め、福祉、医療、教 もに 職業安定機関を始めとする福祉 医療 評価委員を設置し、それぞれ厳格に外部評価を実施した。、 、 、
こと。そのために、各関係機関との連携を図 育機関等の関係機関との密接な連携の下、適 教育機関等の関係機関との密接な連携の下、
るとともに、職業リハビリテーションの実施 正かつ効果的に業務を実施する。 適正かつ効果的に業務を実施する。
に係る目標を設定し、厳格な外部評価を実施 また、効率的かつ効果的な業務の実施に資 また、効率的かつ効果的な業務の実施に資
すること。 するため、外部の委員による厳格な評価を実 するため、外部の有識者により構成する外部
また 障害者職業総合センターにおいては 施する。 評価委員会に設置される職業リハビリテーシ、 、
職業リハビリテーションに係る調査・研究及 ョン専門部会を開催する。
び新たな技法の開発を行い、その成果の普及
・活用を図ること。

( ) 職業リハビリテーションに係る調査・研 (2) 職業リハビリテーションに係る調査・研究 (2) 職業リハビリテーションに係る調査・研究 (2) 職業リハビリテーションに係る調査・研究及び新たな技法の開発の実施とその普2
究及び新たな技法の開発の実施とその普及・ 及び新たな技法の開発の実施とその普及・活 及び新たな技法の開発の実施とその普及・活 及・活用の推進
活用の推進 用の推進 用の推進

① 職業リハビリテーションの充実、向上に ① 職業リハビリテーションに関する調査研 ① 職業リハビリテーションに関する調査研 ① 職業リハビリテーションに関する調査研究の実施
資するため、職業リハビリテーションに関 究の実施 究の実施 調査研究は、プロジェクト方式による｢特別研究｣３テーマを含め、１４テーマに
する調査・研究を実施すること。 障害者の職業リハビリテーションに関す 障害者の職業リハビリテーションに関す ついて実施した。
また、各研究テーマについて、研究の質 る施策の充実及び障害者職業センター等に る施策の充実及び障害者職業センター等に なお、新規研究テーマの設定に当たり、厚生労働省、機構関係部等からニーズを

を評価することが可能な指標を設定するこ おける関係業務の推進に資するため、次の おける関係業務の推進に資するため、平成 把握し、職業リハビリテーション業務や政策立案上のニーズに即した研究を実施す
と。 事項に重点を置いて職業リハビリテーショ １５年度は以下の１４テーマについて研究 るよう努めた。

ンに関する調査・研究を毎年度平均１２テ を実施する。
ーマ以上（※）実施する。
（※参考：１４年度実績 １２テーマ）
なお、通常の研究のほか、総合的な研究

テーマについてプロジェクト方式による研
究を実施する。

イ 身体障害、知的障害、精神障害その他 イ 多様な障害に対応した職業リハビリテー イ 多様な障害に対応した職業リハビリテーション技法
の多様な障害の職業的特性 ション技法 (ｲ) 職業リハビリテーションにおける課題分析の実務的手法の研究

(ｲ) 職業リハビリテーションにおける課題分 (ﾛ) 障害特性に応じた職業リハビリテーションカウンセリングのあり方に関する
ロ 各種の障害の特性に対応した効果的な 析の実務的手法の研究 研究
職業リハビリテーション技法 (ﾛ) 障害特性に応じた職業リハビリテーショ (ﾊ) 精神障害者の職業訓練指導方法に関する研究

ンカウンセリングのあり方に関する研究 (ﾆ) 「学習障害」を主訴とする青年の障害特性と就労支援に関する研究
ハ 障害者の就労を容易にするための機器 (ﾊ) 精神障害者の職業訓練指導方法に関する (ﾎ) 精神障害者等を中心とする職業リハビリテーション技法に関する総合的研究
・ソフトウェア 研究

(ﾆ) 「学習障害」を主訴とする青年の障害特
ニ 障害者職業センターを中心とした関係 性と就労支援に関する研究
機関・施設の連携による職業リハビリテ (ﾎ) 精神障害者等を中心とする職業リハビリ
ーションの効果的な実施方法 テーション技法に関する総合的研究

ホ 職業リハビリテーションに関連する法 ロ 事業主に対する効果的な支援方法 ロ 事業主に対する効果的な支援方法
制度・施策 (ﾍ) 精神障害者に対するジョブコーチによる (ﾍ) 精神障害者に対するジョブコーチによる就労支援のあり方に関する研究

就労支援のあり方に関する研究 (ﾄ) 障害者の雇用管理とキャリア形成に関する研究
ヘ 職業リハビリテーションに関する情報 (ﾄ) 障害者の雇用管理とキャリア形成に関す (ﾁ) サービス産業等の未開拓職域における就労支援に関する研究
提供システム る研究 (ﾘ) 総合的コミュニケーション支援技術の活用を通した、就労の困難な障害者の

(ﾁ) サービス産業等の未開拓職域における就 職域拡大に関する研究
中期目標の期間中に終了した調査・研究 労支援に関する研究

について外部評価を行い、各調査・研究に (ﾘ) 総合的コミュニケーション支援技術の活
ついて、３分の２以上の評価委員から、４ 用を通した、就労の困難な障害者の職域拡
段階中上から２段階以上の評価が得られる 大に関する研究
ようにする。

ハ 障害者の就労を支える社会的基盤の整備 ハ 障害者の就労を支える社会的基盤の整備
(ﾇ) 軽度発達障害青年の学校から職業への移 (ﾇ) 軽度発達障害青年の学校から職業への移行支援の課題に関する研究
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行支援の課題に関する研究 (ﾙ) 視覚障害者の職業的自立支援に関する研究
(ﾙ) 視覚障害者の職業的自立支援に関する研 (ｦ) 障害者を多数雇用する企業等への発注が障害者の雇用・就業に及ぼす影響に
究 関する研究
(ｦ) 障害者を多数雇用する企業等への発注が (ﾜ) 高次脳機能障害を有する者の就業のための医療リハとの連携及び家族支援の
障害者の雇用・就業に及ぼす影響に関する あり方に関する研究
研究 (ｶ) 職業的視点から見た障害と、地域における効果的な支援に関する総合的研究
(ﾜ) 高次脳機能障害を有する者の就業のため
の医療リハとの連携及び家族支援のあり方 なお、研究を終了した(ﾆ)(ﾎ)(ﾄ)(ﾁ)(ﾘ)(ｦ)(ﾜ)の７テーマについては、業績評価
に関する研究 実施規程に基づき研究評価委員による個別評価を行ったが、何れも中期計画に定
(ｶ) 職業的視点から見た障害と、地域におけ めたられた水準（ ３分の２以上の評価委員から４段階中、上から２段階以上の評「
る効果的な支援に関する総合的研究 価を得る ）に達する評価が得られた （別紙 資料 ( ) ）」 。 2-7- 2 -1
また、平成１５年度に終了する(ﾆ)(ﾎ)(ﾄ)
(ﾁ)(ﾘ)(ｦ)(ﾜ)の研究については、研究終了
後、速やかに外部の研究評価委員による評 ニ これらの研究の報告書等は、広域・地域センター、地方障害者法人、公共職業
価を行う。 安定所、障害者福祉・教育、障害者多数雇用企業などに配布した。また、研究発

表会、学会での発表（１８件 、研修・セミナー等での講義などの機会を通して研）
究成果の普及を図った （別紙 資料 ( ) ）。 2-7- 2 -2

② 先駆的な職業リハビリテーションの開発 ② 職業リハビリテーションに係る技法の開 ② 職業リハビリテーションに係る技法の開 ② 職業リハビリテーションに係る技法の開発
を行い、その成果を新たな職業リハビリテ 発 発 職業準備訓練、職業講習、職業レディネス指導事業等の先駆的サービスの実施を
ーションサービスとして提供すること。 精神障害者や高次脳機能障害等これまで 精神障害者や高次脳機能障害等これまで 通して、次の テーマの技法開発を行った。(別紙 資料 ( ) ）4 2-7- 2 -3

の支援技法では効果の現れにくい障害者に の支援技法では効果の現れにくい障害者に 技法の開発に際し、国の施策として平成１６年度から地域センターへの展開が予
対して ①で行う調査・研究とあいまって 対して、以下の４テーマについて障害特性 定されているリワークプログラムの開発を最重点に位置付け 「採用後精神障害者、 、 、

、 、 」障害特性及び事業主のニーズに応じた新た 及び事業主ニーズに応じた新たな職業職業 の職場復帰に関し ストレス対処の技法開発及び産業医 医療機関との連携の開発
な職業リハビリテーション技法の開発を毎 リハビリテーション技法の開発を行う。ま に取り組んだ。特に、現在までに見られる医療機関や の取り組みは、本人へNPO
年度３テーマ以上実施する。 た、これらを活用した職業準備訓練、職業 の支援や知識付与等を目指したプログラムであることから、本人と事業所の双方に
また、新たな技法を活用した職業準備訓 講習、職業レディネス指導事業を実施する 対する支援を行う包括的復帰支援プログラムとして、開発を行なった。

練等を実施するなどにより、多様な障害者 などにより多様な障害者に対して効果的な なお、開発した技法については、実践報告書、研究発表等を通して地域センター
に対し効果的な職業リハビリテーションを 職業リハビリテーションサービスを実施す 等に還元することにより、地域における職業リハビリテーションサービスにおいて
実施する。 る。 活用されている。

イ 採用後精神障害者の職場復帰に関し、ス
トレス対処の技法開発及び産業医、医療機 イ 採用後精神障害者の職場復帰に関し、ストレス対処の技法開発及び産業医、医
関との連携の開発 療機関との連携の開発（新規）
ロ 高次脳機能障害者の職場復帰に関し、事 ・国の障害者雇用施策に対応して、特に対応が求められた在職精神障害者の職
務系以外の多様な職種での職場復帰支援技 場復帰（リワーク）を支援するプログラムを新たに開発した。開発した成果
法の開発 は、平成１６年度地域センターの新規事業として導入された。また、報告書

ハ 高次脳機能障害者の就労支援に関し、作 は事業マニュアルとして活用されることを前提に作成した。
業評価課題を通じた職業評価とその結果の
活用方法の開発 ロ 高次脳機能障害者の職場復帰に関し、事務系以外の多様な職種での職場復帰支
ニ ＩＴを活用した視覚障害者等への支援と 援技法の開発(新規）
して、起業、就業に必要なカルテ作成等の ・多様な職種での職場復帰支援技法を開発するため、事務職以外の営業、生産
技能習得に関する支援技法の開発 技能職等に従事している高次脳機能障害者に対する職務再設計と復職支援を

行うとともに、地域センターのジョブコーチとの連携方法を確立した。これ
により、これまで手探りであった高次脳機能障害者の支援の枠組みが提供で
きることとなった。その成果は、当該地域センターに対して連携による効果
的な支援を目的に支援手順書を提供するとともに、職業リハビリテーション
研究発表会でも報告を行った。また、こうした取り組みについて、地域の新
聞にも取り上げられるなど、社会的関心の高さが再確認できた。

ハ 高次脳機能障害者の就労支援に関し、作業評価課題を通じた職業評価とその結
果の活用方法の開発(新規）
・職業準備訓練において、高次脳機能障害者が職業リハビリテーションのサー

、 、 、ビスを受ける上で必要とされる 障害の評価 記憶障害補完手段の活用訓練
生活面のスキル獲得に関して、体系的支援に係る取組を行った。また、この
場合に最も重要な課題となる障害の自己理解と受容を促進するため、グルー

。 。プワークの手法による支援に取り組んだ その成果は研究発表会で報告した
さらに、利用者の声を受けて、平成１６年度から高次脳機能障害者に特化し
た障害理解と受容を促進するためのコースを別途設定した。

ニ ＩＴを活用した視覚障害者の支援として、起業、就業に必要なカルテ作成等の
技能習得に関する支援技法の開発(新規）
・視覚障害者にとってＩＴは有力な支援機器であるが、障害特性上技能習得が
困難で、習得できる機関が限られるため、電子メールによる遠隔教育の手法
を用いて、三療の顧客管理（カルテ、予約調整等）などのＤＢやホームペー
ジ作成技法について訓練を行った。その成果は、職業リハビリテーション研
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究発表会で報告した。

③ 多様な障害に対応した支援技法を開発す ③ 研究成果の積極的な普及・活用 ③ 研究成果の積極的な普及・活用 ③ 研究成果の積極的な普及・活用
ること。 研究成果の普及・活用を図るため、研究 平成１５年１２月に、職業リハビリテー イ 職業リハビリテーション研究発表会

発表会の開催、学会等での発表、各種研修 ションの研究及び実践に携わる関係者の参 平成１５年１２月２日、３日に開催した。
での講義、インターネットを通じての情報 加を得て、職業リハビリテーション研究発

④ 事業主や関係機関に対して、研究・開発 提供等を行うとともに、職業リハビリテー 表会を開催し、研究成果の普及と我が国に (ｲ) プログラム内容
の成果の普及を図るための場を設けるとと ションの関係者や事業主にとって利用しや おける職業リハビリテーションの質的向上 ・研究発表
もに、職業リハビリテーションに関して職 すいマニュアル、教材、ツール等を中期目 に資する。 職業リハビリテーションに関する研究と実践の交流を通じ両者の質的向上
業リハビリテーションの関係者や事業主に 標期間中に１５件以上（※）作成する。 また 研究成果の普及・活用を図るため を図ることを目的として、就労支援技法に関するものを中心に、６５名（う、 、
とって利用しやすいマニュアルや教材等を ※参考：過去３年間の実績 年平均 ３件 学会等での発表、各種研修での講義、イン ち高障機構職員４４名）が発表を行った （別紙 資料 ( ) ）（ （ ） 。 。 2-7- 2 -4
作成・公開すること。 １割増の目標としつつ、４．５を乗じると ターネットを通じての情報提供等を行うと ・研究発表会の開催に際し、障害者の雇用促進にとって事業主への支援、企業

約１５件となる ） ともに、職業リハビリテーションの関係者 との連携・協力が重要であることに鑑み、特別講演「どうすれば障害者雇用。
や事業主にとって利用しやすいマニュアル は進むのか－企業からの提案－ （講師：日本経済団体連合会障害者雇用相談」
等を３件以上作成する。 室障害者雇用アドバイザー）及び、パネルディスカッション「障害者雇用を

進めるために－企業と支援機関との連携－」を企画、実施した。
・基礎講座

研究発表会の開催前に、外部参加者を対象に、職業リハビリテーションに
関する基礎知識の解説を行う講座（３テーマ）を開設した。

(ﾛ) 参加者数
７６２名。内訳は高障機構２９８名（うち、広域・地域センター１５１名 、）
職業安定機関１９１名、福祉１１８名、教育・研究６７名、企業４２名、その
他４６名であった。
(ﾊ) 参加者アンケート（３２８名から回収 （別紙 資料 ( ) ）） 2-7- 2 -5

各プログラムとも「参考になった 「非常に参考になった」との意見が大半」、
（約９５％）で、自由記述においても 「普段、大学の研究の中では聞くことの、
できない貴重な話を聞くことができた 企業側のニーズが聞けて良かった パ」「 」「
ネルディスカッションは聞き応えがありよかった 「ポスター発表は明日から使」
える考え方を得ることができた」等の意見があった。

ロ マニュアル・教材等の作成
(ｲ) 研究成果の普及・活用を図るため、次の７件のマニュアル・教材等を作成し
た。(別紙 資料 ( ) )2-7- 2 -6
なお、作成に際しては、職業リハビリテーション関係者や事業主、障害者本

人等にとって使いやすい形態の成果物の作成に努めた。

) 「職場適応促進のためのトータルパッケージ」a
「精神障害者等を中心とする職業リハビリテーション技法に関する総合的研
究」の成果物として作成した精神障害者や高次脳機能障害者等に対する職業評
価・職業指導の各種技法(ツールを含む)及び訓練プログラム。
本 ｢トータルパッケージ｣は、平成１５年１２月に担当者への説明会を開催

し、職業リハビリテーション業務で活用できるよう配慮した。
) 「働くあなたの健康管理ハンドブック」b
｢知的障害者の職場適応上のための援助技法に関する研究」の成果物として

作成した知的障害者向けに日常の健康管理の方法について示したハンドブッ
ク。成人病の予防や疲労の回復に配慮した内容で、イラストを用い分かりやす
く説明した。
) 知的障害者の職場におけるパソコン利用支援マニュアル「仕事とパソコン」c
「総合的コミュニケーション支援技術の活用を通した、就労の困難な障害者
の職域拡大に関する研究」の成果物として作成した、知的障害者の職場でのパ
ソコン利用を支援するマニュアル。 の基本操作、文字の入力方法なWindows
どについて、平易な文章とイラストで分かりやすく解説した。
なお、開発に際しては、知的障害者にパソコンを使った作業を担当させてい
る企業の協力を得ながら開発し、障害者による試用等を通じて完成度の向上を
図り、また、広範な普及を図るため － の形態で市販化した。CD ROM
) 「職業リハビリテーションのための評価技法ハンドブック」d
「精神障害者等を中心とする職業リハビリテーション技法に関する総合的研
究」の成果物として作成したもので、職業リハビリテーションに使用する各種
検査の紹介、行動観察及びワークサンプル法についての解説等からなる。
) 「就労支援ハンドブック－「学習障害」を主訴とする青年のために－｣e

｢「学習障害」を主訴とする青年の障害特性と就労支援に関する研究（その
２）｣の成果物として作成したもので 「学習障害」についての基礎知識や効果、
的な職業相談・職業指導等の実施方法についての解説、職業リハビリテーショ
ンを利用した｢学習障害｣青年の事例の紹介などからなる。
) ｢リワークプログラムとその支援技法－在職精神障害者の職場復帰支援プロf
グラムの試行について｣
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在職精神障害者の職場復帰支援に係る支援技法として、支援プログラムの開
始前の取り組みからフォローアップに至るまでのプログラムの内容を実施例を
含めて具体的に記述しており、地域センターにおいて在職精神障害者の職場復
帰を支援する際に参考となるものとなっている。
) 事例集｢高次脳機能障害を理解するために｣g
職業リハビリテーションに係る技法開発の一環として行った｢高次脳機能障

害者の職場復帰支援プログラム｣の利用者８名の事例をもとに、障害の理解・
受容に至った経緯や補完手段・対処行動の内容について記述しており、地域セ
ンターにおいて高次脳機能障害者の障害理解を促進するツールとして活用可能
なものとなっている。

(ﾛ) 活用方法
・作成したマニュアル・教材等については、広域･地域センター等の施設、地方
障害法人や関係機関に配布するほか、一般の事業主や障害者等に広く提供し

。（ ）普及を図ることが適当なものについては市販化した 別紙 資料 ( )2-7- 2 -7

ハ 学会等での発表
・職業リハビリテーション研究発表会３０件、日本職業リハビリテーション学
会等の学会１８件、機構の実施する研修・セミナー等での講義５６回（別添
資料 ( ) ）2-7- 2 -2

・ 障害者職業総合センター研究部門ホームページ」を設け、職業リハビリテー「
ションに関する研究成果等の情報を提供した。

( ) 障害者の雇用に関する情報の収集、分析 (3) 障害者の雇用に関する情報の収集、分析及 (3) 障害者の雇用に関する情報の収集、分析及 (3) 障害者の雇用に関する情報の収集、分析及び提供の効果的な実施3
及び提供の効果的な実施 び提供の効果的な実施 び提供の効果的な実施 イ 「障害者職業総合センター研究部門ホームページ」を設け、職業リハビリテーシ
職業リハビリテーションに関する情報を始 職業リハビリテーションに関係する調査研 職業リハビリテーションに関係する調査研 ョンに関する研究成果等の情報を提供している。
めとして、障害者雇用に資する情報を収集、 究成果、図書等の情報を「障害者雇用支援シ 究成果、図書等の情報を「障害者雇用支援シ ロ 平成１５年度においては、１７０，０１６件のアクセス件数があり、その内１
分析し、障害者本人、事業主及び関係機関に ステム」に集積し、インターネットを通じ、 ステム」に集積し、インターネットを通じ、 ２９，８７７件が調査研究報告書等の研究成果に対するものであった （別紙 資。
対して、積極的、効果的に提供を行うこと。 年間のアクセス件数３２０，０００件以上を 平成１５年度のアクセス件数１６０，０００ 料 ( ) ）2-7- 2 -8

、 、 、ホームページ等において、積極的かつ分かり 目標として提供する。 件以上を目標として提供する。 なお 調査研究報告書等は ダウンロードして閲覧する利用者が多いことから
やすく公表することにより、業務の透明性を また、障害者に対する支援や、事業所にお 化していない２０種類について 化を行い、サービスの向上に努めた。PDF PDF
高め、業務内容の充実を図ること。 ける環境整備、地域の支援機関サービスの利

用等に際して役立つ専門的知識や詳細な情報
をデータベースにより職業リハビリテーショ
ン関係機関や事業主に提供するため、必要な
システムの整備を行う。

評価の視点 自己評定 Ｂ 評定 Ｂ

（理由及び特記事項） （理由及び特記事項）
・計画通り進んでいる。

・職業リハビリテーションに係る調査・研究について ・調査研究は、１４テーマについて実施した。 ・開発された技法、マニュアル、教材の評価については、量的指標（何冊マニュアルを作成した）にとどまら、
１４テーマ ※ 実施しているか ※ 数値は平成 ず、いかに社会的に活用できているかの指標がないと「Ａ」になりにくい。（ ） 。（ 15
年度を通じたもの ） ・なぜ（自己評定が）Ｂか。。

・ リワークプログラムの開発」への取り組みは特に評価できる。「
・外部の評価委員が行う、調査・研究に対する評価を ・研究を終了した７テーマについては、業績評価実施規程に基づき研 ・マニュアル、教材等の質の高さは評価できる。
行うとともに、３分の２以上の評価委員から、４段 究評価委員による個別評価を行ない、何れも定められた水準に達す ・職リハ研究会は参加者数と分野、内容等もう一工夫が必要か。
階中上から２段階以上の評価が得られているか。 る評価が得られた。 ・目標、テーマに対する具体的な成果は次年度以降に期待される。

・職業リハビリテーションに係る技法の開発について ・職業準備訓練、職業講習、職業レディネス指導事業等の先駆的サー、
４テーマ ※ 実施しているか ※ 数値は平成 ビスの実施を通して「採用後精神障害者の職場復帰に関し、ストレ（ ） 。（ 15
年度を通じたもの ） ス対処の技法開発及び産業医、医療機関との連携の開発」をはじめ。

とする４本の技法の開発を実施した。

・職業リハビリテーション研究発表会は、計画どおり ・職業リハビリテーション研究発表会は、計画どおり平成１５年１２
実施されたか。 月２日、３日に開催した。研究発表を行った者は６５名、参加者は

７６２名であった。

・マニュアル等の作成について、３以上（※）作成し ・研究成果の普及・活用を図るため 「職場適応促進のためのトータ、
ているか。 ルパッケージ」をはじめとして７件のマニュアル・教材等を作成し
（※ 数値は平成 年度を通じたもの ） た。15 。

・学会等での発表、各種研修での講義、インターネッ ・ 障害者職業総合センター研究部門ホームページ」を設け、研究成「
トを通じての情報提供等を行ったか。 果等の情報を提供している。
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、 ， 、・アクセス件数について、１６０，０００件以上を達 ・平成１５年度においては １７０ ０１６件のアクセス件数があり
成しているか。 その内１２９，８７７件が調査研究報告書等の研究成果に対するも

のであった。

・外部評価（職業リハビリテーション専門部会）において、次のよう
な評価を得た。
①個々の研究の評価結果が目標をクリアしている。
②リワークプログラム、高次脳機能障害などの技法の開発に意欲的
に取り組み、成果を上げている。
③職業リハビリテーション研究発表会は有意義であるが各回のテー
マ、特色等をより明確にすることが望まれる。
④マニュアル・教材等は活用されやすい実践的なものとなってい
る。
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート( )11

中期目標 中期計画 平成１５年度計画 平成１５年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する
業務の質の向上に関する事項 業務の質の向上に関する目標を達成するた 業務の質の向上に関する目標を達成するた ためとるべき措置

めとるべき措置 めとるべき措置

８ 障害者職業能力開発校の運営業務の実施に ８ 障害者職業能力開発校の運営業務の実施に ８ 障害者職業能力開発校の運営業務の実施に ８ 障害者職業能力開発校の運営業務の実施に関する事業
関する事項 関する事項 関する事項
機構が運営業務を行う障害者職業能力開発 機構が運営業務を行う障害者職業能力開発 機構が運営業務を行う障害者職業能力開発
校に関しては、入校者の障害の重度化、多様 校に関しては、入校者の障害の重度化、多様 校に関しては、入校者の障害の重度化、多様
化が進んでいることにかんがみ、広域障害者 化が進んでいることにかんがみ、広域障害者 化が進んでいることにかんがみ、広域障害者
職業センターとの密接な連携の下、知的障害 職業センターとの密接な連携の下、知的障害 職業センターとの密接な連携の下、知的障害
者、精神障害者等を含む職業的重度障害者に 者、精神障害者等を含む職業的重度障害者に 者、精神障害者等を含む職業的重度障害者に
対して、個々の訓練生の障害の程度、態様等 対して、個々の訓練生の障害の程度、態様等 対して、個々の訓練生の障害の程度、態様等
を十分考慮し、弾力的な運営を図るほか、個 を十分考慮し、弾力的な運営を図るほか、個 を十分考慮し、弾力的な運営を図る他、個々
々の訓練生に適した訓練内容を定めるなど、 々の訓練生に適した訓練内容を定めるなど、 の訓練生に適した訓練内容を定めるなど、障
障害者の障害の特性に応じたよりきめ細かな 障害者の障害の特性に応じたよりきめ細かな 害者の障害の特性に応じたよりきめ細かな配
配慮を加えた先導的な職業訓練を実施するこ 配慮を加え、他の障害者職業能力開発校等に 慮を加え、他の障害者職業能力開発校等に成
と。 成果を提供できるような先導的な職業訓練を 果を提供できるような先導的な職業訓練を実

実施する。 施する。

( ) 障害者の職業訓練機会の拡大 (1) 障害者の職業訓練機会の拡大 (1) 障害者の職業訓練機会の拡大 (1) 障害者の職業訓練機会の拡大1
この中期目標期間中に、受講者数３０％ 入校者の障害の重度化に十分対応しつつ関 入校者の障害の重度化に十分対応しつつ関 イ 職業的重度障害者に対し、個々の訓練生の障害状況等に応じた個別カリキュラ

（※）増を達成する。在職者及び離転職者に 係機関との一層緊密な連携を図り、重度障害 係機関との一層緊密な連携を図り、職業訓練 ムを設定するとともに、職業訓練実施中において見いだされた個別課題に応じた
対する職業訓練については機動的に実施する 者を積極的に受け入れることにより、この中 を実施する。また、重度障害者、離転職者に 見直しを図りつつ、先導的な職業訓練を実施した （別紙 資料 ( ) ）。 2-8- 1 -1
こと。 期目標期間中に、受講者数３０％増（※）を 対する職業訓練を積極的に実施する。
また、重度障害者を積極的に受け入れるこ 達成する。また、在職者及び離転職者に対す さらに、企業の人材ニーズに対応した訓練 ロ 入所希望者の待機期間を短くすること及び入所者数を分散することによりきめ
と。 る職業訓練については機動的に実施する。特 内容を設定するなど在職者の訓練を機動的に 細かな指導が実現できるよう随時入所により年間を通じて職業訓練機会を提供し

（※参考：平成１４年度受講者数 ２１１人） に離転職者の受け入れについては、近年障害 実施する。 た。
者の解雇者数が高水準で推移していることに 在職者訓練については、事業主のニーズに応じた内容、時期、期間を設定する
かんがみ、その訓練機会の拡大を図る。 オーダーメイド型の職業訓練を中心に機動的な実施に努めた。
（※参考：１４年度受講者数 ２１１人）

( ) 障害者に対する訓練内容の充実 (2) 障害者に対する訓練内容の充実 (2) 障害者に対する訓練内容の充実 (2) 障害者に対する訓練内容の充実2
企業ニーズに的確に対応するとともに、障 企業ニーズに的確に対応するとともに、障 企業ニーズに的確に対応するとともに、障 イ 知的障害者、精神障害者、高次脳機能障害者に対し、職業訓練指導員と障害者

害者の職域拡大を念頭において、より就職に 害者の職域拡大を念頭において、より就職に 害者の職域拡大を念頭において、より就職に 職業カウンセラーとのチームティーチングにより技能指導に加えて職業生活指導
結びつく職業訓練の実施に努め、経済・雇用 結びつく職業訓練の実施に努め、経済・雇用 結びつく職業訓練の実施に努め、経済・雇用 を行う等きめ細かく先導的な職業訓練を実施した。
失業情勢を踏まえつつ、職業紹介等の業務を 失業情勢を踏まえつつ、職業紹介等の業務を 失業情勢を踏まえつつ、職業紹介等の業務を
担当する公共職業安定機関との緊密な連携を 担当する公共職業安定機関との緊密な連携を 担当する公共職業安定機関との緊密な連携を ロ 受講者数に占める職業的重度障害者の割合は７１．９％となった。特に知的障
図り、中期目標の期間中において修了者等の 図り、中期目標の期間中において修了者等の 図り、修了者等の就職率が６０％以上となる 害者、精神障害者、高次脳機能障害者の割合は平成１４年度の１３．３％から１

． （ 「 」）。就職率が６０％以上（※）となることに資す 就職率が６０％以上（※）となることに資す ことに資するため、指導技法の開発、訓練カ ７ ９％に拡大した 別紙 資料 ( ) 年度別知的障害者等割合推移状況2-8- 2 -1
るため、その内容の充実を図ること。 るため、指導技法の開発、訓練カリキュラム リキュラムの見直し等により、その内容の充 雇用失業情勢が厳しい中で、実際の職場での実習指導を積極的に行う等により
（※参考：障害者職業能力開発校における平成 の見直し等によりその内容の充実を図る。 実を図る。 就職に結びつく職業訓練の実施に努めた。その結果、就職率は７９．１％と高い

。 、 、１４年度の就職率 ５７．１％） また、先導的な職業訓練実施の成果をもと また、指導技法検討会議を開催し、平成１ 水準を維持することができた また 知的障害者についてはチームティーチング
また、先導的な職業訓練実施の成果をもと に、知的障害者、精神障害者等を含む職業的 ５年度においては高次脳機能障害者に対する 職場実習の効果的な実施等により就職率を７５．０％とすることができた （別紙。
に、知的障害者、精神障害者等を含む職業的 重度障害者に対する職業訓練内容、指導技法 職業訓練内容、指導技法等に関する実践・検 資料 ( ) 「年度別就職率推移状況 ）2-8- 2 -1 」
重度障害者に対する職業訓練内容、指導技法 等をマニュアル等にとりまとめ、他の障害者 討結果を実践報告書にとりまとめ、他の障害
等を他の障害者職業能力開発校等に提供する 職業能力開発校等に提供することにより、障 者職業能力開発校等に提供する。あわせて障 ハ 民間外部講師の活用については、平成１４年度の１，００８時間から３，９６
ことにより、障害者職業訓練全体のレベルア 害者職業訓練全体のレベルアップに貢献す 害者能力開発指導者交流集会を開催すること ８時間に拡大した（別紙 資料 ( ) 「外部講師活用時間数比較 。2-8- 2 -2 」）
ップに貢献すること。 る。 により、障害者能力開発施設に対してノウハ
職業訓練の実施に当たっては、民間外部講 職業訓練の実施に当たっては、ＩＴ基礎訓 ウを提供するとともに、参加施設が互いに情 ニ アンケート調査（別紙 資料 ( ) ）2-8- 2 -3

師の活用等による委託の拡大を図り、効率的 練等における民間外部講師の活用等による委 報交換できる場を提供する。 ・平成１６年１月１３日から３月１２日までの２ヶ月間に職業訓練を修了した
な運営を行うこと。 託の拡大を図り、効率的な運営を行う。 なお、職業訓練の実施にあたっては、ＩＴ ４３人を対象に実施した。回答者は４２人（回収率９７．７％）であり、回

（※参考：障害者職業能力開発校における１４ 関連分野等、民間の人材を活用できる訓練に 答者の８５．７％から「満足した」との回答が得られた。
年度就職率 ５７．１％） おいて、民間外部講師の活用の拡大を図る。 ・アンケート調査の自由記述において、求職者訓練については、個別カリキュ

ラムによる訓練に対し好評価を得られたが、指導員数の不足、訓練生との対
話不足を示唆する内容の意見が挙げられた。また、在職者訓練については、
オーダーメイド方式での実施により概ね好評価を得られた。

ホ 指導技法の取りまとめ、ノウハウの提供
・国立職業リハビリテーションセンター（中央障害者職業能力開発校 、国立吉）
備高原職業リハビリテーションセンター（吉備高原障害者職業能力開発校）
両施設及び職業リハビリテーション部の合同による「職業的重度障害者に対
する指導技法等検討会議」を設置し、職業訓練を通じて蓄積した指導技法等
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を取りまとめ、報告書を作成した。報告書は利便性を考慮し、ＣＤにより作
成した。また、過去に作成した知的障害者に関する報告書（１０本）の引き
合いが多いこと及びその利用しやすさを考慮し、今までの報告書も同じＣＤ
内に収めて関係機関に配付した。また、機構ホームページにおいて公開する
ことにより 更に広い範囲の需要に応えられる形とした 別紙 資料 ( )、 。（ 2-8- 2
）-4

・障害者能力開発指導者交流集会（主催：当機構）には、公立及び民間の障害
者能力開発施設等から約５０名の参加を得た。また、本集会では当機構から
高次脳機能障害者の取り組みについて２題発表を行った。アンケート調査の
結果、参加者のうち９０．９％から「業務の参考になった」との回答が得ら
れた。また、発表内容、質疑応答、アンケート結果等を報告書にまとめ、出
席者及び関係機関に配布することにより、出席者以外にも本集会の成果を普
及した（別紙 資料 ( ) 。2-8- 2 -5）
・高次脳機能障害の代償手段の共同研究（国立身体障害者リハビリテーション
センター、明電ソフトウェア株式会社）に参画し、そこで開発された「認知
機能障害者用支援装置」について３月１５日に特許出願（三者共同出願）し
た（別紙 資料 ( ) 。2-8- 2 -6）

評価の視点 自己評定 Ａ 評定 Ａ

○個々の訓練生の障害の程度 態様等を十分に考慮し （理由及び特記事項） （理由及び特記事項）、 、
弾力的な運営が図られているか、また障害の特性に ・就職率等の数値目標達成を評価する。
応じたよりきめ細かな配慮を加え、先導的な職業訓 ・高次脳機能障害の代償手段の開発については評価できる。
練が実施されているか。 ・障害者職業能力開発校の対象者は「職業的重度障害者」であろうが、就職率（特に知的障害者）に関し、も

う一考、と期待するのは酷か。
・重度障害者を積極的に受け入れているか。 ・受講者に占める重度障害者の割合は、７１．９％である。特に、知 ・訓練校の講習会のアンケート 「否定的自由記載」で気になることあり（指導員の対応 。対応をお願いした、 ）

的障害者 精神障害者 高次脳機能障害者の割合は １３ ３％ 平 い。、 、 、 ． （
成１４年度）から１７．９％に拡大した。 ・職業能力開発校としての最重要役割は、十分に達成している。

・就職率がもっとも な成果目標。その数値（目標６０％以上）の妥当性にやや疑問。Critical
・受講者数は、中期目標期間中に３０％増を達成する ・受講者数については中期目標に定められた目標を達成するため、随
ことが可能な程度に推移しているか。 時入所による職業訓練機会の設定に努めた。

・在職者及び離転職者に対する職業訓練が機動的に実 ・離職者に対する職業訓練は、本人の状況に応じた短期課程又は普通
施されているか。 課程による職業訓練実施に加え、随時入所随時修了による機動的な

実施に努めた。

・企業ニーズに対応した、より就職に結びつく職業訓 ・在職者に対する職業訓練は、事業主ニーズに応じたオーダーメード
練が実施されているか。 型の職業訓練による機動的な実施に努めた。

・修了者等の就職率が６０％以上となることに資する ・個々の訓練生の障害状況等に応じた個別カリキュラムの設定・、見
ため、指導技法の開発、訓練カリキュラムの見直し 直しと、特に知的障害者に対しては職業訓練指導員と障害者職業カ
等を行い訓練内容の充実が図られているか。 ウンセラーとのチームティーチングにより技能指導に加えて職業生

活指導を行う等きめ細かく先導的な職業訓練を実施することによ
り、高水準の就職率が維持された。

・先導的な職業訓練実施の成果が、他の障害者職業能 ・ 職業的重度障害者に対する指導技法等検討会議」を設置し、職業「
力開発校等に提供されているか。 訓練を通じて蓄積した指導技法等を取りまとめた。

・また、この成果は知的障害者に関する報告書（１０本）を含め、Ｃ
Ｄ－ＲＯＭ化し、関係機関へ配布した。
・障害者能力開発指導者交流集会を開催し、公立及び民間の障害者能
力開発施設等から参加した指導員約５０名に対して高次脳機能障害
者の取り組み等について先導的な職業訓練の成果について提供を図
った。

、 ， ，・民間外部講師の活用等により、職業訓練の効率的な ・外部講師の活用については 平成１４年度の１ ００８時間から３
運営が行われているか。 ９６８時間に拡大した。



30

高齢・障害者雇用支援機構評価シート( )12

中期目標 中期計画 平成１５年度計画 平成１５年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する
業務の質の向上に関する事項 業務の質の向上に関する目標を達成するた 業務の質の向上に関する目標を達成するた ためとるべき措置

めとるべき措置 めとるべき措置

９ 納付金関係業務等の実施に関する事項 ９ 納付金関係業務等の実施に関する事項 ９ 納付金関係業務等の実施に関する事項 ９ 納付金関係業務等の実施に関する事項
障害者の雇用に関する事業主の社会連帯責
任の円滑な実現を図る観点から、障害者の雇
用に伴う事業主の経済的負担を調整するとと
もに、障害者の雇用の促進等を図るため設け
られた「障害者雇用納付金制度」に基づく、

、 、障害者雇用納付金の徴収 障害者雇用調整金
報奨金及び各種助成金の支給等の機構が実施
する納付金関係業務については、障害者の雇
用の促進に寄与するために、法律の目的にの
っとり、適正かつ効率的な運営を図ること。
また、障害者の雇用に関する研究、調査、
講習の事業、啓発の事業を効果的に実施する
ことにより、事業主の障害者雇用の取組みを
支援し、障害者の雇用促進を図ること。
( ) 障害者雇用納付金の徴収及び障害者雇用 (1) 障害者雇用納付金の徴収及び障害者雇用調 (1) 障害者雇用納付金の徴収及び障害者雇用調 (1) 障害者雇用納付金の徴収及び障害者雇用調整金、報奨金の支給に関する業務の適1
調整金、報奨金の支給に関する業務の適切な 整金、報奨金の支給に関する業務の適切な実 整金、報奨金の支給に関する業務の適切な実 切な実施
実施 施 施
①障害者雇用納付金の徴収、障害者雇用調整 ①障害者雇用納付金制度に対する理解の促進 ①障害者雇用納付金制度に対する理解の促進 ① 障害者雇用納付金制度に対する理解の促進
金、報奨金の支給については、適正かつ効 障害者雇用納付金制度について適切な周 障害者雇用納付金制度については、事業 イ 事業主説明会は、２５４回開催した （別紙 資料 ( ) ）。 2-9- 1 -1
率的に行うことはもとより、障害者雇用納 知、理解の促進を図るため、関係機関との 主から的確な申告・支給申請がなされるよ ・事業主説明会出席者６，１６９社に対し 「制度の内容や事務手続きについて、

」 （ ， 、付金制度の周知、理解の促進を図るため、 連携を図りつつ、事業主説明会を毎年度平 う、事業主説明会の開催、パンフレット、 理解できたか とのアンケート調査を実施した 有効回答数：５ ０２９社
関係機関との連携を図りつつ、事業主説明 均で２５０回以上（※）開催するほか、パ 記入説明書等の配付により、制度及び事務 回収率８１．５％ 。）
会を幅広く実施すること。 ンフレット、記入説明書等の配布を行う。 手続きについて適切な周知、理解の促進を ・この結果、９５．２％の事業主から「理解できた」及び「やや理解できた」

（※参考：過去３年間の説明会の年平均開催 図る。 との評価を得た。
回数 約２３０回） なお、事業主説明会の開催については、 なお、アンケートにより示された意見については、今後の事業主説明会の

関係機関との連携を図りつつ、２５０回以 充実のために活用するよう地方障害法人に対して指導を行った。
上開催するほか、今後の事業主説明会の内 ・各種パンフレット等を作成し、地方障害者法人を通じ、事業主説明会等にお
容の充実に資するため、新たに参加者アン いて配布又は郵送により、制度の周知に努めた。
ケートを実施する。 なお、平成１５年度から適用された障害者雇用調整金及び報奨金の支給申
また、障害者雇用率達成指導業務を実施 請期限等の繰り上げについてその周知を図るため、周知用チラシを作成し対

する職業安定機関と緊密な連携を図り、必 象事業主あてに郵送配付した
要な情報交換を行うとともに、地方障害法 ロ 職業安定機関との情報交換会は、７６回実施した。なお、会議に当たっては機
人の業務担当者を対象に会議を開催し、制 構（納付金部）の指示に基づき、納付金徴収業務等の適切な実施において必要と
度及びその運営についての共通の理解と認 なる情報の提供等について依頼した。
識を深める。 ハ 地方障害法人と機構（納付金部）との連絡会議は、６回（全国６ブロックで実

施）開催した。
ニ 事業主の申告、申請書等作成事務の簡素化を図るため、平成１４年度からパソ
コン作成用様式のダウンロードファイルを機構ホームページに掲載しており、今
年度は計算式の簡素化、文字等のポイントを大きくするなどのバージョンアップ
を行った。その結果、昨年度に比べこれを利用した申告等が７％から３１％に増
加した （抽出調査対象：東京所在調整金支給事業主約４４０社）。

② 障害者雇用納付金については、厳正な審 ② 障害者雇用納付金の徴収及び障害者雇用 ② 障害者雇用納付金の徴収及び障害者雇用調 ② 障害者雇用納付金の徴収及び障害者雇用調整金 報奨金の支給 別紙 資料 ( )、 （ 2-9- 1
査、調査の実施により、９９％以上（※） 調整金、報奨金の支給 整金、報奨金の支給 ）-2
の収納率を維持すること。 障害者の雇用の促進等に関する法律に基 障害者雇用納付金については、厳正な審 イ 厳正な審査や的確な事業主調査の実施による徴収又は支給
（※参考：過去５年間の収納率はいずれの年 づき、障害者雇用納付金の的確な徴収及び 査を実施するほか、正確な申告及び納付期 障害者雇用納付金の収納率９９％以上の維持を図るため、督励状及び督促状
も９９％以上） 障害者雇用調整金、報奨金の適正な支給を 限の遵守についての指導・督励を行うとと の発出に併せ、こまめに電話督励を行った結果、９９．９％と極めて高い収納

行うため、厳正な審査を実施するほか、障 もに、本部及び駐在事務所において、障害 率を達成した。
害者雇用納付金申告対象事業主等に対する 者雇用納付金申告対象事業主等に対する調 ・平成１５年度においては調整金、報奨金について、不正受給と認められる案
調査を的確に実施することにより、障害者 査を的確に実施することにより、９９％以 件はなかった。
雇用納付金については９９％以上（※）の 上の収納率を維持する。 ロ 障害者雇用納付金 １１，３８２件 ２３，９４７百万円
収納率を維持する。また、障害者雇用率達 また、障害者雇用調整金及び報奨金の支 ハ 障害者雇用調整金 ２，２６０件 ３，７９２百万円
成指導業務を実施する職業安定機関と緊密 給に関しても、厳正な審査を実施する。 ニ 報奨金 ２，１０５件 ３，８８８百万円
な連携を図り、必要な情報交換を行う。 ③ 新障害者雇用納付金電算機処理システムの ③ 新障害者雇用納付金電算機処理システムの効果的な活用
さらに、業務の効率化及び障害者雇用納 効果的な活用 各自に配備されたパソコンから直接システムのデータベースにアクセスできるな

付金申告対象事業主等の利便性の向上を図 平成１５年度から稼働を開始した新障害 どの改善を図り、事業主からの照会等に対して、速やかで的確な助言、指導などを
るため、必要に応じ電算機処理システムの 者雇用納付金電算機処理システムの効果的 行うことができた。



31

見直しを実施する。 な活用を通じ、事務処理の効率化、迅速化
（※参考：過去５年間の収納率はいずれの年 を図り、一層の事業主サービスの向上を図
も９９％以上） る。

④ 調査の的確な実施 ④ 調査の的確な実施
調査に当たっては、特に次の点に留意し イ 調査は計画どおり１，１４０件実施した （別紙 資料 ( ) ）。 2-9- 1 -3

実施する。 ロ 調査に当たっては、特に正確な常用雇用労働者数の把握のため出向者、パート
イ 効率的な調査を行うため、地方障害法人 タイム労働者等の取扱いに留意して実施した。その結果、申告、申請金額の変更
の把握する情報を積極的に活用する。 を要することとなった事業主数は１３３社であり、調査実施件数に対する割合は
ロ 出向者、パートタイム労働者及び派遣労 １１．７％であった。
働者の取扱いに留意して、正確な常用雇用
労働者数の把握を行う。
⑤ 申告・申請の電子化に関する検討 ⑤ 申告・申請の電子化に関する検討

障害者雇用納付金の申告・納付及び障害 厚生労働省からの実施方策提示が年度末であったことから、具体的な検討を開始
者雇用調整金、報奨金の支給申請手続の電 することができなかったが、電子納付の実施方法について日本マルチペイメントネ
子化については、厚生労働省から提示され ットワーク推進協議会等と協議を行うなど、そのシステムのあり方等について検討
る実施方策に沿って、事業主サービスの向 を行った。
上と事務処理の効率化、迅速化を図るとの

、 、観点から そのシステムのあり方等に関し
新たに検討を始める。

評価の視点 自己評定 Ａ 評定 Ｂ

○障害者雇用納付金関係業務については、障害者の雇 （理由及び特記事項） （理由及び特記事項）
用の促進に寄与するために適正かつ効果的に行われ ・計画通り進んでいる。
ているか。 ・納付金の収納率達成を評価する。ただし、他の項目については「Ｂ」レベル。
・事業主説明会について、２５０回以上開催している ・事業主説明会は、２５４回開催した （別紙 資料 ( ) ） ・収納率９９．９％は大いに評価できるが、いわば「そうあって当然」の事。。 2-9- 1 -1
か。 ・この数値目標は、下回らないことに意味あり （守りの目標）全収納できることが妥当なもの。。

・参加者アンケートを実施しているか。 ・事業主説明会出席者６，１６９社に対し 「制度の内容や事務手続、
きについて理解できたか」とのアンケート調査を実施した（有効回
答数：５，０２９社、回収率８１．５％ 。）

・事業主の障害者雇用納付金制度に対する理解を促進 ・各種パンフレットの作成、配布及び事業主説明会を開催するなどし
するために各種措置を講じているか。 て理解の促進を図った。また平成１５年度からの障害者雇用調整金

及び報奨金の支給申請期限等の繰り上げについて、対象事業主に対
して周知した。

・職業安定機関と緊密な連携を図っているか。 ・職業安定機関との情報交換会は、７６回実施し、緊密な連携を維持
した。

・地方障害法人の業務担当者を対象とした会議を開催 ・地方障害法人と機構（納付金部）との連絡会議は、６回（全国６ブ
しているか。 ロックで実施）開催した。

・障害者雇用納付金の収納率について、９９％以上の ・納付金の収納率は９９．９％であった （別紙 資料 ( ) ）。 2-9- 1 -2
収納率を達成しているか。 ・９９％以上の収納率を達成するため、督励状及び督促状の発出のほ

か、こまめに電話督励を行った。

・障害者雇用調整金及び報奨金の支給について不正受 ・障害者雇用調整金及び報奨金について、不正受給はなかった。
給は行われていないか。また、行われた場合の対処
は適切か。

・新障害者雇用納付金電算機処理システムを効果的に ・各自に配備されたパソコンから直接システムのデータベースにアク
活用することにより、サービスの向上が図られてい セスできるなどの改善を図り、事業主からの照会等に対して、速や
るか。 かで的確な助言、指導などを行うことができ、サービスの向上に役

立った。

、 ， 。（ ）・調査は計画どおり実施されているか。 ・調査は計画どおり １ １４０件実施した 別紙 資料 ( )2-9- 1 -3

・実施方策に沿って検討が開始されているか。 ・厚生労働省からの実施方策提示が年度末であったことから、具体的
な検討を開始することができなかったが、電子納付の実施方法につ
いて日本マルチペイメントネットワーク推進協議会等と協議を行う
など、そのシステムのあり方等について検討を行った。

・外部評価では、９９％以上の収納率の達成に向けた取り組みに関し
て評価をする旨のコメントがなされた。
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート( )13

中期目標 中期計画 平成１５年度計画 平成１５年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する
業務の質の向上に関する事項 業務の質の向上に関する目標を達成するた 業務の質の向上に関する目標を達成するた ためとるべき措置

めとるべき措置 めとるべき措置

９ 納付金関係業務等の実施に関する事項 ９ 納付金関係業務等の実施に関する事項 ９ 納付金関係業務等の実施に関する事項 ９ 納付金関係業務等の実施に関する事項
障害者の雇用に関する事業主の社会連帯責
任の円滑な実現を図る観点から、障害者の雇
用に伴う事業主の経済的負担を調整するとと
もに、障害者の雇用の促進等を図るため設け
られた「障害者雇用納付金制度」に基づく、

、 、障害者雇用納付金の徴収 障害者雇用調整金
報奨金及び各種助成金の支給等の機構が実施
する納付金関係業務については、障害者の雇
用の促進に寄与するために、法律の目的にの
っとり、適正かつ効率的な運営を図ること。
また、障害者の雇用に関する研究、調査、
講習の事業、啓発の事業を効果的に実施する
ことにより、事業主の障害者雇用の取組みを
支援し、障害者の雇用促進を図ること。

( ) 障害者雇用納付金制度に基づく助成金の (2) 障害者雇用納付金に基づく助成金業務の (2) 障害者雇用納付金に基づく助成金業務の適 (2) 障害者雇用納付金に基づく助成金業務の適切な実施2
支給業務の適切な実施 適切な実施 切な実施

障害者雇用に関する事業主への助成金支給 ① 事業主の利便性を図るため、機構におい ① 事業主の利便性を図るため、助成金の種 ① 事業主の利便性
については、障害者雇用に係る事業主支援・ て支給する各種助成金の支給要件 助成率 類ごとに支給対象事業主、支給対象措置、 イ 平成１５年１０月１日に助成金の制度改正がなされたことから、その改正に沿、 、
援助の実施を通じて障害者の働く場の整備を 申請窓口の所在地等をホームページ等で公 支給対象費用、助成率及び手続等を解説し い、支給要領を制定した。制定に際しては、支給対象措置の要件の緩和、一部の
図るため、適正かつ効率的に行うことはもと 開するとともに、助成金業務の効率化を図 たパンフレットを作成するほか、各種助成 助成金について、他の助成金と相違していた申請時期の是正、支給限度額の設定
より、助成金制度、申請手続き等を周知する り、事業主に対する助成金の助言・援助を 金の概要、相談・申請窓口の照会等に活用 の簡素化、支給申請書の見直し、及び添付書類の簡素化を図った。
こと、事業主が利用しやすい手続きとするこ 行うなどのサービスの向上を図る。 しているホームページについても、より適 ロ 事業主の利便性の向上の側面からの実施概要
と、助成金を障害者雇用に効果的に活用でき また、地方障害法人及び職業安定機関等 切な情報提供に向けて検討を進める。 ・パンフレットの作成に当たっては、原則として、助成金の種類ごとに作成し
るように事業主に対して助言・援助を行うこ との密接な連携を図り、制度の周知徹底を また、支給申請書様式及び添付書類の整 た。
と、など事業主に対するサービスの向上を図 図る。 理・簡素化を行い、支給申請手続きの効率 ・各種助成金の支給要件、助成率及び申請窓口の所在地の情報等をホームペー
ること。 なお、助成金の支給要件等に変更があっ 化を図るとともに、申請書等の記入上の注 ジに掲載した。

た場合は、当該変更が確定した日から、７ 意事項を説明した文書を申請事業主等に配 ・支給申請書様式及び添付書類の整理・簡素化として、平成１５年１０月１日
日以内にホームページ等で公開する。 布する等により、サービス向上を図る。 付けの支給要領の制定に併せ 「公共職業安定所長の意見書」の添付を撤廃し、

なお、障害者の雇用の促進等に関する法 た。
律施行規則の改正等により助成金の支給要 また、助成金支給請求書のプレプリント化に対応する助成金を 種類から1
件等に変更があった場合は、その施行日か ２６種類（細目）に拡大した（支給対象期間中６ヶ月ごとに支給請求行為を
ら７日以内にホームページ等で公開するな 要する助成金のすべて 。）
ど、制度改正の迅速な周知を行う。 ・制度改正内容のホームページへの掲載については、平成１５年１０月１日付

けの支給要領の改正に併せて、１０月７日にホームページに掲載した。

② 適正な助成金業務を実施するため、厳正 ② 適正な助成金業務を実施するため、厳正 ② 適正な助成金業務の実施
な審査と支給対象事業所に対する計画的な な審査と支給対象事業所に対する計画的な イ 厳正な審査を実施した。
調査を行うとともに、地方障害法人の助成 調査を行うとともに、地域別に地方障害法 ロ 計画的な調査については、駐在事務所による支給後調査６６事業所、助成部職
金業務担当者会議を少なくとも年１回開催 人の助成金業務担当者会議を１月から２月 員による支給前調査２５事業所、各事業所に支給している計１２８件の助成金に
する等により、助成金業務に関する問題点 にかけて開催するなど、助成金業務に関す ついて調査を実施した。また、助成金業務担当者会議を実施した（平成１６年１
等について情報交換を行うように努め、密 る問題点等について情報交換を行うように 月～２月に納付金部と共催で６ブロックで開催 。 （別紙 資料 ( ) ）） 2-9- 2 -1
接な連携を図る。 努め、密接な連携を図る。 なお、平成１５年度においては不正受給のケースは発生しなかった。
また、不正受給が発生した場合は、再発 また、不正受給が発生した場合は、再発

防止の観点から、その原因を究明し、地方 防止の観点から、その原因を究明し、地方
障害法人その他関係機関に対して適切な情 障害法人その他関係機関に対して適切な情
報提供を行う。 報提供を行う。

③ 機構と厚生労働省は、助成金業務の問題 ③ 機構と厚生労働省は、助成金業務の問題 ③ 密接な情報交換の実施
点等に対する情報交換等の密接な連携を図 点等に対する情報交換等の密接な連携を図 機構と厚生労働省間においても密接な情報交換を実施したほか、地方障害法人に
るとともに、地方障害法人と職業安定機関 るとともに、地方障害法人と職業安定機関 おいても地方労働局と延べ３５３回の情報交換を実施した。
との間においても助成金業務に関し密接な との間においても助成金業務に関し密接な
連携を図り、適切な助成金業務を行う。 連携を図り、適切な助成金業務を行う。
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評価の視点 自己評定 Ａ 評定 Ｂ

（理由及び特記事項） （理由及び特記事項）
・事業主に対する周知を含め、事業主の利便性を高め ・平成１５年１０月１日付けでなされた制度改正に沿って、支給要領 ・目標を着実に達成したとみるべきである。
るための各種措置が行われているか。 を制定し、支給対象措置の要件の緩和、一部の助成金について、他

の助成金と相違していた申請時期の是正、支給限度額の設定の簡素
化、支給申請書の見直し（プレプリント化含む 、及び添付書類の）
簡素化を図った。
・分かりやすいパンフレットの作成等による周知広報に努めた。

・助成金の要件等の変更について、７日以内にホーム ・助成金の要件変更等の制度改正の内容等については、改正後７日以
ページに掲載しているか。 内（１０月７日）にホームページで公開した。

・助成金の不正受給は行われていないか。また、行わ ・助成金の不正受給はなかった。
れた場合の対処は適切か。

・地方障害法人における助成金業務担当者会議を開い ・機構と厚生労働省間においても密接な情報交換を実施したほか、地
ているか。 方障害法人においても地方労働局と延べ３５３回の情報交換を実施
・厚生労働省と密接な連携が図られているか。 した。
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート( )14

中期目標 中期計画 平成１５年度計画 平成１５年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する
業務の質の向上に関する事項 業務の質の向上に関する目標を達成するた 業務の質の向上に関する目標を達成するた ためとるべき措置

めとるべき措置 めとるべき措置

９ 納付金関係業務等の実施に関する事項 ９ 納付金関係業務等の実施に関する事項 ９ 納付金関係業務等の実施に関する事項 ９ 納付金関係業務等の実施に関する事項
障害者の雇用に関する事業主の社会連帯責
任の円滑な実現を図る観点から、障害者の雇
用に伴う事業主の経済的負担を調整するとと
もに、障害者の雇用の促進等を図るため設け
られた「障害者雇用納付金制度」に基づく、

、 、障害者雇用納付金の徴収 障害者雇用調整金
報奨金及び各種助成金の支給等の機構が実施
する納付金関係業務については、障害者の雇
用の促進に寄与するために、法律の目的にの
っとり、適正かつ効率的な運営を図ること。
また、障害者の雇用に関する研究、調査、
講習の事業、啓発の事業を効果的に実施する
ことにより、事業主の障害者雇用の取組みを
支援し、障害者の雇用促進を図ること。

( ) 障害者の雇用に関する研究、調査、講習 ( ) 障害者の雇用に関する研究、調査、講習 (3) 障害者の雇用に関する研究、調査、講習の (3) 障害者の雇用に関する研究、調査、講習の事業及び啓発の事業の効果的な実施3 3
の事業、啓発の事業の効果的な実施 の事業及び啓発の事業の効果的な実施 事業及び啓発の事業の効果的な実施
① 障害者の雇用・就業分野の拡大を図るた ① 障害者の雇用に関する調査研究の実施 ① 障害者の雇用に関する調査研究の実施 ① 障害者の雇用に関する調査研究の実施
め、就労支援機器、職務再編成、職場環境 企業における障害者の雇用に係る問題の 企業における障害者の雇用に係る問題の イ 報告書、マニュアル（別紙 資料 ( ) ）2-9- 3 -1
の改善、職域拡大及びキャリアアップのた 解決、雇用管理の改善及び障害者の雇用機 解決、雇用管理の改善及び障害者の雇用機 ・報告書は 「障害者就業支援におけるケアマネジメントと支援ネットワークの、
めの雇用管理に関する研究を実施し、事業 会の拡大に資するため、事業主のニーズ及 会の拡大に資するため、事業主のニーズ及 形成Ⅱ」及び「精神障害者の雇用事例についての研究調査Ⅱ」の２テーマを
主が利用しやすい報告書、マニュアル等の び障害の種類に配慮しつつ、障害者の雇用 び障害の種類に配慮しつつ、障害者の雇用 作成した。
成果物を発表すること。 に関する技術的事項に関する調査・研究を に関する技術的事項に関する調査・研究を ・マニュアルは 「障害者雇用マニュアル№ 建設業における障害者雇用事、 94

実施する。 実施する。 例 「障害者職域拡大マニュアル№ 知的障害者の職場定着推進マニュア」 14
また、調査研究の成果をとりまとめた報 また 「知的障害者の職域拡大等雇用促 ル 「障害者職域拡大マニュアル№ はじめての障害者雇用 「平成１５年、 」 」15

告書、事業主等の利用しやすいマニュアル 進に関する研究 「知的障害者・精神障害者 度障害者雇用職場改善好事例・入賞事例集［聴覚障害者 」の４テーマを作成」 ］
等を中期目標の期間中に２５件以上（※） の職業自立に向けた事業主支援の展開のた した。
作成する。 めの研究調査 「重度障害者の職域開発に関 ・ビデオ等は 「聴覚障害者とともに働く」を作成した。」 、

（ （ ） 。 、 「 」※参考：過去３年間の実績 年平均 ５件 する研究」等調査研究の成果をとりまとめ なお 平成１５年度応募作品 ともに歩んで～知的障害者雇用の最前線～
１割増の目標としつつ、４．５を乗じると た報告書、事業主等の利用しやすいマニュ （平成１４年度作成ビデオ）が、平成１６年度日本産業映画・ビデオコンク
約２５件となる ） アル等を６件以上作成する。 ールにおいて奨励賞を受賞した （別紙 資料 ( ) ）。 。 2-9- 3 -2
さらに、事業主等に対して障害者雇用事 さらに、事業主等に対して障害者雇用事 ・報告書、マニュアル等は公共職業安定所及び事業所等に配布した （別紙 資。

例等を提供する｢障害者雇用リファレンスサ 例等を提供する｢障害者雇用リファレンス 料 ( ) ）2-9- 3 -3
ービス｣の充実を図り、企業のニーズに対し サービス｣は、障害者雇用のモデルとなる ・報告書及びマニュアル等については、障害者雇用の経験がない企業からの要
て迅速かつ的確な情報提供を行う。 ような先駆的で質の高い企業の取組を詳細 望が多い、初歩的な知識や課題別の対応方法について、具体的かつわかりや

にまとめた障害者雇用モデル事例を加えて すい情報提供に努めた。また、障害別、業種別の報告書やマニュアル等を作
充実を図り、企業のニーズに対して迅速か 成したり、成果物は、ビデオや を取り入れ、映像による情報提供に努DVD
つ的確な情報提供を行う。 めた。

ロ 障害者職域拡大に係る研究調査業務の実施(委託)。
・ 障害者の雇用機会拡大及び就労機会継続のための福祉連携状況の把握 （平「 」
成１５年４月～ （別紙 資料 ( ) ）） 2-9- 3 -4
・障害者のキャリア形成・在職障害者の能力開発の実情に関する研究調査（平
成１５年４月～ （別紙 資料 ( ) ）） 2-9- 3 -5
・聴覚障害者の職域開発に関する研究（平成１５年１０月～）
・障害者職域拡大に係る研究調査業務（委託）は、国をはじめとした関係機関
及び事業主（団体）等のニーズを踏まえテーマを選定した。

ハ 障害者雇用リファレンスサービス
障害者雇用事例を地方障害法人を通じて収集し、障害者雇用に関心のある事業

主に対して地方障害法人及び雇用情報センター等を通じて提供した。
・平成１５年度については障害者雇用モデル事業の積極的な収集を図った。

ニ 生命保険業界における雇用推進事業
営業職員に対する雇用保険の適用範囲の拡大に伴い、法定雇用義務数が大幅に

増加した生命保険業界の要請に基づき、研究委員会を設置した。研究委員会は３
回開催し、事業所見学会（１回）を実施した。また、対象企業へのアンケート調
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査を実施し結果をまとめた （別紙 資料 ( ) ）。 2-9- 3 -6

② 障害者雇用事例等の情報収集と事業主へ ② 除外率設定業種事業主に対する支援 ② 除外率設定業種事業主に対する支援 ② 除外率設定業種事業主に対する支援
の効果的な提供を実施すること。 障害者の雇用の促進等に関する法律の一 障害者の雇用の促進等に関する法律の一 イ 「除外率設定業種における障害者雇用推進事業委員会」の設置・運営

部改正に伴い、平成１６年度から段階的に 部改正に伴い、平成１６年度から段階的に ・学識経験者、除外率設定業種の各事業主団体、労働者団体及び職業安定行政
「 」引き下げられる除外率について、今後、一 引き下げられる除外率について、今後、一 担当者から構成される 除外率設定業種における障害者雇用推進事業委員会

層の障害者雇用への取組みが求められる除 層の障害者雇用への取組が求められる除外 を通じて各種事業を実施し、障害者雇用の取り組みの検討を行った （別紙。
外率設定業種事業主（団体）における具体 率設定業種事業主（団体）における具体的 資料 ( ) ）2-9- 3 -7
的取組みを支援するため、障害者の雇用を 取組を支援するため、除外率設定業種にお ロ 「学校教育分野における障害者雇用推進事業委員会」の設置・運営（別紙 資
進める上での問題点等の調査・分析、雇用 ける障害者雇用推進事業委員会を開催し、 料 ( ) ）2-9- 3 -8
事例の収集等を実施し、啓発資料として、 障害者の雇用を進める上での問題点等の調 ハ 上記の委員会における検討を踏まえ、平成１５年度は「除外率設定業種におけ
マニュアル・好事例集等を中期目標期間中 査・分析、除外率設定業種ごとの取組の具 る障害者の雇用に関するアンケート調査報告」及び障害者雇用マニュアル№９３
に５件以上作成する。 体化の検討を行い、雇用事例の収集等を実 「除外率設定業種における障害者の雇用促進－その２」を作成し、事業主及び事

施し、啓発資料として 「除外率設定業種に 業主団体等に広く配布した（別紙 資料 ( ) 。、 ）2-9- 3 -9
おける障害者の雇用に関するアンケート調 ・平成１６年４月からの除外率引き下げ（１０％ポイント）を控え、事業主等
査を踏まえて（仮題 」等のマニュアル・好 のニーズを把握し支援策に反映させることが重要であり、経営トップに対す）
事例集等を作成する。 る周知啓発を積極的に図るため、平成１５年７月１７日に「除外率設定業種

における企業・法人トップセミナー （別紙 資料 ( ) ）を開催した、」 2-9- 3 -10
除外率引き下げに伴う障害者雇用への積極的な取り組みについての啓発を行
った。
・障害者の就業が困難とされる除外率設定業種においては、それぞれの業種に
おいてその特性等を踏まえた課題・問題点等の研究調査を行うことが一層効
果的であることから業種別の専門委員会を開催することとし、平成１６年１
月に学校専門委員会を立ち上げ、検討を開始した。

評価の視点 自己評定 Ａ 評定 Ｂ

（理由及び特記事項） （理由及び特記事項）
・計画以上の成果。

・障害者の雇用に関する調査研究について、調査研究 ・報告書及びマニュアル等は、事業主等のニーズを踏まえ、利便性、 ・除外率引き上げの努力は大いに評価できる。更なる努力をお願いする。調査研究の質も評価できる。
の成果をとりまとめた報告書、事業主等の利用しや 実践に応用できる内容に取りまとめる等の工夫を行ない、７件作成 ・事業主ニーズの把握に向けての調査研究をさらに積極的に押し進める必要がある。
すいマニュアル等を６件以上 ※ 作成しているか した。（ ） 。
（※ 数値は平成１５年度を通じたもの ）。

・上記研究調査について、迅速的かつ的確な情報提供 ・報告書及びマニュアル等については、必要に応じて活用しやすいよ
を行っているか。 うビデオやＤＶＤ化を図り、事業主・事業主団体及び各関係機関に

対して配布するなど、積極的な情報提供に努めた。

・除外率引き下げに対応するなど、事業主のニーズ等 ・除外率引き下げに関しては 「トップセミナー」を開催することに、
を的確に把握した調査研究を行っているか。 より、経営首脳に対する働きかけを行なった。

・マニュアル・好事例集等の作成件数が１件以上であ ・ 除外率設定業種における障害者の雇用に関するアンケート調査報「
るか。 告」及び障害者雇用マニュアル№９３「除外率設定業種における障

害者の雇用促進－その２」を作成し、事業主及び事業主団体等に広
く配布した。
・外部評価では、生命保険業界における障害者雇用推進事業は実践的
であると評価された。
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート( )15

中期目標 中期計画 平成１５年度計画 平成１５年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する
業務の質の向上に関する事項 業務の質の向上に関する目標を達成するた 業務の質の向上に関する目標を達成するた ためとるべき措置

めとるべき措置 めとるべき措置

９ 納付金関係業務等の実施に関する事項 ９ 納付金関係業務等の実施に関する事項 ９ 納付金関係業務等の実施に関する事項 ９ 納付金関係業務等の実施に関する事項
障害者の雇用に関する事業主の社会連帯責
任の円滑な実現を図る観点から、障害者の雇
用に伴う事業主の経済的負担を調整するとと
もに、障害者の雇用の促進等を図るため設け
られた「障害者雇用納付金制度」に基づく、

、 、障害者雇用納付金の徴収 障害者雇用調整金
報奨金及び各種助成金の支給等の機構が実施
する納付金関係業務については、障害者の雇
用の促進に寄与するために、法律の目的にの
っとり、適正かつ効率的な運営を図ること。
また、障害者の雇用に関する研究、調査、
講習の事業、啓発の事業を効果的に実施する
ことにより、事業主の障害者雇用の取組みを
支援し、障害者の雇用促進を図ること。

( ) 障害者の雇用に関する研究、調査、講習 ( ) 障害者の雇用に関する研究、調査、講習 (3) 障害者の雇用に関する研究、調査、講習の (3) 障害者の雇用に関する研究、調査、講習の事業及び啓発の事業の効果的な実施3 3
の事業、啓発の事業の効果的な実施 の事業及び啓発の事業の効果的な実施 事業及び啓発の事業の効果的な実施

③ 障害者の雇用管理に関し、障害者雇用の ③ 相談・援助業務の効果的実施 ③ 相談・援助業務の効果的実施 ③ 相談・援助業務の効果的実施
広範な知識と経験を有するアドバイザーを 障害者雇用に関する広範な知識と経験を 障害者雇用に関する広範な知識と経験を イ 平成１５年度下期のアドバイザー等の相談援助件数は、８，８３１件（障害者
配置するとともに、特に専門的な支援を必 持った障害者雇用アドバイザーを配置する 持った障害者雇用アドバイザーを配置する 雇用アドバイザー等１人当り８１件）であった （別紙 資料 ( ) ）。 2-9- 3 -11
要とする事業主等に対しては医療、社会教 とともに､必要に応じ医療、社会教育、社 とともに､必要に応じ医療、社会教育、社 ・雇用相談・援助の項目別の内訳
、 、 、 「 」、「 」、「 」、「 」 ，育 社会福祉 工学等の専門家と連携して 会福祉、工学等の専門家と連携して、事業 会福祉、工学等の専門家と連携して、事業 納付金関係 雇用計画 雇用管理 受入体制 等で下期延べ４３

障害者の雇用管理を容易にするための援助 主に対し､的確かつ効果的な相談援助を中 主に対し､的確かつ効果的な相談援助をア ９０２件
を実施するようにすること。 期目標期間中にアドバイザー１人当たり７ ドバイザー１人当たり８５件以上実施す ロ 障害者雇用アドバイザー等の研修については、討論会形式による意見交換の場

５０件以上（※）実施する。 る。 を新たに設けるなど研修内容の充実を図った。
（※参考：平成１４年度の実績は約１５０件 そして、助言その他の援助を受けた事業
であり、１割増の目標としつつ、４．５を 所にアンケートを実施し、有効回答のうち ハ 障害者雇用アドバイザーでは対応が難しく、より専門性を求められる工学的、
乗じると約７５０件となる ） 概ね７０％以上から障害者の雇用管理の改 医学的分野等の相談については、協力専門家を活用できる体制を整え、ニーズに。
そして、助言その他の援助を受けた事業 善を進める上で効果があった旨の評価が得 応じた対応を行うこととした。

所にアンケートを実施し、有効回答のうち られるよう支援サービスの質の向上を図 ニ アンケート調査（別紙 資料 ( ) ）2-9- 3 -12
概ね７０％以上から障害者の雇用管理の改 る。このため、効果がなかった旨の評価に ・平成１６年１月１９日から平成１６年２月１８日までに相談を行なった三重
善を進める上で効果があった旨の評価が得 対しては、自由回答欄の記載によりその原 県以西２４府県の４１０事業所を対象に実施した。有効回答数２６３社（回
られるよう支援サービスの質の向上を図 因等を把握する等により、より利用者の満 収率６４．１％）のうち、９４．３％が障害者の雇用管理の改善を進める上
る。 足が得られる内容となるよう随時見直しを で「効果があった」と回答を得た。

図る。 ・アンケート調査において効果がなかったとした自由記述は、障害者の雇用に
関する事項（障害者雇用に関する指摘、助成金制度）に関することと障害者
雇用アドバイザーの相談方法に関する事項とがあげられた。

ホ 地方障害法人への指導等
・特に、効果的な雇用相談業務の実施に向け、機構から地方障害者法人に対し
各種会議や研修会の場での指導、情報提供等に加え、訪問によるヒアリング
等の指導を行った。

④ 障害者を５人以上雇用する事業所に選任 ④ 障害者職業生活相談員資格認定講習の充 ④ 障害者職業生活相談員資格認定講習の充 ④ 障害者職業生活相談員資格認定講習の充実
が義務づけられている障害者の職業生活全 実 実 認定講習の実施回数は５５回であり、修了者数は２，８８８人であった （前年。
般にわたる相談・指導を行う障害者職業生 障害者職業生活相談員資格認定講習の実 地方障害法人で実施する障害者職業生活 度５４回、修了者数２，５９８人）
活相談員の資格認定講習を実施すること。 施に当たっては、障害者の職業生活全般に 相談員資格認定講習については、障害者の ・本講習が法定講習であることの趣旨を踏まえ、精度の高い講習内容とするた

わたる相談・指導等に必要な専門知識を付 職業生活全般にわたる相談・指導等に必要 め「テキストの見直しに関する検討委員会」を開催し、検討を行った （平成。
与するため講習内容の充実を図る。 な専門知識を付与するため講習内容の充実 １６年度講習から活用予定）

を図る。 ・パソコンによる音声読み上げソフトの活用により、視覚障害者にも利用でき
るよう を作成、配布した。CD-ROM
・認定講習の実施にあたっては、法に定められた資格取得を伴う講習であるこ
とから、地方障害法人に対し、講習テーマに沿ったカリキュラムを参考例を
示してきたところであるが、均一性の保持と内容の一層の充実を図るため、
今年度は会議等の場を活用して強くその徹底を図った （別紙 資料 ( )。 2-9- 3
）-13

・東京・大阪・愛知・福岡については、収容規模の大きい会場の確保や実施回
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数を増やすなど、受講希望者の増加に対応するための工夫を行った。

⑤ 事業主を対象に障害者雇用に関する理解 ⑤ 雇用管理等講習等の充実 ⑤ 雇用管理等講習等の充実 ⑤ 雇用管理等講習等の充実
を促すとともに、職場における障害者の指 雇用管理等に関する事業主向け講習等に 雇用管理等に関する事業主向け講習等に イ 講習の実施
導方法等の雇用管理に関し、各種のノウハ ついては 事業主や障害者の多様なニーズ ついては 事業主や障害者の多様なニーズ ・ 重度障害者障害種類別雇用促進講習」、 、 、 、 「
ウを提供することを目的として、地域のニ 特性等を踏まえ、 特性等を踏まえ、１１月に「障害者雇用推 「知的障害者」をテーマに、平成１６年２月に実施した。
ーズや特性等を踏まえた障害者雇用に関す イ 企業の雇用・定着管理の改善のための講 進専門講習 、１２月に「産業別雇用促進講 ・ 産業別雇用促進専門講習」は「通信販売業」を取り上げ、平成１６年２月に」 「
る各種の講習会を効果的に実施すること。 習 習 、２月に「重度障害者障害種類別雇用促 実施した。」

ロ 障害者の職業能力発揮のための環境整備 進講習 、１１月及び１月に「特定技能指導 ・ 障害者雇用推進専門講習」は、平成１５年１１月の２日間 「雇用制度改革」 「 、
に係る講習を適宜組み合わせ、効果的、効 員講習」を実施するほか、地方障害法人ご 期における重度障害者の雇用問題を考える」をテーマとして開催した。
率的に実施する。 とに「障害者雇用促進講習 「事業主地域 ・ 特定技能指導員講習」は、１０月、１１月、１月、３月に 各一回、各４日」、 「
また、障害者の適正な職場配置、障害者 間交流講習 特定障害者雇用管理講習 手 間の講習を（社福）日本盲人職能センターにて実施した。」、「 （

） 、「 」、「 」、の特性に応じた雇用管理等が図られるよ 話講習 」等を適宜組み合わせ、効果的、効 ・地方障害法人においては 障害者雇用促進講習 事業主地域間交流講習
う、障害者職場定着推進チーム育成事業の 率的に実施する。 「特定障害者雇用管理講習（手話講習 」等の各講習を適宜組み合わせ、雇用）
実施に当たって、障害者職場定着推進チー また、障害者の適正な職場配置、障害者 促進、定着、能力発揮等に係る講習を、合計３１９回実施した。講習参加者
ム未設置事業所に対する設置勧奨及び設置 の特性に応じた雇用管理等が図られるよう は１２，７２１人であった。、
された定着推進チームの育成指導を継続し 障害者職場定着推進チーム育成事業の実施 ・講習会の受講者に対するアンケート調査結果（別紙 資料 ( ) ）2-9- 3 -14
て実施することとする。 に当たっては、事業所訪問等による障害者 講習受講者６，８８６人、有効回答３，６９８人（回収率５７．７％）のう
各種講習会については、地域のニーズに 職場定着推進チーム未設置事業所に対する ち、９５．５％が有用であったと回答した。
応じた特性等を踏まえつつ、毎年度平均２ 設置勧奨及び設置された定着推進チームの ・アンケートの自由回答欄においては、加齢に伴う職場定着やキャリアアップ
２，０００人以上（※ （ただし、平成１ 育成指導を継続して実施することとする。 に対応した内容を求める意見が見られた。）
５年度は１１，０００人以上）を対象に実 各種講習会については、地域のニーズに ・また、障害者雇用事例や雇用の現場の声を聞きたいというニーズに対応する
施する。 応じた特性等を踏まえつつ、１１，０００ ため 「重度障害種類別雇用促進講習」及び「事業主地域間交流講習」のカリ、
（※参考：１４年度受講者数 ２０，１３ 人以上を対象に実施する。 キュラムに「障害者ワークフェア」見学を組み入れ、効果的、実践的な理解
４人） そして、講習会の受講者にアンケート調 を図れるようにした。

、 、 、そして、講習会の受講者にアンケート調 査を実施し、障害者の雇用を進める上で有 ・各講習の実施にあたり 地域のニーズにより いくつかの講習を併せて実施
査を実施し、障害者の雇用を進める上で有 用であった旨の評価が概ね８０％以上得ら 又は、関係機関の行事と合同で開催することが効果的であると判断できる場
用であった旨の評価が概ね８０％以上得ら れるようにする。このため、効果がなかっ 合は、講習目的を明確にしながら連携を図ることとした。
れるようにする。 た旨の評価に対しては、自由回答欄の記載 ・ 産業別講習」の対象となる産業の選考方針を従来のように雇用率のみで選考「

によりその原因等を把握する等により、よ するのではなく、業界の将来性、障害者雇用の職域開発などの視点を取り入
り利用者の満足が得られる内容となるよう れて、従来実施していない業界も対象とするように改善した。
随時見直しを図る。 ロ 障害者職場定着推進チーム育成事業は、障害者の職場適応の向上と定着促進の

ため、事業主訪問により 「障害者職場定着推進マニュアル 「設置勧奨用リーフ、 」
レット」を利用しながら、職場定着推進チーム未設置事業所に対する設置勧奨及

。 ，び設置された定着推進チームの育成指導を継続して実施した 平成１５年度は５
７４７件実施した。
・雇用情勢の影響から、新規設置・継続への意欲が必ずしも高いとはいえない
事業所もある中で、特に、障害者の離職により推進チーム解散の申し出があ
った事業所に対しての積極的な継続設置指導、新たな雇用の検討要請も含め
た、障害者３名以上の事業所に枠を広げての新規設置勧奨、在職している障

、 。害者の職場定着を図るためのチーム育成指導に重点を置き 業務を実施した

⑥ 障害者の雇用促進に役立つ就労支援機器 ⑥ 就労支援機器の普及・啓発 ⑥ 就労支援機器の普及・啓発 ⑥ 就労支援機器の普及・啓発
の貸出を行い、それらの就労支援機器の普 就労支援機器を広く事業主に普及・啓発 視覚障害者向けパソコン、拡大読書器等 イ 貸出しを行った事業所は５１所。事業所所在地を都道府県別に分類すると、１
及・啓発を図ること。 するため、従来のビデオやパンフレットに の就労支援機器を広く事業主に普及・啓発 ５都府県であった。また、就労支援機器の利用率は４５．８％（貸出累積月数２

加え、新たにホームページを活用し効果的 するため、障害者雇用情報センターにおい ４６台／延べ保有台月数５３７台）であった （別紙 資料 ( ) ）。 2-9- 3 -15
な普及・啓発活動を実施し、毎年度平均で てビデオやパンフレットを活用しながら効 ・機器の貸出しに係る事業主のニーズの把握等を目的として、貸出しを終了し

、 （ ） 。８０（ただし、平成１５年度は４０）以上 果的な普及・啓発活動を実施し、４０以上 た１９事業所に対して 郵送によるアンケート調査 全数調査 を実施した
の事業所に就労支援機器の貸出を行う。 の事業所に就労支援機器の貸出を行う。 （有効回答数１４所（回収率７３．７％ 。）
また、適宜アンケート調査を実施し、事 また、貸出を終了した事業主に対して適 ・アンケート調査の結果、 )最新機器の導入・在庫の充実、 )機種変更への対a b

業主のニーズを把握するとともに、効率的 宜アンケート調査を実施し、事業主のニー 応、 )機器に関する詳細情報の提供、 )機種変更の手続きの簡素化、に関すc d
な業務を行うため、就労支援機器の利用率 ズを把握するとともに、効率的な業務を行 る回答があった。また、５７．２％の事業主が貸出終了後に機器を導入し、
全機器の貸出累積月数／延べ保有台月数 うため、就労支援機器の利用率（全機器の そのうち６２．５％が障害者作業施設設置等助成金又は中途障害者作業施設（ ）

。（ ）を常態において３６％以上（※）にする。 貸出累積月数／延べ保有台月数）を常態に 設置等助成金を活用して導入したとの回答があった 別紙 資料 ( )2-9- 3 -16
（※参考：過去３年間の就労支援機器の平均 おいて３６％以上にする。 ・既雇用又は新規雇用に限定せず、事業主のニーズに応じて貸出対象範囲を拡
利用率 ３２．９％） さらに、より効果的な普及・啓発のあり 大した。

方について検討を進める。 ・貸出対象範囲を拡大し、貸出利用期間中の機種変更の申請方法について分か
りやすくパンフレットに明記し、周知を図った。
・限られた経費の中で最新の貸出用機器の導入及び在庫の充実に関する事業主
からのニーズに応えるため、①新製品については複数導入せず、貸出申請数
及び事業主からの問合せ数に応じて追加整備、②リース機器の更新期間を最
短のものとし、機器の更新を早めた、③製品及びニーズの高い機器を導入す
るにあたっては、就労支援機器開発・販売メーカーに対してデモ用機器の無
償貸与を依頼した（６社から協力が得られ、合計８機種２４台を追加整備し
た 。）
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評価の視点 自己評定 Ｂ 評定 Ｂ

（理由及び特記事項） （理由及び特記事項）
【相談・援助業務の効果的実施】 ・計画通り進んでいる。
・アドバイザー１人あたりの相談援助について、８５ ・障害者雇用アドバイザーによる相談・援助業務は、障害者の雇用管 ・就労支援機器について 「時代のニーズにあった機器を常に提供できる」ようにお願いしたい。、
件以上実施しているか。 理により資するものとなるよう専門家の活用等体制を整え、ニーズ

に応じた支援を行なったが、実績としては雇用アドバイザー等１人
当り８１件であった。

・アンケート調査について、有効回答のうち概ね７０ ・有効回答数２６３社（回収率６４．１％）のうち、９４．３％が障
「 」 。％以上から障害者の雇用管理の改善を進める上で効 害者の雇用管理の改善を進める上で 効果があった と回答を得た

果があった旨の評価が得られているか。

・アンケート調査において提出された意見を適宜取り ・アンケート調査において効果がなかったとした自由記述は、障害者
入れ、又は意見を参考として、適宜改善策について の雇用に関する事項（障害者雇用に関する指摘、助成金制度）に関
検討しているか。 することと障害者雇用アドバイザーの相談方法に関する事項とがあ

げられた。なお、障害者雇用アドバイザーの相談については、知識
・専門性の向上を図るため、研修時期や見直しを図る。

【障害者職業生活相談員資格認定講習の充実】
・障害者職業生活相談員資格認定講習の内容の充実が ・認定講習は、法定講習の趣旨を踏まえ、地方障害法人に対し講習テ
図られているか。 ーマに沿ったカリキュラムを示し、均一性の保持と内容の充実を図

った。また、精度の高い講習とするため、テキストの見直しを行な
った。

【雇用管理等講習等の充実】
・雇用管理講習等の講習対象者数について、１１，０ ・合計３１９回実施した。講習参加者は１２，７２１人であった。
００人以上を達成しているか。

・アンケート調査について、障害者の雇用を進める上 ・有効回答３，６９８人（回収率５７．７％）のうち、９５．５％が
で有用であった旨の評価が概ね８０％以上得られて 有用であったと回答した。
いるか。

・アンケート調査において提出された意見を適宜取り ・障害者雇用事例や雇用の現場の声を聞きたいというニーズに対応す
入れ、又は意見を参考として、適宜改善策について るため 「重度障害種類別雇用促進講習」及び「事業主地域間交流、
検討しているか。 講習」のカリュキュラムに「ワークフェア」見学を組み入れ、効果

的、実践的な理解を図れるようにした。

【就労支援機器の普及・啓発】
・就労支援機器の貸出事業所及び利用率について、事 ・貸出事業所５１所、就労支援機器の利用率は４５．８％（貸出累積
業主のニーズを把握することにより貸出事業所数４ 月数２４６台／延べ保有台月数５３７台）であった。
０以上、利用率３６％以上を達成しているか。
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート( )16

中期目標 中期計画 平成１５年度計画 平成１５年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する
業務の質の向上に関する事項 業務の質の向上に関する目標を達成するた 業務の質の向上に関する目標を達成するた ためとるべき措置

めとるべき措置 めとるべき措置

９ 納付金関係業務等の実施に関する事項 ９ 納付金関係業務等の実施に関する事項 ９ 納付金関係業務等の実施に関する事項 ９ 納付金関係業務等の実施に関する事項
障害者の雇用に関する事業主の社会連帯責
任の円滑な実現を図る観点から、障害者の雇
用に伴う事業主の経済的負担を調整するとと
もに、障害者の雇用の促進等を図るため設け
られた「障害者雇用納付金制度」に基づく、

、 、障害者雇用納付金の徴収 障害者雇用調整金
報奨金及び各種助成金の支給等の機構が実施
する納付金関係業務については、障害者の雇
用の促進に寄与するために、法律の目的にの
っとり、適正かつ効率的な運営を図ること。
また、障害者の雇用に関する研究、調査、
講習の事業、啓発の事業を効果的に実施する
ことにより、事業主の障害者雇用の取組みを
支援し、障害者の雇用促進を図ること。

( ) 障害者の雇用に関する研究、調査、講習 ( ) 障害者の雇用に関する研究、調査、講習 (3) 障害者の雇用に関する研究、調査、講習の (3) 障害者の雇用に関する研究、調査、講習の事業及び啓発の事業の効果的な実施3 3
の事業、啓発の事業の効果的な実施 の事業及び啓発の事業の効果的な実施 事業及び啓発の事業の効果的な実施

⑦ 事業主や国民一般に対して障害者雇用の ⑦ 障害者雇用に係る啓発事業の実施 ⑦ 障害者雇用に係る啓発事業の実施 ⑦ 障害者雇用に係る啓発事業の実施
機運を醸成するとともに、障害者の職業的 事業主や国民一般に対して、障害者に対 事業主や国民一般に対して、障害者に対 イ 障害者ワークフェア
自立を支援するため、障害者雇用に関する する認識を高め、その雇用の促進と職業の する認識を高め、その雇用の促進と職業の 平成１６年２月１３日（金）～１４日（土）の２日間、東京ドームシティ・プ
様々な啓発活動を展開すること。 安定を図るため、障害者雇用促進月間を中 安定を図るため、平成１６年２月に障害者 リズムホールで開催した （別紙 資料 ( ) ）。 2-9- 3 -17

心として、全国レベルで表彰、障害者ワー ワークフェア、知的障害者の雇用啓発事業 (ｲ) 当フェアでは、働く障害者の総合しごと展（５８事業所等 、障害者の生活・）
（ ）、 （ ）、クフェア等の諸事業を複合的に実施する。 及び障害者職業能力開発校の指導者交流集 福祉展 ３１授産施設等 喫茶サービスコンテスト 知的障害者雇用啓発事業

なお、ワークフェア来場者にアンケート 会を同時に開催する。 障害者能力開発指導者交流集会（３７機関５７名）を実施した。来場者数は、
調査を実施し、有効回答のうち概ね８０％ なお、ワークフェア来場者にアンケート 延べ３，４１８名だった。
以上の来場者から「良かった 「やや良か 調査を実施し、有効回答のうち概ね８０％ (ﾛ) アンケート調査（別紙 資料 ( ) ）」、 2-9- 3 -18
った」との評価が得られるようにする。 以上の来場者から「良かった 「やや良か ・無記名選択・自由記述方式において調査を実施した。来場者３，４１８名の」、
このほか、各都道府県において表彰や障 った」との評価が得られるようにする。こ うち１８０名から回答があり、うち有効回答９４％から 「良かった 「やや、 」

害者の作業実演による啓発等の事業を実施 のため 良くなかった旨の評価に対しては 良かった」との評価を得た。、 、
し、障害者の雇用促進を図る。 自由回答欄の記載によりその原因等を把握 ・自由記述による主たる要望事項
さらに、障害者の雇用に係る諸情報を総 する等により、次年度において、より参加 企画面に関しては、優良事業所の講演会、障害者自身が参加する企画及び

合的に掲載した啓発誌を作成し、月 者の満足が得られる内容となるよう検討を 広報について、運営面に関しては、ブースの配置、表示等会場設備の改善の
５４，０００部（※）の発行を目指すとと 行う。 要望があった。
もに、ホームページを通じた障害者雇用に このほか、各都道府県において障害者の (ﾊ) その他
関する情報を提供するほか、障害者の雇用 作業実演による啓発等の事業を実施し、障 ・ 首都圏ニュース（２月１４日（土）１８：４５～）において、ワークフNHK
を進める上で必要となる情報等についてメ 害者の雇用促進を図る。 ェアの中で実施した「喫茶サービスコンテスト」が放送（当日の首都圏視聴

． 、 （ ）。ディア媒体を利用した広報・啓発活動を展 さらに、障害者の雇用に係る諸情報を総 率１５ ３％ ２４９万３９００世帯が視聴 ビデオリサーチ社公表データ
開し、広く国民の障害者雇用に対する理解 合的に掲載した啓発誌「働く広場」を作成 ・外務省海外向け広報用ビデオに収録。当該ビデオは、１１０数カ国の在外公
を深める。 し、月５４，０００部の発行を目指すとと 館を通じて各国放送局に提供。

（※参考：平成１５年度予算 ５４，０００ もに、ホームページを通じた障害者雇用に ・ 福祉的就労から雇用への移行」及び「職業と生活・福祉の両面からの総合的「
部） 関する情報を提供するほか、障害者の雇用 な支援」をキーコンセプトに、独立行政法人化後の新たな取り組みのひとつ

を進める上で必要となる情報等についてメ として、全国の授産施設で構成されている特定非営利活動法人日本セルプセ
ディア媒体を利用した広報・啓発活動を展 ンターの協力を得て、国内ではあまり例のない職業はもちろん生活・福祉を
開し、広く国民の障害者雇用に対する理解 も含んだトータルな雇用啓発事業として開催した。
を深める。 ロ 地方障害法人における啓発活動

(ｲ) 障害者の作業実演（地方アビリンピック （別紙 資料 ( ) ）） 2-9- 3 -19
・障害者が日頃職場で鍛えた技能を互いに競うことにより、その職業能力の向
上を図るとともに、企業や社会一般の人々が障害者の職業能力について理解
と認識を深め、その雇用の促進を図ることを目的として、全国４７都道府県
で実施した。
なお、このうち３８都道府県では、知的障害者の職種を同時実施した。

・参加した障害者数は、１，６９７人。
・競技職種数は延べ２５８職種（うち知的障害者の実施職種８３職種）であっ
た。
・総来場者数 ６，１０６人
・マスコミ等の反響による啓発効果
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テレビ・ラジオ（１２１件 、新聞（７７件 、県等の広報誌（１１３件 、） ） ）
その他（２４件）
・本事業に参加している優秀な技能を持った参加者の中からは、全国障害者技
能競技大会（アビリンピック）又は、国際アビリンピックに参加する者もお
り、障害者の作業実演を出発点にして、障害者自身に技能をとおして働くこ
との誇りを付与するだけでなく、事業主及び広く国民一般に対して障害者の
職業能力への理解を促進するというより大きな啓発効果を得る事業となって
いる。

(ﾛ) 表彰式（上半期に実施：参考）
・事業主や国民一般に対して、障害への理解、障害者の雇用及び職業の安定を
図るため、地方障害者法人（都道府県との共催：３５都道府県）において、
障害者雇用優良事業所及び優秀勤労障害者の表彰等を行った。
・４０都道府県（ワークフェア形式での開催は３０都道府県）で実施したが、
被表彰者数：６９２人（事業所 、総来場者数：６，４３２人であった。）
・未実施都道府県については、関係機関と連携を取り、実施のための準備を行
うこととした。また、実施実績のある都道府県については、地域の実情に応
じてこれまでの実施種目の見直しを図るとともに、事業主等への啓発の観点
から、講演･セミナー・展示会等を同時開催する等、啓発効果を高める工夫を
行うよう指導した。

ハ 啓発誌「働く広場」
・毎月５４，０００部発行し、障害者雇用納付金申告対象事業主、報奨金申請
対象事業主などに、送付（第３種郵便）した （別紙 資料 ( ) ）。 2-9- 3 -20

（ ） （ ）・学識経験者 １０人 をもって構成する編集委員会 平成１５年１２月８日
を開催し（通年では２回 、当誌の編集・発行に関する技術的専門的事項につ）
いて意見等を聴取し、誌面編集の基本方針としている。
・過去１２ヶ月分の啓発誌「働く広場」の掲載記事について、ＰＤＦ版及びテ
キスト版（視覚障害者対応 、及び障害者雇用に関する必要な資料情報等をホ）
ームページを通じ広く一般に提供した。また、ホームページに寄せられたメ
ールにより、広く読者の意見や要望を受けられるよう配慮している。
・記事掲載後、取材先企業に対し、フォローアップ調査を実施し、掲載記事を

、 、 。含む啓発誌に対する意見 読者からの反響等を把握し 誌面の充実に努めた

評価の視点 自己評定 Ｂ 評定 Ｂ

（理由及び特記事項） （理由及び特記事項）
【障害者ワークフェア】 ・計画通り進んでいる。
・アンケート調査について、有効回答のうち概ね８０ ・障害者ワークフェアは、独立行政法人化したことを踏まえ、生活・ ・アビリンピック、働く広場など例年通り努力していると評価する。
％以上の来場者から「良かった 「やや良かった」 福祉を含むトータルな雇用啓発事業とした。 ・障害者ワークフェアの計画、実施が充実し、ＮＨＫでも好評であり、諸外国でも評価が高いことから、関係」、
との評価が得られているか。 ・アンケート調査では１８０名から回答があり、うち有効回答９４％ 者の努力が認められる。

から 「良かった 「やや良かった」との評価を得た。、 」

・アンケート調査において提出された意見を適宜取り ・企画面に関しては、優良事業所の講演会、障害者自身が参加する企
、 、 、入れ、又は意見を参考として、適宜改善策について 画及び広報についての改善要望 運営面に関しては ブースの配置

検討しているか。 表示等会場設備の改善要望を受けて、新しい企画として障害者自身
による作業実演や各ブースの特徴を考慮した会場レイアウト、分か
りやすい案内表示について、検討を行っている。

【作業実演（国内アビリンピック 】）
・作業実演による啓発事業（地方アビリンピック）は、全都道府県で

。 、 、「 、実施できるよう取り組んだ また 外部評価では 喫茶サービス
ワープロ、オフィスアシスタント、ビルクリーニング」等、新しい
職域に繋がる作業種目の設定などが評価された。

【啓発誌「働く広場 】」
・啓発誌について、月５４，０００部発行されている ・啓発誌は、月５４，０００部を発行し、見やすい紙面づくりに努力
か。 しており、外部評価では 「あらゆる職域、国民諸階層にとって興、

味がもてる点で、高い水準を達成している」と評価された。

・ホームページを通じて障害者の雇用に関する情報が ・過去１２ヶ月分の啓発誌「働く広場」の掲載記事について、ＰＤＦ
提供されているか。 版及びテキスト版（視覚障害者対応 、及び障害者雇用に関する必）

要な資料情報等をホームページを通じ広く一般に提供した。また、
ホームページに寄せられたメールにより、広く読者の意見や要望を
受けられるよう配慮している。
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート( )17

中期目標 中期計画 平成１５年度計画 平成１５年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する
業務の質の向上に関する事項 業務の質の向上に関する目標を達成するた 業務の質の向上に関する目標を達成するた ためとるべき措置

めとるべき措置 めとるべき措置
障害者となった労働者の雇用を継続する事 10 障害者となった労働者の雇用を継続する事 10 障害者となった労働者の雇用を継続する事 10 障害者となった労働者の雇用を継続する事業主に対する助成金の支給に関する事項10

業主に対する助成金の支給に関する事項 業主に対する助成金の支給に関する事項 業主に対する助成金の支給に関する事項
在職中に労働災害、疾病等により障害者と (1) 事業主の利便性を図るため、機構におい (1) 事業主の利便性を図るため、助成金の種 ( ) 事業主の利便性の向上の側面からの実施概要1

なった者の雇用の継続を行う事業主に対して て支給する各種助成金の支給要件、助成率、 類ごとに支給対象事業主、支給対象措置、支 イ 助成金ごとにパンフレットを作成し、分かりやすいページ構成に配慮した。
支給する障害者雇用継続助成金については、 申請窓口の所在地等をホームページ等で公開 給対象費用、助成率及び手続等を解説したパ
適正かつ効率的な支給業務の実施を図るこ するとともに、助成金業務の効率化を図り、 ンフレットを作成するほか、各種助成金の概 ロ 各種助成金の支給要件、助成率及び申請窓口の所在地の情報等をホームページ
と。 事業主に対する助成金の助言・援助を行うな 要、相談・申請窓口の照会等に活用している に掲載した。
障害者雇用継続助成金の支給については、 どのサービスの向上を図る。 ホームページについても、より適切な情報提
制度、申請手続き等を周知すること、事業主 また、地方障害法人及び職業安定機関等と 供に向けて検討を進める。 ハ 支給申請書様式及び添付書類の整理・簡素化については、平成１５年１０月１

、 。 、「 」 。が利用しやすい手続きとすること、助成金を の密接な連携を図り 制度の周知徹底を図る また、支給申請書様式及び添付書類の整理 日付けの支給要領の制定に併せ 公共職業安定所長の意見書 の添付を撤廃した
中途障害者の雇用継続に効果的に活用できる なお、助成金の支給要件等に変更があった ・簡素化を行い、支給申請手続きの効率化を ・また、助成金支給請求書のプレプリント化に対応する助成金を 種類から２1
ように事業主に対して助言・援助を行うこ 場合は、当該変更が確定した日から、７日以 図るとともに、申請書等の記入上の注意事項 種類（細目）に拡大した（支給対象期間中６ヶ月ごとに支給請求行為を要す
と、など事業主に対するサービスの向上を図 内にホームページ等で公開する。 を説明した文書を申請事業主等に配布する等 る助成金のすべて 。）
ること。 により、サービス向上を図る。

なお、障害者の雇用の促進等に関する法律 ニ 制度改正内容のホームページへの掲載については、平成１５年１０月１日付け
施行規則の改正等により助成金の支給要件等 の支給要領の制定に併せて、１０月７日にホームページに掲載した。
に変更があった場合は、その施行日から７日
以内にホームページ等で公開するなど、制度
改正の迅速な周知を行う。

(2) 適正な助成金業務を実施するため、厳正 (2) 適正な助成金業務を実施するため、厳正 ( ) 適正な助成金業務の実施2
な審査と支給対象事業所に対する計画的な調 な審査と支給対象事業所に対する計画的な調 イ 厳正な審査を実施した。
査を行うとともに、地方障害法人の助成金業 査を行うとともに、地域別に地方障害法人の ロ 計画的な調査については、助成部職員による支給前調査を５事業所、計５件の
務担当者会議を少なくとも年１回開催する等 助成金業務担当者会議を１月から２月にかけ 助成金について調査を実施した。また、助成金業務担当者会議を実施した。
により、助成金業務に関する問題点等につい て開催するなど、助成金業務に関する問題点 なお、平成１５年度においては不正受給のケースは発生しなかった。
て情報交換を行い、密接な連携を図る。 等について情報交換を行うように努め、密接
また、不正受給が発生した場合は、再発防 な連携を図る。

止の観点から、その原因を究明し、地方障害 また、不正受給が発生した場合は、再発防
法人その他関係機関に対して適切な情報提供 止の観点から、その原因を究明し、地方障害
を行う。 法人その他関係機関に対して適切な情報提供

を行う。
(3) 機構と厚生労働省は、助成金業務の問題 (3) 機構と厚生労働省は、助成金業務の問題 ( ) 密接な情報交換の実施3
点等に対する情報交換等の密接な連携を図る 点等に対する情報交換等の密接な連携を図る 機構と厚生労働省間においても密接な情報交換を実施したほか、地方障害法人に
とともに、地方障害法人と職業安定機関との とともに、地方障害法人と職業安定機関との おいても地方労働局と延べ３５３回の情報交換を実施した。
間においても助成金業務に関し密接な連携を 間においても助成金業務に関し密接な連携を
図り、適切な助成金業務を行う。 図り、適切な助成金業務を行う。

評価の視点 自己評定 Ａ 評定 Ｂ

○障害者雇用継続助成金については、適正かつ効率的 （理由及び特記事項） （理由及び特記事項）
な支給業務の実施、事業主に対するサービスの向上 ・計画通り進んでいる。
が図られているか。

・事業主に対する周知を含め、事業主の利便性を高め ・分かりやすいパンフレットの作成、添付書類の合理化、申請書類の
るための各種措置が行われているか。 プリプレント化など、事業主の利便性に配慮した取り組みを行って

いる。

・助成金の要件等の変更について、７日以内にホーム ・助成金の要件変更等の制度改正の内容等については、改正後７日以
ページに掲載しているか。 内（１０月７日）にホームページで公開した。

・助成金の不正受給は行われていないか。また行われ ・助成金について不正受給はなかった。
た場合の対処は適切か。

・地方障害法人における助成金業務担当者会議を開い ・助成金業務担当者会議を実施した。
ているか。

・厚生労働省と密接な連携が図られているか。 ・機構と厚生労働省間においても密接な情報交換を実施したほか、地
方障害法人においても地方労働局と延べ３５３回の情報交換を実施
した。



42

高齢・障害者雇用支援機構評価シート( )18

中期目標 中期計画 平成１５年度計画 平成１５年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する
業務の質の向上に関する事項 業務の質の向上に関する目標を達成するた 業務の質の向上に関する目標を達成するた ためとるべき措置

めとるべき措置 めとるべき措置

障害者の技能に関する競技大会の開催に関 11 障害者の技能に関する競技大会の開催に関 11 障害者の技能に関する競技大会の開催に関 11 障害者の技能に関する競技大会の開催に関する事項11
する事項 する事項 する事項
障害者技能競技大会を開催することによ 障害者技能競技大会（アビリンピック）を 平成１５年１１月にインドで開催される第 イ 第６回国際アビリンピックの周知・情報提供
り、障害者が技能労働者として社会に参加す 定期的（年１回、国際アビリンピック開催年 ６回国際アビリンピックについて、主催す 第６回国際アビリンピック（インド大会）の開催にあたり、財団法人国際障害
る自信と誇りを持つことができるよう、広く を除く に開催し 成績優秀者を顕彰する る財団法人国際障害者技能交流協会と協力し 者技能交流協会と協力し、周知・広報を行った。。） 、 。 、
障害者の職業能力に対する社会の理解と認識 また、都道府県における障害者の職業能力 周知・情報提供等を行う。
を高め、その職業能力の向上と雇用促進を図 についての啓発を推進し特に障害者多数雇用 また、障害者技能競技大会（アビリンピッ
ること。 事業所、特例子会社及び障害者職業能力開発 ク）に関し、平成１９年に静岡県で開催予定 ロ 平成１９年度に開催予定の技能五輪・アビリンピック国際大会に向けた検討 別（
このため、中期目標の期間内においては、 施設等へ選手の参加を勧奨することにより、 の技能五輪・アビリンピック国際大会に向け 紙 資料 ）、 2-11-1
競技大会への参加選手を延べ６００人（※） 競技大会への参加選手を延べ６００人以上 障害者の就業の実態等に留意しつつ多様な障 厚生労働省、静岡県、中央職業能力開発協会との会議・打合せ及び情報交換を
以上とし、全都道府県からの選手参加を得る （※）とし、全都道府県からの選手参加を得 害種別に対応した競技種目・定員の設定のあ 積極的に行い、平成１９年度に開催予定の技能五輪・アビリンピック国際大会の
こと、及び大会来場者の年々の増加を目指す ること、及び大会来場者の年々の増加を目指 り方について検討を行う。 実施に向けて、国内大会における技能の向上、障害者の職域の拡大のために、国
こと。 す。 際アビリンピック連合によって定められている競技職種の国内大会における実施
また、平成１９年に静岡県で開催予定の技 さらに、平成１９年に静岡県で開催予定の に向けた検討等を行った。
能五輪・アビリンピック国際大会に向け、障 技能五輪・アビリンピック国際大会に向け、 なお、平成１６年度以降の障害者技能競技大会については、平成１４年度の実
害者の就業の実態等に留意しつつ多様な障害 障害者の就業の実態等に留意しつつ多様な障 績が参加者２０８名（前年の１．２３倍）であった。このことから宮城大会（平
種別に対応した競技種目・定員の設定を行う 害種別に対応した競技種目・定員の設定を行 成１６年度）へ向けての準備として、引き続き競技種目の見直しを行うとともに
とともに、技能レベルの向上を図ること。 うとともに、技能レベルの向上を図る。 各都道府県及び各地方障害法人を通じて選手募集を積極的に行い、中期計画にあ
（※参考：平成１４年度競技大会参加選手数 なお、競技大会開催時に来場者を対象とし る目標の達成を見込んでいる （平成１５年度については、国際アビリンピック開。
２０８人。 中期目標期間内に競技大会を てアンケート調査を実施し、その結果等を踏 催年であったため、障害者技能競技大会（国内アビリンピック）は開催せず ）。
３回開催する予定 ） まえ、大会の質の向上を図る。。

（※参考：平成１４年度競技大会参加選手数
２０８人。 中期目標期間内に競技大会を
３回開催する予定 ）。

評価の視点 自己評定 Ｂ 評定 Ｂ

（理由及び特記事項） （理由及び特記事項）
○障害者の技能に関する競技大会の開催により、広く ・計画通り進んでいる。
障害者の職業能力に対する社会の理解と認識を高め
る等のため、次の措置が講じられているか。

・参加選手数は、中期目標期間中に延べ６００人以上 ・参加選手数が、中期目標期間中に延べ６００人以上となるように、
に達することが可能な参加人数があったか。 競技種目の見直しとともに各都道府県及び各地方障害法人を通じて

選手募集を積極的に行い、宮城大会（平成１６年度）へ向けての準
備を進めた。

・全都道府県からの参加が得られ、来場者数は増加し ・平成１５年度においては、開催予定がなかったため、実績なし。
ているか。

・平成１９年に静岡県で開催予定の技能五輪・アビリ ・平成１９年の静岡県で開催予定のアビリンピックの開催に向けて準
ンピック国際大会に向けて、多様な障害種別に対応 備を進めた。計画通りに準備は進んでいる。
した競技種目・定員のあり方について検討し、設定
がなされているか。

・アビリンピック国際大会について周知・情報提供が ・第６回国際アビリンピック（平成１５年１１月インド）について、
なされているか。 情報提供に努め、多くの地方紙が取り上げた。
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート( )19

中期目標 中期計画 平成１５年度計画 平成１５年度の業務の実績

第４ 財務内容の改善に関する事項 第３ 予算、収支計画及び資金計画 第３ 予算、収支計画及び資金計画 第３ 予算、収支計画及び資金計画
通則法第２９条第２項第４号の財務内容の
改善に関する事項は、次のとおりとする。 １ 予算 別紙－１のとおり １ 予算 別紙－１のとおり 予算執行については、業務の進行状況及び予算執行状況を把握し、適宜見直しを行
１ 管理業務の節減を行うとともに、効率的 ２ 収支計画 別紙－２のとおり ２ 収支計画 別紙－２のとおり った。予算、収支計画及び資金計画については、平成１５事業年度下半期決算報告書
な施設運営を行うこと等により、固定的経 ３ 資金計画 別紙－３のとおり ３ 資金計画 別紙－３のとおり のとおりである。
費の節減を図ること。 ・障害者雇用納付金に係る積立金につい ・障害者雇用納付金に係る積立金につい 障害者雇用納付金に係る積立金については、平成１６年３月から、安全かつ効率的

２ 運営費交付金を充当して行う事業につい ては、銀行等の健全性に配慮した運用 ては、銀行等の健全性に配慮した運用 な運用を図るため、通則法第４７条に基づき、積立金の一部について、引当金として
ては 「第２ 業務運営の効率化に関する を行うなど、適正にその運用及び管理 を行うなど、適正にその運用及び管理 の流動性を確保しつつ金銭信託による国債運用を開始した。、
事項」で定めた事項に配慮した中期計画の を行う。 を行う。
予算を作成し、当該予算による運営を行う
こと。
３ 障害者雇用納付金に係る積立金について
は、納付金が障害者の雇用に伴う、経済的
な負担の調整並びにその雇用の促進及び継
続を図るために、法律に基づき、事業主か
ら徴収しているものであることに鑑み、適
正にその運用及び管理を行うこと。

評価の視点 自己評定 Ａ 評定 Ｂ

・運営費交付金を充当して行う事業については、中期 （理由及び特記事項） （理由及び特記事項）
目標に基づく予算を作成し、当該予算の範囲内で予 ・年度計画に基づき、予算の範囲内で事業を実施している。 ・計画通りである。
算を執行しているか。 ・適正に業務を行っていると評価できる。

・運営費交付金については収益化基準にしたがって適 ・運営費交付金については、独立行政法人会計基準に定める収益化基
正に執行されているか 準に則り、収益化を行い、適正に執行している。

・予算、収支計画及び資金計画について、各費目に関 ・予算と実績の差異については、一般管理費において経費節減に努め
して計画と実績の差異がある場合には、その発生理 たこと等により生じたものである。
由が明らかになっており、合理的なものであるか。

・運営費交付金が全額収益化されず債務として残され
た場合には、その発生理由が明らかになっており、
それが合理的なものであるか。

・障害者雇用納付金に係る積立金について、適正な運 ・納付金関係業務引当金について、安全性及び流動性の確保に最大限
用・管理がなされているか。 配慮した上で、自己収入を積極的に確保するため、金銭信託によるラ

ダー型国債運用を開始した。
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート( )20

中期目標 中期計画 平成１５年度計画 平成１５年度の業務の実績

第４ 財務内容の改善に関する事項
通則法第２９条第２項第４号の財務内容の
改善に関する事項は、次のとおりとする。 第７ その他主務省令で定める業務運営に関す 第７ その他主務省令で定める業務運営に関す 第７ その他主務省令で定める業務運営に関する事項
１ 管理業務の節減を行うとともに、効率的 る事項 る事項
な施設運営を行うこと等により、固定的経
費の節減を図ること。 １ 人事に関する計画 １ 人事に関する計画 １ 人事に関する計画
２ 運営費交付金を充当して行う事業につい (1) 方針 (1) 方針 ( ) 方針1
ては 「第２ 業務運営の効率化に関する 機構の運営に必要な人材の確保に努める 機構の運営に必要な人材の確保に努める 平成１５年度採用方針に基づき新規職員の採用を行なうとともに、平成１５年度、
事項」で定めた事項に配慮した中期計画の とともに、職員の専門性を高めるための研 とともに、職員の専門性を高めるための研 職員研修実施計画に基づき、一般研修、専門研修等を実施し、職員の育成、資質向
予算を作成し、当該予算による運営を行う 修を計画的に実施する。 修を計画的に実施する。 上を図った。
こと。
３ 障害者雇用納付金に係る積立金について (2) 人員に係る計画 (2) 人員に係る計画 ( ) 人員に係る計画2
は、納付金が障害者の雇用に伴う、経済的 常勤職員の人件費について、平成１４年 常勤職員については、期初の職員数以内 期初の常勤職員数は、７３６名、年度末の職員数は、７３６名となった。
な負担の調整並びにその雇用の促進及び継 度と比較して１３％の額を節減する。その とする。 人件費については、予算の範囲内であった。
続を図るために、法律に基づき、事業主か ため、期末の常勤職員数について期初に比 （参考：平成１５年度期初の職員数 ７３６
ら徴収しているものであることに鑑み、適 べて１４名削減する。 人 。）
正にその運用及び管理を行うこと。

２ 施設・設備に関する計画 ２ 施設・設備に関する計画 ２ 施設・設備に関する計画
障害者の就労に関する様々な援助業務の効 なし なし

果的かつ効率的な遂行を図るため、施設の老
朽化等を勘案して、計画的な修繕等を行う。

（参考）

（注）上記の計画については、業務実施状況、予見しが
たい事情等を勘案し、施設整備を追加又は予定額を変更
することがあり得る。

施設・設備の内容 予定額(百万円) 財 源

(地域センター)
空調設備更新 １３７ 施設整備費補
電気設備整備 助金
給排水設備更新

評価の視点 自己評定 Ｂ 評定 Ｂ

（理由及び特記事項） （理由及び特記事項）
・人事に関する計画の実施状況はどのようなものか。 ・人員は、年度計画どおりであった。 ・計画通りと評価する。

・計画通り （職員の分類について一般職、専門職（研究・技術 、管理職に仕分けし、賃金、処遇もそのよう。 ）
・人件費の実績が予算を上回った場合にはその理由が ・人件費については、適正に執行し、予算の範囲内であった。 な形の検討が必要であろう）

、 。明らかになっており それが合理的なものであるか

・施設・設備に関する計画の実施状況はどのようなも ・計画及び実績ともになし。
のか。


